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第１回幕別町議会定例会 
 

議事日程 
平成27年第１回幕別町議会定例会 

（平成27年３月４日 10時00分 開会・開議） 

 

     開会・開議宣告（会議規則第８条、第11条） 

     議事日程の報告（会議規則第21条） 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

     16 野原恵子   17 増田武夫   19 千葉幹雄 

日程第２ 会期の決定 

     （諸般の報告） 

 行政報告（町長）   

日程第３ 報告第１号 専決処分した事件の報告について 

[損害賠償の額の決定及び和解について] 

日程第４ 承認第１号 専決処分した事件の承認について 

[平成26年度幕別町一般会計補正予算（第７号）] 

日程第５ 議案第１号 平成27年度幕別町一般会計予算 

日程第６ 議案第２号 平成27年度幕別町国民健康保険特別会計予算  

日程第７ 議案第３号 平成27年度幕別町後期高齢者医療特別会計予算 

日程第８ 議案第４号 平成27年度幕別町介護保険特別会計予算 

日程第９ 議案第５号 平成27度幕別町簡易水道特別会計予算 

日程第10 議案第６号 平成27年度幕別町公共下水道特別会計予算 

日程第11 議案第７号 平成27年度幕別町個別排水処理特別会計予算 

日程第12 議案第８号 平成27年度幕別町農業集落排水特別会計予算 

日程第13 議案第９号 平成27年度幕別町水道事業会計予算 

日程第14 議案第10号 平成26年度幕別町一般会計補正予算（第８号） 

日程第15 議案第11号 平成26年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

日程第16 議案第12号 平成26年度幕別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

日程第17 議案第13号 平成26年度幕別町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

日程第18 議案第14号 平成26年度幕別町簡易水道特別会計補正予算（第３号） 

日程第19 議案第15号 平成26年度幕別町公共下水道特別会計補正予算（第３号） 

日程第20 議案第16号 平成26年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第３号） 

日程第21 陳情第17号 平成26年度幕別町農業集落排水特別会計補正予算（第２号） 

日程第22 議案第18号 平成26年度幕別町水道事業会計補正予算（第２号） 

日程第23 議案第19号 幕別町創生総合戦略審議会条例  

日程第24 議案第20号 幕別町保育料条例 

日程第25 議案第25号 幕別町保育条例 

日程第26 議案第21号 幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例 

日程第27 議案第22号 幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例 

日程第28 議案第24号 教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例 

日程第29 議案第26号 幕別町立学童保育所条例 

日程第30 議案第31号 幕別町立保育所条例の一部を改正する条例 
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日程第31 議案第32号 幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例 

日程第32 議案第33号 幕別町総合介護条例の一部を改正する条例 
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会議録 
平成26年第１回幕別町議会定例会 

 

１ 開催年月日  平成27年３月４日 

２ 招集の場所  幕別町役場５階議事堂 

３ 開会・開議  ３月４日 10時00分宣告 

４ 応集議員  全議員 

５ 出席議員  （18名） 

   議 長 古川 稔 

   副議長 千葉幹雄 

   １ 小川純文   ２ 寺林俊幸   ３ 東口隆弘  ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵 

   ６ 岡本眞利子  ７ 藤原 孟   ８ 乾 邦廣  ９ 牧野茂敏   10 谷口和弥 

   11 芳滝 仁   12 田口廣之   13 前川雅志  15 中橋友子   16 野原恵子 

   17 増田武夫    

 ６ 地方自治法第121条の規定による説明員 

   町 長 岡田和夫          副 町 長 高橋平明 

   教 育 委 員 長 沖田道子          農業委員会会長 谷内雅貴 

代 表 監 査 委 員 柏本和成          総 務 部 長 菅野勇次 

   会 計 管 理 者 田井啓一          教 育 部 長 森 範康(教育長職務代理者)  

   民 生 部 長 川瀬俊彦          経 済 部 長 田村修一 

   建 設 部 長 佐藤和良          企 画 室 長 伊藤博明 

   札 内 支 所 長 羽磨知成          忠類総合支所長 姉﨑二三男 

   企 画 室 参 事 細澤正典          総 務 課 長 境谷美智子 

   地 域 振 興 課 長 原田雅則          糠 内 出 張 所 長 妹尾 真 

   土 木 課 長 湯佐茂雄          福 祉 課 長 坂野松四郎 

   学 校 教 育 課 長 川瀬康彦          農 林 課 長 川瀬吉治 

   町 民 課 長 山岸伸雄          保 健 課 長 合田利信 

   商 工 観 光 課 長 岡田直之                    こ ど も 課 長 杉崎峰之 

   税 務 課 長 中川輝彦          生 涯 学 習 課 長 澤部紀博 

   水 道 課 長 須田明彦          経 済 建 設 課 長 天羽 徹 

７ 職務のため出席した議会事務局職員 

   局長 野坂正美   課長 萬谷 司   係長 佐々木慎司 

８ 議事日程 

   議長は議事日程を別紙のとおり報告した。 

９ 会議録署名議員の指名 

   議長は会議録署名議員に次の３名を指名した。 

    16 野原恵子   17 増田武夫   19 千葉幹雄 
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議事の経過 
（平成27年３月４日 10:00 開会・開議） 

 

 [開会・開議宣告] 

○議長（古川 稔） ただいまから、平成 27 年第１回幕別町議会定例会を開会いたします。 

  これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、16 番野原議員、17 番増田議員、19 番千葉議員を指名いたします。 

 

[会期の決定] 

○議長（古川 稔） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  本定例会の会期は、本日から３月 20 日までの 17 日間といたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、会期は本日から３月 20 日までの 17 日間と決定いたしました。 

 

[諸般の報告] 

○議長（古川 稔） 次に、諸般の報告をいたします。 

  監査委員から、地方自治法第 235 条の２第３項の規定による「例月出納検査結果報告書」及び同法

第 199 条第９項の規定による「定期監査結果報告書」が議長宛てに提出されていますので、お手元に

配付してあります。 

  次に、去る２月 20 日、十勝町村議会議長会定例会が開催され、平成 27 年度事業計画が決定したの

で、お手元に配付いたしました。後ほどごらんいただきたいと思います。 

  次に、私から報告いたします。 

  斉藤喜志雄議員が、平成 26 年 11 月 24 日午後４時 58 分、逝去されました。同僚議員が逝去されま

したことは、まことに哀悼、痛惜の至りにたえません。謹んでご報告申し上げますとともに、再びこ

の議場で相まみえることのできない斉藤喜志雄議員の冥福を祈り、黙禱を捧げたいと思います。 

○議会事務局長（野坂正美） ご起立願います。 

  黙禱。 

 （黙禱） 

○議会事務局長（野坂正美） 黙禱を終わります。ご着席願います。 

○議長（古川 稔） ここで、斉藤喜志雄議員に対する弔意をあらわすため、牧野茂敏議員より発言を

求められておりますので、これを許します。 

  牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏） ただいま議長からご報告のありましたとおり、幕別町議会斉藤喜志雄議員は昨年

11 月 24 日ご逝去されました。 

  斉藤議員は、一昨年秋のころから急に体調を崩され、食事が思うようにとれず、徐々にお痩せにな
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りながらも、議会では気力を振り絞り気丈に振る舞うそのお姿は、誰もが心配しておりました。私ど

もは一日も早くご快癒をお祈りしておりましたが、まさかこんなに早く帰らない人となりましたこと

は信じられない気持ちでいっぱいであります。今、この議場では、斉藤議員が着席するはずの 18 番議

席を見ますと空席となっており、そこに斉藤議員のお姿を見ることもまた声を聞くことも今はもうか

ないません。 

  私はここに議長のお許しをいただき、皆様の賛同を得て、議員一同を代表して、慎んで哀悼の言葉

を申し述べさせていただきます。斉藤議員ではなく、いつものように斉藤先生と呼ばせていただきま

す。 

  斉藤先生は、昭和 38 年大樹町立歴舟中学校を皮切りに、長きにわたり中学校教諭として教壇に立た

れ、平成４年からは本別町や音更町の中学校校長として教育現場の先頭に立ち、子どもたちの教育に

傾注されていました。斉藤先生の教育者としての強い信念や子どもたちに対する熱き思いは、子ども

たちはもちろん保護者や教職員から絶大な信望と信頼を集めておられました。 

  思えば、私と先生との出会いは、昭和 62 年、札内中学校教諭のときでありました。私の娘の担任で

あったことから、公私にわたり親しくつき合わさせていただきました。当時の先生は、生徒から喜志

雄先生、喜志雄先生と呼ばれ、大変な人気がありました。生徒を大きな声で激励する姿や一緒になっ

て一喜一憂する姿は、まさに熱血先生そのものでありました。今でも子どもたちの心に深く刻まれて

いることでしょう。 

  以来、28 年間のつき合いがありましたが、まさか町議会議員としてともに活動しようとは夢に思い

ませんでした。平成 19 年４月には、町議会議員に立候補し、選挙のさなかにお父さんを亡くされ、悲

しみの中での選挙戦を見事勝ち抜き、初当選の笑みに輝かれたのであります。 

  先生は 38 年間の教育現場で培ってこられた貴重な経験を生かし、議員という立場で安心して暮らし

たい、未来に希望を持ちたい、子どもたちの豊かな学びを保障したいという町民の思いや願いの実現

のため、重厚闊達な手腕を発揮され、２期７年にわたりご活躍されました。 

  斉藤先生の人情味あふれるお人柄、高潔なお人柄、親しみとともに周りにいる人に安心感を与え、

産業建設常任委員会副委員長、議会機能に関する小委員長、幕別町監査委員などの要職を歴任される

とともに、卓越したリーダーシップとすぐれた職権で会派拓政会の代表も務められておりました。 

  先生は数多くの一般質問をされましたが、特に教育問題については持論を展開し、熱く情熱的に語

るお姿は、今も私たちの目に焼きついております。 

  今日、社会構造が劇的に変化する中、本町もより一層の行財政改革を進め、福祉施策や子育て支援

策をさらに充実させなければなりません。斉藤先生を失ったことはまことに残念であり、幕別町並び

に幕別町議会の損失ははかり知れないものがあります。何事にも誠実で前向きな人柄と人に対する優

しさとその信念は、本日、傍聴席にお越しいただいた奥様とご家族、私たちの心の中にこれからも生

き続けていくことでしょう。 

  最後に、私どもは、多くの足跡を残された斉藤先生のまちづくりに対する思い、町民の幸せを願う

心を忘れず、全ての人が住みよい幕別町のまちづくりを議員としての使命とし、誠心誠意努力するこ

とをかたくお誓い申し上げ、ここに慎んで斉藤喜志雄議員のご功績をたたえ、追悼の言葉といたしま

す。 

  平成 27 年３月 4 日 

  幕別町議会議員牧野茂敏。 

○議長（古川 稔） これで、牧野茂敏議員の発言は終わりました。 

  これで、諸般の報告を終わらせていただきます。 

  この際、暫時休憩いたします。 

 

10：09 休憩 

10：17 再開 
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○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

[行政報告] 

○議長（古川 稔） 次に、町長から行政報告の申し出がありますので、これを許します。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 平成 27 年第１回町議会定例会が開催されるに当たり、当面する町政の執行につき

ましてご報告をさせていただきます。 

  十勝では強風が吹き荒れ、猛吹雪となりました２月 15 日、オランダから髙木菜那さん、美帆さん姉

妹が大活躍するという大変うれしいニュースが届けられました。 

  オリンピック開催年以外の年に開催される世界距離別スピードスケート選手権大会の女子団体追い

抜きに出場した髙木菜那さん、美帆さんと菊池彩花さんの日本チームが、初の栄冠に輝きました。レ

ースでは、好調な美帆さんが最初と最後の要所を引っ張る巧妙な戦略でチームワークを生かし、ソチ

オリンピック金メダルの王者、地元オランダを破るという快挙をなし遂げました。最終組のオランダ

の失速で優勝が決まった瞬間、観客のどよめきと同時に３人が飛び上がって喜ぶ姿がテレビに映し出

され、大きな感動を届けてくれました。 

  このたびの栄誉を心からお祝いするとともに、これからのますますのお二人のご活躍を心から祈念

いたしております。 

  次に、飯田教育長の辞職について申し上げます。 

  教育長であります飯田晴義教育委員が、２月 25 日に２月 28 日付をもって辞職したい旨の申し出が

あり、27 日に同意いたしました。 

  本来でありますと、速やかに後任の人選を行わなければならないところでありますが、私の任期を

考えますと、新たな町長にその任を委ねることが最善であると判断いたしたところであります。 

  ３月１日から 31 日までの間は、改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律等の規定に基づ

き、森教育部長が教育長職務代理者として、その職務に当たっておりますが、改正法の施行により４

月１日以降、新教育長が任命されるまでの間は、教育委員のうちから新教育長の職務代理者を指名す

ることといたしております。 

  次に、地方財政対策について申し上げます。 

  本年１月に閣議決定された平成 27 年度の国の一般会計予算案は、社会保障費の増大などにより、総

額で前年度当初予算に比較して５％増の 96 兆 3,000 億円と過去最大規模となったものであります。 

  国では、予算案を「元気で豊かな地方の創生、子育て支援など社会保障の充実に最大限取り組むと

ともに、経済再生、財政健全化の二つの目標を同時に達成するために資する予算」と位置づけ、これ

を受けて地方財政計画には、「まち・ひと・しごと創生事業費」１兆円が計上され、地方公共団体が

自主性・主体性を発揮して地方創生に取り組むことができるよう措置が講じられたところであります。 

  一方で、地方交付税につきましては、法定率が見直されたものの、出口ベースの総額で 16 兆 7,548

億円、前年度対比で 1,307 億円、0.8％の減となっており、今後とも地方財政は厳しい状況が続くもの

と認識いたしているところであります。 

  次に、このような背景を踏まえ編成いたしました本町の新年度予算の概要について申し上げます。 

  本年は、統一地方選挙の年でありますことから、骨格編成を基本としながらも、継続事業である庁

舎建設事業や昨今の経済・雇用の状況あるいは工事の完成時期などを考慮し、普通建設事業等を計上

しましたことから、一般会計予算は、総額で 163 億 4,600 万 6,000 円で、前年度に比べ 28 億 6,078

万 5,000 円、21.2％の大幅な増となったところであります。 

  国民健康保険特別会計など７特別会計と水道事業会計は、合計で総額 96 億 551 万 2,000 円で、前年

度に比べ４億 7,201 万円、5.2％の増であり、一般会計と特別会計等の総額では 259 億 5,151 万 8,000

円で、前年度に比べ 33 億 3,279 万 5,000 円、14.7％の増額で計上いたしました。 
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  次に、一般会計の歳出について申し上げます。 

  投資的経費であります普通建設事業費につきましては、新庁舎建設事業の計上により 36 億 9,876

万円で、前年度と比較し 24 億 5,818 万 8,000 円、198.1％と大幅な増となっております。 

  非投資的経費につきましては、公債費は減少しているものの、扶助費や国営事業償還金の繰上償還

による補助費等の増加により、前年度に比べ４億 259 万 7,000 円、3.3％の増となっております。 

  次に、一般会計の歳入について申し上げます。町税につきましては、評価がえによる固定資産税の

減はありますものの、町たばこ税や個人町民税の伸びなどにより、町税全体では前年度とほぼ同額を

見込んでおります。地方交付税は、地方財政計画に鑑み、普通交付税を前年度決定額に対して 2.2％

の減で計上いたしたところであります。 

  基金繰入金につきましては、財政調整基金から２億円、減債基金から１億円、新庁舎建設事業に充

当するため、庁舎建設基金から３億 5,000 万円を計上いたしました。 

  また、町債につきましては、前年度に比べ 20 億 7,390 万円を増額し計上いたしましたが、これは新

庁舎建設事業に係る合併特例債の増額によるものであります。 

 以上、予算概要につきまして申し上げましたが、引き続き厳しい財政運営が想定されますことから、

限られた財源を有効かつ効率的に配分し、最小の経費で最大の効果が発揮されるよう編成いたしたと

ころであります。 

  次に、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金について申し上げます。 

  国は、物価動向や消費に関する地方の実情に配慮しつつ、地域の消費喚起など景気の脆弱な部分に

スピード感を持って対応することや仕事づくりなど地方が直面する構造的な課題に対し、実効ある取

り組みを通じて地方の活性化を促す目的で、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金 4,200 億円

を平成 26 年度の補正予算に盛り込みました。 

  回復のおくれが目立つ地方の消費喚起や生活支援を目的とした「消費喚起・生活支援型交付金事業」

として 2,500 億円、地方版総合戦略の策定を支援し、「しごと」と「ひと」の好循環の確立を目的と

した「地方創生先行型交付金事業」として基礎交付分 1,400 億円と上乗せ交付分 300 億円の 1,700 億

円を計上したところであります。 

  本町の交付限度額が、地域消費喚起・生活支援型に6,349万円、地方創生先行型の基礎交付分に3,278

万 6,000 円と示されたことを受け、庁内に設置した「幕別町地域創生・人口減少対策推進本部」にお

いて、交付金を活用して実施する事業を取りまとめ、本定例会に補正予算案を提案させていただきま

した。 

  次に、とかち広域消防事務組合について申し上げます。 

  管内の 19 市町村は、平成 21 年４月に十勝圏複合事務組合事務局に「消防広域推進室」を設置し、

これまでに消防の広域化に向け協議を進め、昨年３月に「十勝圏広域消防運営計画」を策定し、これ

に基づき細部の調整を重ねてまいりました。 

  昨年 12 月、19 市町村の議会において「とかち広域消防事務組合」の設立に関する議決がなされま

したことから、去る２月 20 日に 19 市町村長の連名による「とかち広域消防事務組合規約に関する協

議書」の調印式がとり行われました。 

  今後は、北海道知事の許可をもって設立となりますが、現時点では、５月１日の新組合設立を予定

いたしております。新組合では、27 年度中に条例、規則等の制定や事務の統一などを行う一方、東十

勝消防事務組合を含む五つの組合運営の消防本部では解散に向けた準備を進め、来年４月１日から消

防事務の共同処理を開始することといたしております。 

  次に、高規格幹線道路帯広・広尾自動車道について申し上げます。 

  平成 24 年度から本格的な工事が進められてきました帯広・広尾自動車道の更別インターチェンジか

ら忠類大樹インターチェンジまでの約 16.7 キロメートルの区間が、３月 15 日に開通することが発表

されました。 

  これに先立ち、３月７日には帯広広尾自動車道早期建設促進期成会が主催し、忠類インターチェン
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ジにおいて、片仮名の「チュウルイ」を人文字で作成する記念イベントの開催が予定されております。 

  また、３月 15 日の開通日当日には、帯広開発建設部と同期成会の主催によります開通記念式が開催

され、式典終了後に、忠類インターチェンジにおいて「通り初め式」が行われる運びとなっておりま

す。 

  この開通によりまして、忠類地域が道央圏と高速道路で直結されることとなり、物流の効率化や観

光客の増加など、市場圏の拡大による経済効果と地域振興に大きな効果がもたらされるものと期待い

たしているところであります。 

  町といたしましても、この機会に今年度設立される予定の忠類地域魅力発信事業実行委員会の皆さ

んのご協力をいただきながら、忠類地域の魅力を広く町外に発信し、多くの方々にご来町いただける

よう取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上、当面する諸問題につきまして、ご報告をさせていただきました。 

  平成 23 年５月に４期目の町政の執行を担わせていただいてから、早いもので私に与えられました任

期も残り二月となり、本議会が最後の定例会となりました。 

  目を閉じると、さまざまな出来事が走馬燈のように去来してまいります。長い坂を一歩一歩登って

きた心境でもあります。 

  これまで、４期 16 年間にわたり議員の皆さんを初め、町民の皆さんからいただきました温かいご支

援とご協力に、この場をおかりし、心から感謝とお礼を申し上げます。 

  まことにありがとうございました。 

○議長（古川 稔） これで、行政報告は終わりました。 

 

[報告] 

○議長（古川 稔） 日程第３、報告第１号、専決処分した事件の報告についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 報告第１号、専決処分した事件の報告につきまして、ご説明させていただきま

す。 

  本件につきましては、地方自治法第 180 条第１項の規定により専決処分を行いましたので、報告す

るものであります。 

  議案書の１ページをお開きいただきたいと思います。 

  専決処分第２号でありますが、議会の委任による専決処分事項の指定に基づき、損害賠償の額の決

定及び和解について、平成 27 年２月３日付で専決処分を行ったものであります。 

  理由につきましては、平成 26 年 12 月 17 日午後５時ごろ、幕別町忠類元忠類 536 番地３地先、町道

元忠類線において、前日からの大雪の影響による倒木処理を道路管理者が行った後に、さらなる降雪

により枝が垂れ下がり、相手方が運転する車両が通過する際に車両上部が接触し、その衝撃によりフ

ロントルーフが損傷する事故が発生したことから、これに対する物的損害の過失割合により相殺した

額を相手方に賠償し、和解するものであります。 

  損害賠償額につきましては、62,208 円とするものであります。 

  ２ページになりますが、損害賠償及び和解の相手方につきましては、町内在住の男性であります。 

  損害賠償及び和解の内容につきましては、損害賠償として相手方に支払う額は、車両修復費とし、

双方ともこれ以外に今後一切の請求、異議の申し立てを行わないものとするものであります。 

  なお、全国町村会総合賠償補償保険に加入しておりますことから、賠償額につきましては、全額保

険給付されるものであります。 

  また、道路管理担当職員に対しましては、故意または重大な過失はないと認めるところであります

が、今後このような道路管理者の瑕疵による事故が起きないよう、道路パトロールを強化し、事故防

止に努めるよう指導いたしたところであります。 
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  以上で、報告を終わらせていただきます。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

 （ありませんの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  以上で、報告第１号を終わります。 

 

[付託省略] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  日程第４、承認第１号及び日程第 14、議案第 10 号から日程第 22、議案第 18 号までの 10 議件につ

いては、会議規則第 39 条第３項の規定によって委員会付託を省略し、本会議で審議いたしたいと思い

ます。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、日程第４、承認第１号及び日程第 14、議案第 10 号から日程第 22、議案第 18 号までの

10 議件については、委員会付託を省略することに決定いたしました。 

 

[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第４、承認第１号、専決処分した事件の承認についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 承認第１号、専決処分した事件の承認につきまして、地方自治法第 179 条第１

項の規定により、専決処分をさせていただきましたので報告をし、承認を求めようとするものでござ

います。 

  専決処分の内容につきましては、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算であり、平成 27 年１月 23

日付で行ったものであります。 

  ２ページをお開きいただきたいと思います。 

  平成 26 年度幕別町一般会計補正予算、第７号であります。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 3,980 万円を追加し、予算の総額

を歳入歳出それぞれ 144 億 6,857 万 4,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、３ページ、４ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明を申し上げます。 

  ６ページをお開きいただきたいと思います。 

  ８款土木費、１項土木管理費、１目道路管理費 3,980 万円の追加でございます。 

  14 節につきましては、昨年 12 月 17 日の一斉出動以降、本年に入りまして、暴風雪に係る吹き込み

除雪及び道路の拡幅除雪等を実施したことに加え、１月 22 日からの降雪による一斉除雪において、現

計予算に不足が生じますことから、追加させていただいたところであります。 

  本補正予算により、２月以降における除雪２回分と幹線道路を中心とする排雪作業等、当面の降雪

に対応しようとするものであります。 

  16 節につきましては、先に申し上げました除排雪の対応に関連し、路面の滑りどめのために散布す

る砂でありますが、１月の降雪の際、３月並みの暖気を伴い、雨となった後に路面が凍結する状況が

広く発生したことなどから散布量がふえたところであり、１月 22 日からの降雪による対応におきまし

て、現計予算に不足が生じますことから、同様に追加するものであります。 

  次に、歳入でありますが、５ページにお戻りいただきたいと思います。 
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  11 款１項１目地方交付税 3,980 万円の追加でございます。特別交付税の追加でございます。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり承認することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり承認されました。 

 

[一括議題] 

○議長（古川 稔） 日程第５、議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算から日程第 13、議案第

９号、平成 27 年度幕別町水道事業会計予算までの９件を一括議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  議案第１号から議案第９号までの９議件については、提案理由の説明を省略し、お手元に配付のと

おり委員会条例第５条及び第７条第２項の規定により議長を除く全議員をもって構成する平成 27 年

度幕別町各会計予算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思いま

す。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第１号から議案第９号までの９議件については、提案理由の説明を省略し、議長

を除く全議員をもって構成する平成 27 年度幕別町各会計予算審査特別委員会を設置し、これに付託の

上、審査することに決定いたしました。 

 

[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第 14、議案第 10 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第８号）を議題

といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 10 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第８号）につきまして、

ご説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,485 万 9,000 円を追加し、予算

の総額をそれぞれ 144 億 9,343 万 3,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、２ページから５ページに記載をしております「第１表 歳

入歳出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  次に、６ページをお開きいただきたいと思います。 

  「第２表 継続費補正」でございます。 

  変更でありますが、２款総務費、１項総務管理費、新庁舎建設事業につきまして、事業費の変動に

伴い年割額の変更を行うものであります。 

  補正前と比較いたしますと、２カ年で 188 万 2,000 円を減額するものでありますが、年度別の年割

額につきましては、平成 26 年度は事業費の確定などに伴い 2,383 万 1,000 円を減額し、平成 27 年度

は、今後契約予定の太陽光発電設備など再生可能エネルギー設備工事に係る資材費の高騰や労務単価

の上昇に伴い 2,194 万 9,000 円を増額するものであります。 
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  次に、「第３表 繰越明許費」でございます。 

  ２款総務費、１項総務管理費、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業（地域消費喚起型）

7,515 万 9,000 円を繰り越すものであります。 

  あわせまして、議案説明資料の１ページをお開きいただきたいと思います。 

  本事業につきましては、国の補正予算により、地域における消費喚起やこれに直接効果を有する生

活支援を推進するため創設された交付金事業でありますが、本町におきましては、三つの事業を計画

しているところであります。 

  各事業の内容につきましては、議案説明資料に記載のとおりでありますが、初めに１番の「プレミ

アム商品券発行事業」につきましては、幕別町商工会が実施主体となりますプレミアム商品券発行事

業に対する補助事業であります。 

  発行額は２億 2,000 万円、プレミアム率は町が 15％の 3,300 万円、北海道が５％の 1,100 万円で、

あわせて２億 6,400 万円の商品券を発行する事業であります。 

  二つ目の「子育て世帯支援事業」につきましては、子育て世帯に対して商品券を交付するものであ

りますが、18 歳未満のお子さんが３人以上いる世帯に１万円、１人または２人のお子さんがいる世帯

に 5,000 円を交付するものであります。 

  次に、３番の「誘客促進事業」につきましては、町内３カ所の宿泊施設利用者に対して、宿泊費の

一部を助成するものであります。 

  いずれの事業におきましても、年度内に事業が完了できませんことから、翌年度へ繰り越して事業

を行おうとするものであります。 

  議案書の６ページにお戻りをいただきたいと思います。 

  次に、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業（地方創生先行型）１億 1,299 万 7,000 円

を繰り越すものであります。 

  あわせて、議案説明資料もごらんいただきたいと思いますが、２ページから４ページとなります。 

  本事業につきましては、国の補正予算により、地方公共団体による地方版総合戦略の早期かつ有効

な策定と、これに関する優良施策等の実施を支援するため創設された交付金事業でありますが、本町

におきましては、18 の事業を計画しているところであります。 

  各事業の内容につきましては、議案説明資料に記載のとおりでありますが、まず初めに、１番目の

「人口ビジョン策定事業」につきましては、町の創生総合戦略の策定に当たって必要となります①地

方版の人口推計と②審議会の開催費用を計上するものであります。 

  ２番の「定住促進事業」につきましては、町内全域を対象としました住宅建設費または購入費の補

助を実施するものであります。 

  ４番の「ふるさと寄附記念品事業」につきましては、町外の個人寄附者に対する記念品の贈呈を行

うものであり、ふるさと寄附制度を導入しようとするものであります。 

  ６番の「忠類地域魅力発信事業」につきましては、説明資料４ページの別紙をごらんいただきたい

と思います。 

  １番の「魅力発信事業実行委員会補助金」から８番の「ナウマン象記念館子どもイベント」まで、

高規格幹線道路忠類インターチェンジ開通後における忠類地域の各種魅力発信事業に取り組むもので

あります。 

  説明資料の２ページにお戻りをいただきたいと思います。 

  ８番の「介護福祉士資格取得費補助事業」につきましては、介護福祉士の資格取得を目指す高校生

に対する補助事業であります。 

  説明資料の３ページになります。 

  13 番の「中小企業退職金共済制度加入促進補助事業」につきましては、退職金制度への加入を促進

するため、共済制度加入から３年間、事業者の共済掛金の一部を補助するものであります。 

  15 番の「修学支援資金交付事業」につきましては、高等学校に在学する方のいる世帯に対し、修学
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上必要な経費を給付するものであります。 

  18 番の「英会話体験事業」につきましては、中学生を対象とした英会話体験事業を集団研修施設こ

まはたで行おうとするものであります。 

  なお、他の事業につきましては、従前から取り組んでいる事業やそれら事業の拡大でございますが、

本交付金の趣旨に沿った事業を新年度予算から前倒しをして本補正予算に計上させていただいたとこ

ろであります。いずれの事業におきましても、年度内に事業が完了できませんことから、翌年度へ繰

り越して事業を行おうとするものであります。 

  議案書にお戻りをいただき、６ページをごらんいただきたいと思います。 

  次に、６款農林業費、１項農業費、中里道営畑総事業負担金 418 万円、駒畠道営畑総事業負担金 574

万円、忠類道営畑総事業負担金 274 万円及び中央幕別西道営畑総事業負担金 80 万円を繰り越しするも

のであります。 

  道営事業として実施しております各地区の畑総事業でありますが、北海道において、事業の一部を

繰越事業にて実施することとなりましたことから、これらの事業に係る町の負担金について翌年度へ

繰り越しをするものであります。 

  次に、９款１項消防費、東十勝消防事務組合分担金（幕別署費）１億 6,845 万 5,000 円を繰り越し

するものであります。 

  帯広市ほか十勝管内５消防事務組合で実施する「消防救急無線デジタル化共同整備事業」及び「十

勝圏高機能指令センター整備事業」に係る幕別町からの分担金でありますが、年度内に事業が完了で

きませんことから、翌年度へ繰り越しするものであります。 

  ７ページになります。 

  「第４表 債務負担行為補正」でございます。 

  10 件の債務負担行為を追加するものであります。 

  初めに、「役場庁舎宿日直業務委託料」及び「役場庁舎清掃管理業務委託料」につきましては、本

年度をもって契約期間が終了いたしますことから、新庁舎への移転までの期間、新たに各業務の委託

契約を締結するため、債務負担行為を追加しようとするものであります。 

  次に、「予約型乗合タクシー古舞線運行費補助金」につきましては、本年１月に開催された幕別町

地域公共交通確保対策協議会において、古舞線を本格運行することが承認されましたことから、５年

間の債務負担行為を追加しようとするものであります。 

  なお、限度額につきましては、予約型乗合タクシーの状況により運行費用を適正に見込むことが困

難でありますことから、「運行費から、国庫補助金及び運賃収入を控除した額」とするものでありま

す。 

  次に、「福祉バス運行業務委託料」「運動公園陸上競技場維持管理業務委託料」及び「運動公園野

球場維持管理業務委託料」の３件につきましては、平成 24 年度に議決をいただきました長期継続契約

に係るものでございますが、国におきまして、本年２月から公共工事設計労務単価を引き上げるとさ

れたことから、長期継続契約に係る平成 27 年度以降の委託料を再積算し、限度額の増加する部分に係

る新たな債務負担行為を行うものであります。 

  次に、「保健福祉センター清掃業務委託料」につきましては、本年度をもちまして契約期間が終了

いたしますことから、平成 27 年度から平成 29 年度までの期間において、限度額 1,216 万 5,000 円の

債務負担行為を行うものであります。 

  次に、「ふれあいセンター福寿清掃業務委託料」につきましては、生活支援ハウス運営業務におい

て、施設の管理に合わせて清掃業務を委託してまいりましたが、新年度からの業務内容の変更により、

清掃業務を分けて委託することとしましたことから、清掃業務に対しまして、平成 27 年度から平成

29 年度までの期間において、限度額 413 万 7,000 円の債務負担行為を行うものであります。 

  次に、「北海道農業公社からの肉牛貸付及び譲渡契約書に基づき借り受けた肉用牛（11 頭）に係る

譲渡代金」につきましては、肉用牛 11 頭を１件の農家に貸し付けすることから、平成 27 年度から平
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成 31 年度までの期間において、限度額 700 万 5,000 円の債務負担行為を行うものであります。 

  次に、「スクールバス運行業務委託料」につきましては、貸し切りバスの新運賃制度の適用に伴い

委託料が引き上げられることから、長期継続契約に係る平成 27 年度以降の委託料を再積算し、限度額

の増加する部分に係る新たな債務負担行為を行うものであります。 

  ８ページになります。 

  「第５表 地方債補正」でございます。 

  廃止でありますが、「食料供給基盤強化特別対策事業」につきましては、北海道の事業調整により、

起債対象外工種へ振りかえられたことによる廃止であります。 

  次に、「災害活動用資機材購入事業」につきましては、東十勝消防事務組合における災害活動用エ

アーテント整備事業に対する町からの分担金事業でありますが、同年度の高規格救急自動車の整備事

業の中で、エアーテントを一体的に整備することとなりましたことから、単独の購入事業を廃止する

ものであります。 

  次に、変更でありますが、定住促進住宅建設費助成事業ほか 35 事業につきましては、事業費確定及

び補助金等の増減に伴う起債の借入額について変更を行うものであります。 

  それでは、歳出からご説明申し上げます。 

  22 ページをお開きいただきたいと思います。 

  １款１項１目議会費 173 万円の減額でございます。 

  １節及び３節につきましては、議員数の減に伴う減額、９節及び 11 節につきましては、執行残であ

ります。 

  ２款総務費、１項総務管理費、５目一般財産管理費 165 万 6,000 円の減額でございます。 

  細節８につきましては、普通財産売り払い件数の増による測量委託料の追加、細節 13 につきまして

は、ＰＣＢ廃棄物処理の受入制限よる執行残であります。 

  次に、６目近隣センター管理費 111 万 3,000 円の減額でございます。 

  細節 12 につきましては燃料単価の下落に伴う執行残、細節 21 につきましては、使用量の減に係る

執行残であります。 

  次に、７目庁用車両管理費 101 万 6,000 円の減額でございます。 

  11 節につきましては、燃料単価の下落に伴う執行残であります。 

  ８目町有林管理費 1,300 万円の減額。23 ページになります。９目町有林造成費 824 万 9,000 円の減

額でございます。いずれも事業費確定に伴う執行残であります。 

  10 目企画費 1,040 万 2,000 円の追加でございます。 

  細節 15 につきましては、予約型乗合タクシー古舞線の試験運行に係る執行残、細節 16 につきまし

ては、中古住宅の購入増に伴い予算に不足が見込まれますことから、所要の費用を追加するものであ

ります。 

  14 目交通防災費 123 万 8,000 円の減額でございます。 

  １節につきましては、交通安全指導員の勤務日数の減による執行残、11 節につきましては、修繕箇

所の減に係る執行残であります。 

  次に、15 目諸費 307 万 3,000 円の追加でございます。 

  19 節につきましては、地方バス路線維持費補助金の追加でありますが、国庫補助制度の見直し等に

より、国費が減額となりますことから、町補助金を追加するものであります。 

  次に、16 目基金管理費 254 万 5,000 円の追加でございます。 

  25 節につきましては、利子収入の増などに伴う積立金の追加、24 ページになりますが、28 節につ

きましては、利子収入の増に伴う繰出金の追加であります。 

  次に、18 目協働のまちづくり支援費 17 万 3,000 円の追加でございます。 

  １節につきましては、戸数割の減に伴う減額、19 節につきましては、主に公区におけます環境美化

や防災活動の増加に伴う交付金の追加、20 節につきましては、公区活動中の事故に伴い見舞金を追加
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するものであります。 

  次に、19 目総合支所費 107 万 6,000 円の減額でございます。 

  １節以下、いずれも事業費確定に伴う執行残であります。 

  25 ページになります。 

  20 目新庁舎建設事業費 2,383 万 1,000 円の減額でございます。 

  事業費確定に伴う執行残であります。 

  21 目地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業費（地域消費喚起型）7,515 万 9,000 円の追

加でございます。 

  26 ページになりますが、22 目地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業費（地方創生先行型）

１億 1,299 万 7,000 円の追加でございます。 

  いずれも国の補正予算により創設された、新たな交付金事業でありますが、交付金ごとに目を新設

して予算を計上するものであります。 

  28 ページになります。 

  ２項徴税費、２目賦課徴収費 100 万円の追加でございます。 

  個人住民税の修正申告などによる還付金を追加するものであります。 

  ３項１目戸籍住民登録費 162 万円の減額でございます。 

  社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）に係るシステム改修経費の執行残であります。 

  29 ページになります。 

  ４項選挙費、２目農業委員会選挙費 71 万 3,000 円の減額でございます。 

  無投票となったことによる各報酬の執行残であります。 

  ５項１目統計調査費 118 万 9,000 円の減額でございます。 

  指定統計調査に係る調査員報酬の執行残であります。 

  30 ページになります。 

  ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費 6,229 万 4,000 円の追加でございます。 

  １節及び９節につきましては、主に民生委員の辞任に伴う執行残、11 節から 19 節までにつきまし

ては、臨時福祉給付金事業に係る執行残、28 節につきましては、国民健康保険特別会計への繰出金で

ありますが、財源の不足分などに対し、繰出金を追加しようとするものでございます。 

  ３目障害者福祉費 147 万 6,000 円の追加でございます。 

  ８節につきましては、職場体験参加者数の減、19 節につきましては、利用者数の減に伴う負担金の

減、20 節につきましては、サービス利用者の増加などに伴う追加であります。 

  31 ページになります。 

  ６目老人福祉費 1,201 万 6,000 円の減額でございます。 

  13 節につきましては、高齢者食の自立支援サービスに係る食数の減、14 節につきましては、緊急通

報装置の設置台数の減、28 節につきましては、介護保険特別会計への繰出金であります。 

  次に、７目後期高齢者医療費 1,828 万 5,000 円の減額でございます。 

  19 節につきましては、前年度の療養給付費負担金の確定に伴う減額。 

  32 ページになります。 

  28 節につきましては、後期高齢者医療特別会計への繰出金であります。 

  次に、11 目保健福祉センター管理費 266 万 3,000 円の減額でございます。 

  12 節につきましては、通話量の増加に伴う追加、15 節につきましては、入札に伴う執行残でありま

す。 

  次に、12 目老人福祉センター管理費 82 万 7,000 円の追加でございます。 

  11 節の細節 22 につきましては、使用量の増に伴う追加、細節 40 につきましては、施設の屋根の張

りかえなどに伴う修繕料の追加であります。 

  次に、13 目ふれあいセンター福寿管理費 60 万 8,000 円の減額でございます。執行残であります。 
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  次に、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費 3,892 万 1,000 円の減額でございます。 

  12 節及び 19 節につきましては、子育て世帯臨時特例給付金事業に係る執行残、20 節につきまして

は、支給対象児童数の減に伴う児童手当の減額であります。 

  34 ページになります。 

  ２目児童医療費 194 万円の追加でございます。 

  医療費の増加に伴う追加であります。 

  ３目常設保育所費 1,909 万 7,000 円の減額でございます。 

  ４節及び７節につきましては、軽度発達障がい児等の対応のため、常勤の臨時保育士を配置する予

定でおりましたが、保育士の応募が少なく、臨時保育士の不足分を代替保育士で対応したことにより、

執行残であります。 

  次に、４目へき地保育所費 205 万 8,000 円の減額でございます。 

  ４節、７節いずれも、保育士配置数の減少に伴う執行残であります。 

  ５目発達支援センター費７万 5,000 円の追加でございます。 

  南十勝こども発達支援センター負担金の確定に伴う追加であります。 

  ６目児童館費 312 万 5,000 円の減額でございます。 

  ４節及び 35 ページの７節につきましては、指導員配置数の減少に伴う執行残であります。 

  ７目子育て支援センター費 380 万 2,000 円の減額でございます。 

  ４節、７節いずれも、再任用職員の配置に伴う執行残であります。 

○議長（古川 稔） 副町長、説明の途中で申しわけないのですが、まだ二、三十分かかりそうなので、

大変申しわけございませんが、説明の途中でありますが、この際、11 時 15 分まで休憩させていただ

きます。 

 

11：05 休憩 

11：15 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） それでは、35 ページの４款衛生費からになります。 

  ４款衛生費、１項保健衛生費、２目予防費 140 万 5,000 円の減額でございます。 

  水痘ワクチン等医薬材料費の執行残であります。 

  次に、３目保健特別対策費 170 万円の減額でございます。 

  いずれも、健診受診者数の減少に伴う減額であります。 

  36 ページになります。 

  ５目環境衛生費 576 万 3,000 円の減額であります。 

  11 節から 19 節までにつきましては、執行残、28 節につきましては、個別排水処理特別会計への繰

出金であります。 

  次に、６目水道費 8,332 万 4,000 円の追加でございます。 

  19 節につきましては、水道事業の高料金対策に係る水道事業会計への補助金であります。 

  なお、本補助金につきましては、普通交付税で 50％、特別交付税で 30％が補填されるものでありま

す。 

  24 節につきましては、耐震性貯水槽整備事業に係る水道事業会計への出資金であります。 

  28 節につきましては、簡易水道特別会計への繰出金であります。 

  ２項清掃費、１目清掃総務費 517 万 7,000 円の減額でございます。 

  11 節につきましては、執行残、19 節につきましては、いずれも負担金の確定に伴う減額であります。 

  37 ページになります。 
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  ５款労働費、１項労働諸費、２目雇用対策費 139 万円の減額でございます。 

  13 節につきましては、事業費確定に伴う減額、15 節につきましては、執行残であります。 

  ６款農林業費、１項農業費、２目農業振興費 488 万 6,000 円の減額でございます。 

  19 節の細節 23 につきましては、北海道の補助採択により、実施団体であります「ゆとりみらい 21

推進協議会」へ直接交付されることとなりましたことから減額するものであります。 

  細節 25 につきましては、事業費の確定による減額、細節 28 につきましては、農地の利用がなかっ

たことによる減額、細節 29 につきましては、給付要件を満たさなくなったことに伴う減額であります。 

  38 ページになります。 

  ４目農業施設管理費 109 万 7,000 円の減額でございます。 

  執行残であります。 

  ５目畜産業費 396 万 6,000 円の減額でございます。 

  18 節につきましては、北海道農業公社からの公社牛譲渡事業に係る追加であります。 

  19 節の細節 13 及び細節 14 につきましては、北海道における事業費調整等により、事業費が変更に

なったことに伴う補正であります。 

  細節 21 につきましては、公社牛譲渡事業に係る管理料負担金を追加するものであります。 

  39 ページになります。 

  ６目町営牧場費 192 万 8,000 円の減額でございます。 

  ７節につきましては、作業量の減少などに伴う執行残、13 節につきましては、契約単価の減少に伴

う執行残であります。 

  ７目農地費 3,127 万 7,000 円の減額でございます。 

  13 節及び 15 節につきましては、事業費の確定に伴う執行残であります。 

  19 節につきましては、いずれも事業量の減に伴う執行残、28 節につきましては、農業集落排水特別

会計への繰出金であります。 

  次に、８目土地改良事業費 4,239 万 5,000 円の減額でございます。19 節の細節３につきましては、

負担金の確定に伴う減額、細節５から 40 ページの細節 10 までにつきましては、北海道における事業

調整により事業費が変更になりましたことから、それら所要額について補正するものであります。細

節 11 につきましては、事業費の確定に伴う執行残であります。 

  41 ページになります。 

  ２項林業費、２目育苗センター管理費 152 万 4,000 円の減額でございます。 

  13 節につきましては、入札に伴う執行残、16 節につきましては、北海道種苗協会からの配分量の減

に伴う減額であります。 

  42 ページになります。 

  ７款１項商工費、１目商工振興費 205 万円の減額でございます。 

  空き店舗対策事業に対する新規事業者分の執行残でございます。 

  ８款土木費、１項土木管理費、１目道路管理費 6,688 万 9,000 円の追加でございます。 

  13 節につきましては、今後の降雪に係る除雪等に当たりまして、追加しようとするものであります。 

  18 節につきましては、入札等に伴う執行残であります。 

  ２目地籍調査費、250 万円の減額でございます。 

  事業費確定等に伴う執行残でございます。 

  43 ページになります。 

  ２項道路橋梁費、２目道路新設改良費 3,471 万 4,000 円の減額でございます。 

  13 節以下、事業費確定等に伴う補正であります。 

  45 ページになります。 

  ３項都市計画費、１目都市計画総務費 1,588 万 2,000 円の減額でございます。 

  13 節につきましては、事業費の確定に伴う執行残、28 節につきましては、公共下水道特別会計への
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繰出金であります。 

  ２目都市環境管理費 286 万 5,000 円の減額でございます。 

  11 節以下、執行残であります。 

  次に、３目都市施設整備費 2,432 万 4,000 円の減額であります。46 ページにかけてでありますが、

いずれも、事業費確定等に伴う執行残であります。 

  ９款１項消防費、１目常備消防費 1,003 万 5,000 円の減額でございます。 

  東十勝消防事務組合に対する分担金の減額でありますが、各事業の執行残が主なものであります。 

  47 ページになります。 

  ２目非常備消防費 182 万 6,000 円の減額でございます。 

  消防団員の費用弁償等の減額が主なものであります。 

  10 款教育費、１項教育総務費、２目事務局費 149 万 5,000 円の減額でございます。 

  ４節につきましては、臨時職員等の配置減による執行残、11 節につきましては、車両等修繕料の追

加、14 節につきましては、複写機使用量の増加に伴い、所要の費用を追加するものであります。 

  次に、６目学校給食センター管理費 511 万 6,000 円の減額でございます。 

  ４節及び７節につきましては、嘱託職員の欠員に伴う減額、11 節につきましては、食数の減に伴う

執行残。 

  48 ページになりますが、18 節につきましては、入札に伴う執行残であります。 

  ２項小学校費、１目学校管理費 132 万 6,000 円の減額でございます。 

  北海道から事務職員が配置されたことに伴う減額であります。 

  ３項中学校費、１目学校管理費 60 万 3,000 円の追加、あわせまして、４項幼稚園費、１目幼稚園管

理費９万 2,000 円の追加でございます。 

  昨年 11 月からの電気料金の値上げによりまして、予算に不足が見込まれますことから、追加をする

ものであります。 

  49 ページになります。 

  ５項社会教育費、３目保健体育費 285 万 2,000 円の追加であります。 

  ７節及び８節の細節１につきましては、執行残、８節の細節３につきましては、助成対象者数の減、

11 節につきましては、体育施設等設備の修繕に係る費用の追加、15 節につきましては、幕別町民プー

ルの屋根補修工事でありますが、昨年 12 月の大雪により上屋シートが被災したため、補修工事を追加

するものであります。なお、建物災害保険により、当該工事費のおおむね６割が補填される見込みで

あります。 

  ４目町民会館費 234 万 8,000 円の減額でございます。 

  11 節以下、いずれも執行残であります。 

  ７目スポーツセンター管理費 355 万 5,000 円の減額でございます。 

  ７節につきましては、嘱託職員の欠員に伴う減額、11 節から 50 ページの 15 節までにつきましては、

執行残であります。 

  11 款１項公債費、１目元金 1,456 万円の減額でございます。 

  平成 26 年３月に実施いたしました繰上償還に伴い、本年度分の元金を減額するものであります。 

  次に、２目利子 2,313 万 1,000 円の減額でございます。 

  当初予算時におきまして、平成25年度債借入利息を2.0％程度と予定していたところでありますが、

実効金利において 0.4％から 1.2％程度となりましたことから、それら軽減分を減額するものでありま

す。 

  12 款職員費、１項１目職員給与費 437 万 9,000 円の追加でございます。 

  ２節につきましては、年度途中の退職者に係る執行残であります。 

  ３節につきましては、時間外勤務時間数の増加による手当の追加であります。 

  以上で、歳出の説明を終わらせていただきます。 
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  次に、歳入をご説明申し上げますので、11 ページまでお戻りいただきたいと思います。 

  １款町税、１項町民税、１目個人 606 万 6,000 円の追加でございます。 

  ２目法人、2,712 万 4,000 円の追加でございます。 

  ２項１目固定資産税 1,246 万円の追加でございます。 

  ３項目軽自動車税 189 万 3,000 円の追加でございます。 

  12 ページになりますが、４項１目町たばこ税 1,868 万 9,000 円の追加でございます。 

  売り渡し本数の増に伴う追加であります。 

  ５項１目入湯税 181 万 9,000 円の追加でございます。 

  主に宿泊者数の増加に伴う追加であります。 

  ２款地方譲与税、３項１目地方道路譲与税 1,000 円の追加でございます。 

  旧法によります地方道路譲与税の課税分に係る追加であります。 

  10 款１項１目地方特例交付金 91 万 6,000 円の追加でございます。 

  交付額の確定に伴う追加であります。 

  13 ページになります。 

  11 款１項１目地方交付税 3,316 万 1,000 円の追加でございます。 

  13 款分担金及び負担金、１項分担金、１目農林業費分担金 2,064 万 2,000 円の減額でございます。 

  細節４の農業基盤整備促進事業分担金につきましては、事業費の減、その他の分担金につきまして

は、道営事業の事業費調整等に伴う補正であります。 

  ２項負担金、１目民生費負担金 200 万円の追加でございます。 

  老人福祉施設入所に係る受益者負担金の追加であります。 

  14 ページになります。 

  14 款使用料及び手数料、１項使用料、３目衛生使用料 90 万円の追加でございます。 

  利用件数等の増加による追加であります。 

  ４目農林業使用料 151 万 3,000 円の減額でございます。 

  預託頭数の減少による入牧料の減額が主なものであります。 

  ２項手数料、３目衛生手数料 290 万 5,000 円の減額でございます。 

  ごみ処理手数料の減額であります。 

  15 款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費負担金 2,297 万 5,000 円の減額でございます。 

  １節の細節１につきましては、事業費の確定に伴う国負担分の追加、細節２以下につきましては、

それぞれ事業量の増減に伴う国負担分の補正であります。 

  ２節につきましては、児童手当に係る国負担分の減額であります。 

  15 ページになります。 

  ２項国庫補助金、１目総務費補助金 8,544 万 8,000 円の追加でございます。 

  １節の細節２につきましては、社会保障・税番号制度に係るシステム改修費に対する補助金であり

ます。 

  細節３につきましては、役場新庁舎の入札減等に伴う減額であります。 

  細節５及び細節６につきましては、国の補正予算により創設された交付金であります。 

  ２目民生費補助金 2,542 万円の減額でございます。 

  １節につきましては、臨時福祉給付金事業の事業費確定に伴う減額、２節の細節１及び細節５につ

きましては、国の補助制度の改正に伴う国庫補助金の組み替えであります。 

  細節２及び細節３につきましては、子育て世帯臨時特例給付金事業の事業費確定に伴う減額であり

ます。 

  ３目衛生費補助金 60 万 2,000 円の減額でございます。 

  事業費の減少に伴う減額であります。 

  次に、４目農林業費補助金 4,500 万円の減額でございます。 
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  国の補助制度から北海道の補助制度へ改正されたことによる皆減であります。 

  ５目土木費補助金 1,388 万 4,000 円の減額でございます。 

  １節の細節２につきましては、交付決定額の減に伴う減額、細節４につきましては、平成 25 年度の

国の補正予算において創設された「がんばる地域交付金」であります。 

  昨年 12 月に総額で 1,320 万円の交付決定を受けたところであり、本交付金の実施計画に基づき、道

路新設改良費の財源として追加するものであります。 

  ２節につきましては、事業費確定等に伴う減額であります。 

  16 ページになります。 

  16 款道支出金、１項道負担金、１目民生費負担金 1,630 万円の減額でございます。 

  １節の細節１及び細節７につきましては、事業費の確定に伴う道負担分の減額、細節３から細節５

までにつきましては、それぞれ事業量の増減に伴う道負担分の補正であります。 

  ２節につきましては、児童手当に係る道負担分の減額であります。 

  次に、３目土木費負担金 142 万 5,000 円の減額でございます。 

  事業費確定等に伴う減額であります。 

  ２項道補助金、３目労働費補助金 121 万 6,000 円の減額でございます。 

  事業量の減少に伴う減額であります。 

  次に、４目農林業費補助金 256 万 8,000 円の追加でございます。 

  １節につきましては、事業費確定等に伴う減額、２節につきましては、草地整備に係るパワーアッ

プ事業でありますが、北海道の事業費調整等に係る追加、３節の細節３につきましては、対象事業費

の増に伴う追加、細節４につきましては、畑総整備に係るパワーアップ事業でありますが、北海道の

事業調整等に係る減額であります。細節５につきましては、国の補助制度から北海道の補助制度へ制

度改正されたことによる追加、細節６につきましては、国の制度拡充に伴うものであり、受益者負担

金に対する補助金の追加であります。 

  ４節の細節１及び細節２につきましては、事業費確定等に伴う減額、細節５につきましては、農畜

産物等の有害鳥獣被害対策経費のうち、エゾシカの捕獲分に対する交付金の追加であります。 

  ６目総務費補助金 1,030 万円の追加でございます。 

  １節の細節２につきましては、役場新庁舎の入札減等に伴う減額であります。 

  細節３につきましては、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業費（地域消費喚起型）で

ご説明いたしましたプレミアム商品券発行事業に対する道補助金であります。 

  ７目商工費補助金 96 万 1,000 円の追加でございます。 

  消費者行政の強化に取り組む地方公共団体に対する交付金を新たに追加するものであります。 

  ３項道委託金、１目総務費委託金 149 万円の減額でございます。 

  指定統計業務の事業確定に伴う減額であります。 

  17 款財産収入、１項財産運用収入、２目利子及び配当金 149 万 7,000 円の追加でございます。 

  18 ページにかけてでありますが、各種基金の運用に係る利子収入であります。 

  ２項財産売払収入、１目不動産売払収入 696 万 9,000 円の追加でございます。 

  １節につきましては、皆伐材の総量の減少に伴う減額、２節につきましては、宅地分譲等に係る町

有地売払収入の追加であります。 

  ２目物品売払収入３万 8,000 円の追加でございます。 

  公社貸付牛に係る譲渡代の追加であります。 

  18 款１項寄付金、１目一般寄付金 3,611 万 8,000 円の追加でございます。 

  寄付金収入の追加であります。 

  19 ページになります。 

  21 款諸収入、５項４目雑入 82 万円の追加でございます。 

  ２節につきましては、食数の減に伴い減額するものであります。 
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  ４節の細節３から細節 47 までにつきましては、各種事業費の確定等に伴う補正、細節 52 につきま

しては、幕別町民プール屋根補修に係る保険金収入、細節 54 につきましては、植樹事業等に対する公

益財団法人似鳥文化財団及び株式会社ニトリホールディングスの共同事業による助成金であります。

細節 58 につきましては、英会話体験事業に係る参加料の追加であります。 

  ５節につきましては、一般会計における予防費用等に係る国民健康保険特別会計からの負担金の追

加、６節につきましては、一般会計における広報費用に係る後期高齢者医療特別会計からの負担金を

追加するものであります。 

  22 款１項町債、１目総務債 550 万円の減額、２目衛生債 50 万円の減額、４目農林業債 1,960 万円

の減額、20 ページになりますが、５目商工債 20 万円の減額、６目土木債 4,450 万円の減額、21 ペー

ジになりますが、７目消防債 60 万円の減額、８目教育債 350 万円の減額、９目臨時財政対策債 288

万 3,000 円の追加であります。 

  地方債補正でもご説明させていただきましたが、地方債対象事業費の確定等に伴う補正であります。 

  また、９目につきましては、普通交付税の振替債でありますが、発行額確定に伴う追加であります。 

  なお、補正前と比較いたしますと、7,151 万 7,000 円を減額し、地方債全体では平成 26 年度起債発

行予定額を 13 億 8,758 万 3,000 円とするものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

  中橋議員。 

○15 番（中橋友子） ４点ほどお尋ねいたします。 

  初めに、７ページの債務負担行為の補正でありますが、特に保健福祉センターであるとか、ふれあ

いセンター、前段のほうにもあるのですけれども、契約更新に伴う債務負担行為が示されております。 

  契約を更新する際に、いつも懸念されることではありますが、一つには、これまで仕事をしていた

方たちの仕事がなかなか保障されるような形になっていくというのは難しいのだとは思うのですが、

そういったことに対する懸念はないかということと、それから労働時間、労働条件そのものが新たな

契約の中では向上されているでしょうか。 

  次、25 ページ、総務費、29 地域活性化・地域住民生活緊急支援交付金にかかわりまして、19 負担

金補助金及び交付金の３プレミア商品券発行についてであります。内容につきましては、説明資料等

に詳細が書かれておりますが、この使用の範囲ですね、プレミア商品券が町民が手にして使うことの

できる相手業者の範囲、これはどの範囲までになっているのか。さらに、消費を喚起するということ

ですから、基本的には買い物に対するものというふうに考えるのですけれども、しかし、住民の利用

する立場からいえば、買い物だけではなくて、例えばですが、介護保険の利用料等に使うとか、地元

業者のですね、そういったことも可能なのかどうか、伺います。 

  次、31 ページの６目老人福祉費、13 節委託料であります。高齢者食の自立支援サービス委託料、こ

れが 210 万 5,000 円の減額になっています。たしか昨年の年度末にも減額の補正が組まれたというふ

うに思います。この事業の今一体利用者はどれだけいて、予想される利用料よりもどれぐらい減って

きているのか。高齢者がふえていることを考えれば、本来は利用がふえていくというふうに考えるの

ですけれども、これが減ってきているという要因はどこにあるのか、業者数というのは今、幾つの業

者でどういう実態になっているのか伺います。 

  最後でありますが、34 ページの民生費、３目常設保育所費の７節臨時保育士賃金であります。減額

の幅が非常に大きくて 1,608 万円の減額であります。説明では、常勤の保育士の応募がなかったので、

結局その臨時でも補えず、代替で補ったということであります。これ人数にして何人だったのか。そ

して、応募がなかったというのは結局その条件にもかかわってくるのではないかと思いますが、うち

の条件は他町村から比べてどうなのか。しかも臨時でも補えず代替になったというふうになれば、資

格要件も出てくるのではないかと思います。代替の方たちも全部有資格者で補ってこられたのか伺い

ます。 
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○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） まず、債務負担行為の関係でございますけれども、役場庁舎ですとか保健福

祉センターの清掃とか管理業務の関係、今回、債務負担行為を更新していって、改めて契約というこ

とになりますけれども、業者の方といいましょうか、受注された業者の方が雇用する職員の方につき

ましては、業者の受注された業者のほうで確保をしていただくということになってございますので、

その辺については実施された業者にお任せするしかないのかなというふうに思っております。 

  それから、労働条件の関係でございますけれども、今回の債務負担行為の限度額の設定に当たりま

しても、積算に当たりましても、労務単価等の上昇分については見込んでおります。さらに、法定保

険等の加入につきましても、引き続き指導の徹底をしてまいりたいというふうに思いますので、ご理

解いただきたいというふうに思います。 

○議長（古川 稔） 商工観光課長。 

○商工観光課長（岡田直之） ご質問の２点目であります。 

  まず、１点目の使用できる事業所の範囲でありますが、今回の商品券につきましては、消費の喚起

ということが第一の目的でありますので、幅広い事業所で使われることが必要だというふうに私ども

も考えてございます。実際の公募は予算の議決をいただいた後、商工会で行いますけれども、商工会

の会員事業所はもとより、大型スーパーなどであります商工会の賛助会員の事業所、さらには、商工

会の会員以外の事業所につきましても、広く公募をして事業所を募りたいというふうに考えておりま

す。 

  ２点目の商品券が使用できる範囲、例えば介護保険の利用料等でありますけれども、今回商品券に

つきましては、国の交付金を利用させていただきます。そういったことで、国からＱ＆Ａですとか、

さまざまな参考資料が来ております。その中で、医療サービスにつきましては、これは一種の必要経

費というものでありまして、新たな消費喚起にはつながるものではないので対象とはならないという

ふうにされておりますので、使用できる範囲は地元の商店などの商品ですとかサービスを対象とした

いというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（合田利信） 高齢者食の自立支援サービスの状況ですが、今年度、利用者の状況につきま

しては、実利用者 61 名、昨年実利用者 87 名ですから、26 名ほど減少しております。また、まだ年度

途中でありますので、今年度の食数の見込みといたしましては、約１万食、昨年が１万 1,710 食です

から、約 2,000 食弱は減少している状況であります。この食事の減少数の要因といたしましては、や

はり特養や老健また転出、お亡くなりになられたことによって利用が廃止になる場合が非常に多いの

かなと。また、実際に利用されている方の８割は、介護認定を受けられていることから、訪問介護や

デイサービス、そういった介護保険サービスの中で一定の食事が提供されていることも食事数が減少

している要因の一つかと思っております。 

  また最近、コンビニエンスストアや生協などで、低カロリーの配食サービスが展開されております

ことから、こういったことも給食数が減少している要因の一つではないかと考えています。 

  次に、事業者数でありますが、現在、幕別本町３事業者、忠類１事業者の４事業者で配食事業を行

っております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） こども課長。 

○こども課長（杉崎峰之） 保育所の臨時保育士の賃金についてであります。保育士の、臨時保育士の

確保ということでありますが、当初予定は 31 名、その内訳が通常 14 名、加配分として 17 名、そのう

ちの通常の 14 名につきましては確保できておりまして、加配分の 17 名に対する者の８名は確保して

おりまして、残り９名分が不足している状態を、代替の保育士さんで対応しているという状態であり

ました。免許については、代替の保育士さんについては、その免許の有資格はとっていないものです
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から、いる方いない方、両方いらっしゃるということでございます。 

  臨時保育士等の雇用条件ということでありますけれども、管内的に比較いたしますと、音更がかな

りいいと思います。帯広市、あと芽室町と比較しますと、１日当たりの単価につきましては幕別のほ

うが若干高いのではないか、そのような現状であります。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） まず、債務負担行為のほうですが、賃金アップの分は見ましたよということであ

りますが、何％上げられたのかということであります。部長おっしゃられるように、雇用の継続につ

いては、基本的には雇用者側の考えで行われていくというのは、それは当然のことだというふうに思

いますが、しかし現実に、そこの同じ仕事を携わっている人たちにしてみれば、契約の相手が変わる

ことによって、仕事を失いかねないという状況も生まれるのも現実であります。その辺の契約上はな

らないとは思うのですが、今なかなか労働者が不足するという状況もありますので、一定の町として

のそういった雇用契約、雇用の継続につながるような、可能な働きかけ、行える範囲での働きかけが

必要ではないかと思いますが、どうでしょうか。 

  それと、プレミア商品券であります。消費の喚起ということでありますから、消費の拡大につなが

ること、つまり、介護の利用料やいろんなものに使う、これは消費というふうには言えませんのでね、

喚起につながらないということでだめですよということなのですけれども、たしか１月の国会質問の

中の答弁で、そういったその介護の利用料等にも拡大して使うことをよしとする答弁があったやに記

憶しております。そういうものがあるものですから、お尋ねしたのです。できるだけ、いろんな方が

このプレミア商品券活用する以上は、その手にした人の必要に応える形の利用が可能にしていくとい

うのが大事だと思うのですよね。 

  商工会だけではなくて、準会員、それからさらに公募ということでありますから、町内の全体の業

者が対象になるというふうに思うのですけれども、これからのことでどのぐらいの業者になるかとい

うのはなかなか難しいと思いますが、担当としてはどのぐらい押さえて事業に取り組もうとしている

のか、前段のそういった国会答弁があるということと後段のどのぐらい考えて取り組むのかというこ

とであります。 

  次、食の自立支援のほうなのですけれどもね、介護施設等に入られる、特養に入られるそういった

方が中断する、これは当然起こり得ると思います。しかし、ひとり暮らしの高齢者の総数はふえてい

るのではないでしょうか。利用の対象となる人は、年度初めから今比べてふえてはいませんか。どん

どんこういうふうに施設に入っていっても、また新しい必要とする人が生まれてきているというのが

現状だと思うのですよね。その辺は具体的な数字でどんなふうになっているでしょうか。 

  それと、コンビニですとか低カロリーの配食が民間ベースで始まっているということでありますが、

この利用されている方の実態、割合などは押さえていらっしゃるでしょうか。 

  結局、町で配食している給食についても、カロリーであるとか高齢者にふさわしい内容に研究され

て届けていられるというふうに思うのですよね。ですけれども、減っていくというのには何か理由が

ある。例えばそれが価格なのか、それともメニューの中身なのか、そういったことも含めてどのよう

に認識されているでしょうか。 

  最後の臨時保育士のことであります。1,600 万円ということでありますから、９名の分ということ

ですね。大変欠員のほうが多かったわけですね、実際予定していたのが 17 名で８名しかついていただ

けなかったということでありますから。これはやっぱり大変なことだと思うのですよね。 

  それで、今、条件のことで言えば、やはり私も聞いているところは音更のほうが条件がいいので、

幕別ではなくて音更に向かうというのがあるのだということは実際に聞いております。 

  こういった点では、臨時保育士、臨時職員、働いてもなかなか暮らせるだけの賃金にならないとい

うことを、この間、随分問題にしてきましたけれども、一体その条件、どんな条件で募集されている

のか。賃金は幾らなのか、そして音更町との差はどれだけあるのか。そういったことを克服すれば有

資格者の保育士できちっと保育することが可能だったのではないか、その辺はどのように手だてをと
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られてきたのか。結果としてこういう事態になったというのはやはり、代替さんも資格要件あるなし、

どれだけ資格持っている人たちがついていたのかわかりませんが、無資格の方たちに担当していただ

くということが長く続くということは、やはり行政としては改善していくべきことだと思いますが、

どうでしょうか。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） まず、債務負担にかかわる施設の管理等にかかわります賃金のアップ率なの

ですけれども、今、手元に資料を持ち合わせておりませんので、具体的な数値については申し上げら

れませんけれども、平成 26 年度の人事院勧告のアップ率についての引き上げを行っているところであ

ります。 

  それと、雇用継続にかかわる町からの働きかけというようなご質問でございますけれども、前回の

債務負担行為によるこういった施設の管理にかかわります業務委託の関係につきましては、例えばそ

の受注業者が変わったとかというような場合がございます。そういった場合につきまして、新たに受

注された業者の方が、業者のほうでもともといらっしゃった精通している職員の方をそちらのもとも

との業者のほうから引き継いでいらっしゃるというような実態も把握をしてございます。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 商工観光課長。 

○商工観光課長（岡田直之） 次に、プレミアム商品券についてであります。 

  ご質問の１点目、国会答弁でもありましたということで、医療サービス等にも使えるようにしては

ということでありますが、今回のプレミアム商品券、発行事業の目的につきましては、まず１点目の

目的といたしましては、地域における個人消費を喚起するということで、プレミアムをつけることに

よって通常の買い物のほかに、晩御飯のおかずでしたら、もう一品買おうかなとかそういったことを

していただきたいということで、消費喚起を図りたいというのが１番目の目的であります。 

  もう一つ目的がありまして、そういったことによって、また町内事業所の商店街だとかそういった

ところの地域経済の活性化というのも２番目にございます。先ほども申し上げましたけれども、国か

ら示されておりますＱ＆Ａでは、そういった医療サービスについてはやはり必要経費ということで、

新たな消費喚起にはなかなかつながらないということで、原則対象としないということになっており

ますので、私どももそういった考えで対象としないというふうに考えてございます。 

  次、２点目の事業所の数でありますが、現在、商工会の事業所会員数は、正会員が 326 会員ござい

ます。大型スーパーなどの賛助会員が 27 事業所あります。合計で 353 あります。この中には金融機関

さんですとか、賛助会員の中では、そういった商品券が使えないような事業所もありますので、全事

業書というわけにはいきませんけれども、正会員、賛助会員、353 事業所ありますので、なるべくそ

こに近い数の事業所には入っていただきたいというふうに考えてございます。また、会員の組織率が

今現在 59％ですから、残り 250 程度の町内には事業所がございます。そういったところの事業所の今

回の商品券の目的を十分説明して、なるべく多くの事業所に取り組んでいただきたいというふうに考

えてございます。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 保健課長。 

○保健課長（合田利信） 高齢者食の自立支援サービスの関係なのですが、１点目、確かにひとり暮ら

しの高齢者がふえているということは認識しております。それについては、今、答えておりませんが、

実態といたしましてはやはり昨年度で申し上げますと、実際に利用されている方の中で施設入所や転

出されている方のほうは新規でこのサービスを利用される方を上回ることから年々減少していると。 

  それと、この事業が始まった当初に比べまして、やはり先ほど申し上げました介護サービスを利用

されている方が非常に多くなっていることから、実際に利用されている方の実食数も減っていること

も要因と思われます。 

  この事業につきましては、やはり高齢者の栄養のとれた食事の提供と安否確認という趣旨がありま
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すので、このことを鑑みまして、今後も利用者がふえていくよう広報周知を図ってまいりたいと思っ

ております。 

  次に、コンビニの利用状況なのですが、申しわけありませんが、この実態については把握しており

ません。 

  それと３点目、カロリーを配慮した食事の提供ということなのですが、ひとつカロリー計算を伴い

ますと、やはり食事の提供事業者のほうに一定の栄養士等の資格が要る方が必要なのかと。そうしま

すと、これが実際、人件費がまた価格のほうにはね返ることも想定されております。そういったこと

からも、今の状況の中では、今実際 650 円の負担で実際 400 円自己負担いただいておりますが、こう

いったことが人件費含めて価格の反映があるのではないかということから難しいのかなと考えており

ます。 

  しかしながら、将来、次期介護保険事業化計画では、多様なサービスといたしまして配食サービス

も取り入れたような事業も考えておりますことから、こういった面も今後検討してまいりたいと考え

ております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） こども課長。 

○こども課長（杉崎峰之） 保育士の賃金についてでありますが、条件等ですね。現在、賃金につきま

しては、日額制となっておりまして、平成 25 年にまず単価を４％アップといいますか、上昇しまして、

経験年数に応じまして４段階に区切っておりまして、日額ですね、有資格ということで 7,260 円から

１年経験が 7,360 円、２年経験が 7,460 円、３年以上で 7,560 円となっております。 

  あと、保育士の最近確保が大変だというのは、やはり保育人数の拡大で、どこも正直言いまして、

市町村も保育士の確保が大変で、今、実際は処遇改善の競争といいましょうか、そういう形にはなっ

ておりますが、今回、平成 27 年度の予算で提案させていただく中では、新たに日額制から月額制にす

るとか、さらなる単価アップとか図っていることを提案するところでございます。 

  あと、音更町につきましては、既に月額制を始めておりますものですから、うちも新たに予定、提

案させていただいているところでございます。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 債務負担行為のほうは理解をいたしました。 

  プレミア商品券は、Ｑ＆Ａに基づいてやっていられるということでありますから、その範囲を超え

ないのだろうなということもありますけれども、恐らくそのＱ＆Ａが出た後の新たな動きというふう

に認識しております。そういう点も十分研究されて、消費の喚起、確かに消費の喚起というのが目的

ですから、こういった商品券がいっとき出されるということは、お買い物に使われるとは思いますけ

れども、全体の不況の中では、必要なものを買っていくと、これがこの分全部売り上げが上がるとい

うのもなかなか難しい状況。つまり暮らしの応援に回る実情が強いと思います。そういう点では、医

療というよりは介護サービスということでお話ししたのですが、その後の動きなども十分掌握されま

して、適切な対応をしていただきたい、要望も含めて申し上げたいと思います。 

  それから、給食のほうは、割合などはわからないということでありますから、せっかくの事業であ

りますから、有効に生かされて住民の皆さんのサービス向上につながることが望ましいというふうに

思います。介護保険等の利用で例えばデイサービスで食事をされる方がふえるとか、そういうのが実

際にあるのだろうというふうに思います。ただ、当初の利用からは 26 名ですか、割合からいったらか

なりの割合ですよね、少なくなっているということは、やはりカロリー計算がどこまでできるかとい

うこともありますけれども、食味やあるいは高齢者にとってふさわしい中身、そういったことは十分

検証されていらっしゃるのですよね。つまり、業者の方たちが提供しているものを定期的に担当のほ

うで試食するなりチェックするなりということも含めてやられて、そして価格の面でもコンビニです

とか、そういった低カロリーのがどのぐらいで出ているのかということも、やっぱり全体としてはこ

ういう事業に取り組んでいる以上は掌握をきちっとして、そういった環境の中でもきちっと利用でき
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る、利用したくてできないのだよという人をつくらないということですね。そういうことも含めて今

後の改善が必要ではないかというふうに思います。 

  臨時職員については、来年度から月額に改善されるということでありますから、これは期待をした

いところでありますが、そもそも保育所の中で臨職が 10 名も 20 名も配置しなければやっていけない

というような体制にもやはり問題があると思います。その点も含めて善処を提案として申し上げて終

わりたいと思います。 

○議長（古川 稔） それでは、ほかに質疑のある方おられます。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） それでは、ほかに質疑はなしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  この際、13 時まで休憩いたします。 

 

12：06 休憩 

13：00 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  日程第 15、議案第 11 号、平成 26 年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）から日程第

22、議案第 18 号、平成 26 年度幕別町水道事業会計補正予算（第２号）までの８議件を一括議題とい

たします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 11 号、平成 26 年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算(第３号)につ

きまして、ご説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 695 万 5,000 円を追加し、予算の

総額をそれぞれ 35 億 2,268 万円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明を申し上げますので、６ページをお開きいただきたいと思います。 

  ２款保険給付費、１項療養諸費、３目一般被保険者療養費 100 万円の追加でございます。 

  主に、柔道整復師の利用増に伴う追加であります。 

  ２項高額療養費、２目退職被保険者等高額療養費 280 万円の追加でございます。 

  高額療養費の増加に伴う追加であります。 

  ８款２項保健事業費、１目保健衛生普及費 287 万 3,000 円の追加でございます。 

  一般会計におけるインフルエンザ予防接種事業等に対する負担金であります。 

  ７ページになります。 

  10 款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、３目償還金 28 万 2,000 円の追加でございます。 

  国の財政調整交付金に係る精算還付金であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。４ページまでお戻りをいただきたいと思います。 

  １款１項国民健康保険税、１目一般被保険者国民健康保険税 5,000 万円の減額でございます。 

  現年課税分の保険税の減額でありますが、一般被保険者に係る所得の減少及び被保険者数の減少に

より、減額するものであります。 
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  ２款国庫支出金、２項国庫補助金、１目財政調整交付金 3,842 万 4,000 円の減額でございます。 

  普通調整交付金の交付額の減に伴う減額であります。 

  ５款道支出金、２項道補助金、１目都道府県財政調整交付金 143 万 6,000 円の追加でございます。 

  インフルエンザ予防接種事業等に係る一般会計への負担金に対する２分の１の交付金であります。 

  ６款１項共同事業交付金、２目保険財政共同安定化事業交付金 2,223 万 9,000 円の減額でございま

す。 

  交付金の確定に伴う減額であります。 

  ５ページになります。 

  ７款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 8,513 万 4,000 円の追加でございます。 

  １節から５節までにつきましては、負担区分に応じた補正であります。 

  ６節につきましては、国保財政運営における財源不足額について、一般会計からの繰り入れを行う

こととしたものであります。 

  ８款１項１目繰越金 3,104 万 8,000 円の追加でございます。 

  以上で、国民健康保険特別会計補正予算（第３号)の説明を終わらせていただきます。 

  次に、８ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 12 号、平成 26 年度幕別町後期高齢者医療特別会計補正予算(第２号)につきまして、ご説明

を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,971 万 6,000 円を減額し、予

算の総額をそれぞれ３億 4,170 万 5,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、９ページ、10 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  初めに、歳出からご説明を申し上げます。 

  13 ページをお開きいただきたいと思います。 

  １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費 11 万 8,000 円の追加でございます。 

  一般会計における広報費用に対する負担金であります。 

  ２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金 1,983 万 4,000 円の減額でございます。 

  19 節の細節３につきましては、事務費の確定に伴う減額、細節４につきましては、保険料の減及び

保険基盤安定負担金の確定に伴う納付金の減額であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  11 ページまでお戻りをいただきたいと思います。 

  １款１項１目後期高齢者医療保険料 1,144 万円の減額でございます。 

  １節につきましては、被保険者数の当初見込みに対する減等に伴う現年度分の減額、２節につきま

しては、滞納繰越分の減額であります。 

  ３款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 922 万 4,000 円の減額でございます。 

  １節につきましては、広域連合における共通経費の精算に伴う減額、２節につきましては、保険料

軽減分の額の確定に伴う減額であります。 

  ４款１項１目繰越金 83 万円の追加でございます。 

  12 ページになります。 

  ６款１項広域連合支出金、１目高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 11 万 8,000 円の追加でござ

います。 

  医療制度の広報費用に係る広域連合からの交付金であります。 

  以上で、後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、14 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 13 号、平成 26 年度幕別町介護保険特別会計補正予算（第３号）について、ご説明を申し上

げます。 
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  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 3,401 万 7,000 円を減額し、予

算の総額をそれぞれ 23 億 6,365 万円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、15 ページ、16 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  歳出からご説明を申し上げます。 

  20 ページになります。 

  １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費 204 万 2,000 円の追加でございます。 

  介護報酬の改定等に伴うシステム改修費用の追加であります。 

  ２款保険給付費、１項介護サービス等諸費、１目居宅介護サービス等給付費 3,350 万円の減額でご

ざいます。 

  細節３につきましては、特定施設入居者生活介護の利用者数の減に伴う減額、細節４につきまして

は、居宅介護福祉用具の購入件数の増に伴う追加であります。 

  21 ページになります。２目地域密着型介護サービス等給付費 5,000 万円の減額でございます。 

  要介護者のグループホーム利用者数の減に伴う減額であります。 

  22 ページになります。 

  ３目施設介護サービス給付費 200 万円の追加でございます。 

  介護老人保健施設の入所者数の増に伴う追加であります。 

  ２項介護予防サービス等諸費、１目介護予防サービス等給付費 450 万円の減額でございます。 

  細節３につきましては、介護予防通所リハビリの利用者数の減に伴う減額、細節４につきましては、

介護予防福祉用具の購入件数の増に伴う追加であります。 

  23 ページになります。 

  ２目地域密着型介護予防サービス等給付費 300 万円の追加でございます。 

  要支援者のグループホーム利用者数の増に伴う追加であります。 

  24 ページになります。 

  ３款１項１目基金積立金 4,648 万 3,000 円の追加でございます。 

  介護給付費準備基金へ積み立てるものでございます。 

  ５款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目第１号被保険者保険料還付金 60 万 8,000 円の追加

でございます。 

  所得更正など介護保険料の還付件数の増加に伴う追加であります。 

  次に、２目第１号被保険者還付加算金 15 万円の減額でございます。 

  執行残であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。17 ページにお戻りをいただきたいと思います。 

  １款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者保険料 2,174 万 6,000 円の追加でございます。 

  現年度分の追加及び滞納繰越分の減額であります。 

  ４款国庫支出金、１項国庫負担金、１目介護給付費国庫負担金 1,480 万 2,000 円の減額でございま

す。 

  給付費の減に伴う国庫負担金の減額であります。 

  ２項国庫補助金、１目調整交付金 416 万 3,000 円の減額でございます。 

  給付費の減に伴う調整交付金の減額であります。 

  次に、３目介護保険事業費国庫補助金 102 万円の追加でございます。 

  介護報酬改定に伴うシステム改修費用に対する補助金であります。 

  18 ページになります。 

  ５款１項支払基金交付金、１目介護給付費支払基金交付金 2,414 万 5,000 円の減額でございます。 

  給付費の減に伴う支払基金交付金の減額であります。 

  ６款道支出金、１項道負担金、１目介護給付費道負担金 1,225 万 7,000 円の減額でございます。 
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  給付費の減に伴う道負担金の減額であります。 

  ８款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 938 万 7,000 円の減額でございます。 

  １節につきましては、給付費の減に伴う繰入金の減額、４節につきましては、事務費等その他経費

分の追加であります。 

  19 ページになります。 

  ２項基金繰入金、１目介護給付費準備基金繰入金 3,937 万 8,000 円の減額でございます。 

  ９款１項１目繰越金 4,709 万 1,000 円の追加でございます。 

  10 款諸収入、１項雑入、３目返納金 25 万 8,000 円の追加でございます。平成 25 年度分の給付に係

る返納金であります。 

  以上で、介護保険特別会計補正予算（第３号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、26 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 14 号、平成 26 年度幕別町簡易水道特別会計補正予算（第３号）につきまして、ご説明を申

し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,493 万 8,000 円を減額し、予

算の総額をそれぞれ４億 7,189 万 5,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、27 ページ、28 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  29 ページになります。 

  「第２表 地方債補正」でございます。 

  変更であります。幕別簡水整備事業ほか３事業につきましては、事業費確定等に伴う起債の借入額

について、合計で 1,240 万円を減額するものであります。 

  それでは、歳出からご説明を申し上げます。32 ページになります。 

  １款水道費、１項水道事業費、１目一般管理費 1,493 万 8,000 円の減額でございます。 

  13 節につきましては、駒畠浄水場発電機室の建物及び設備の整備計画の見直しを行ったことに伴う

委託料の減額であります。 

  15 節及び 16 節につきましては、事業費確定に伴う執行残、23 節につきましては、新規発行債の実

効金利が低利になったことに伴う利子分の減額であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  30 ページまでお戻りをいただきたいと思います。 

  １款分担金及び負担金、１項１目負担金 33 万 7,000 円の減額でございます。 

  事業費の確定に伴う減額であります。 

  ２款使用料及び手数料、１項使用料、１目水道使用料 99 万 7,000 円の追加でございます。 

  各簡易水道における使用量の増に伴う追加であります。 

  ２項１目手数料 22 万 4,000 円の追加でございます。 

  給水申請に伴う設計手数料の追加であります。 

  31 ページになります。 

  ３款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 732 万 8,000 円の減額でございます。 

  事業費の減等に伴う一般会計繰入金の減額であります。 

  ４款１項１目繰越金 390 万 6,000 円の追加でございます。 

  ６款１項町債、１目水道事業債 1,240 万円の減額でございます。 

  以上で、簡易水道特別会計補正予算（第３号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、33 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 15 号、平成 26 年度幕別町公共下水道特別会計補正予算（第３号）につきまして、ご説明を

申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,210 万 4,000 円を減額し、予
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算の総額をそれぞれ 11 億 6,198 万 8,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、34 ページ、35 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  36 ページになりますが、「第２表 地方債補正」でございます。 

  変更でありますが、公共下水道建設事業ほか１事業の事業費確定等に伴う起債の借入額について、

合計で 210 万円を減額するものであります。 

  それでは、歳出からご説明申し上げます。 

  39 ページをお開きいただきたいと思います。 

  １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費 101 万 8,000 円の減額でございます。 

  負担金の確定に伴う減額であります。 

  ２款事業費、１項下水道施設費、１目下水道建設費 676 万 3,000 円の減額でございます。 

  13 節以下、事業費確定等に伴う減額であります。 

  40 ページになります。 

  ３款１項公債費、２目利子 432 万 3,000 円の減額でございます。 

  新規発行債の実効金利が低利になったことに伴う、利子分の減額であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  37 ページにお戻りをいただきたいと思います。 

  ３款国庫支出金、１項国庫補助金、１目下水道事業費補助金 165 万円の減額でございます。 

  事業費確定に伴う減額であります。 

  ４款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 1,451 万 5,000 円の減額でございます。 

  事業費の減等に伴う一般会計繰入金の減額であります。 

  ５款１項１目繰越金 616 万 1,000 円の追加でございます。 

  ７款１項町債、１目都市計画事業債 200 万円の減額でございます。 

  事業費確定に伴う減額であります。 

  ２目資本費平準化債 10 万円の減額でございます。 

  発行額確定に伴う減額であります。 

  以上で、公共下水道特別会計補正予算（第３号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、41 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 16 号、平成 26 年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第３号）につきまして、ご説明

を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 426 万 2,000 円を減額し、予算

の総額をそれぞれ１億 8,254 万 5,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、42 ページ、43 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  44 ページになります。 

  「第２表 地方債補正」でございます。 

  変更であります。個別排水処理施設整備事業の事業費確定に伴う起債の借入額について、190 万円

を減額するものであります。 

  歳出からご説明を申し上げます。 

  46 ページをお開きいただきたいと思います。 

  ２款事業費、１項排水処理施設費、１目排水処理建設費 458 万 6,000 円の減額でございます。 

  事業費確定に伴う工事費の減額であります。 

  ２項排水処理管理費、１目排水処理施設管理費 61 万 3,000 円の追加でございます。 

  12 節につきましては、汚泥量の増加に伴う追加、13 節につきましては、事業費確定に伴う執行残で

あります。 
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  47 ページになります。 

  ３款１項公債費、２目利子 28 万 9,000 円の減額でございます。 

  新発債の実効金利が低利になったことに伴う、利子分の減額であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。45 ページまでお戻りをいただきたいと思います。 

  １款分担金及び負担金、１項分担金、１目排水処理分担金 13 万 7,000 円の減額でございます。 

  浄化槽の人槽区分の変更に伴う分担金の減額であります。 

  ３款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 362 万 3,000 円の減額でございます。 

  事業費の減等に伴う一般会計繰入金の減額であります。 

  ４款１項１目繰越金 139 万 8,000 円の追加でございます。 

  ６款１項町債、１目排水処理施設整備事業債 190 万円の減額でございます。 

  以上で、個別排水処理特別会計補正予算（第３号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、48 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 17 号、平成 26 年度幕別町農業集落排水特別会計補正予算（第２号）につきまして、ご説明

を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額から歳入歳出それぞれ 255 万円を減額し、予算の総額

をそれぞれ 6,605 万 6,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、49 ページ、50 ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  歳出からご説明を申し上げます。 

  52 ページになります。 

  ２款事業費、１項排水処理管理費、１目排水処理施設管理費 255 万円の減額でございます。 

  事業費確定に伴う減額であります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  51 ページになります。 

  ２款国庫支出金、１項国庫補助金、１目排水処理施設管理費補助金 248 万 3,000 円の減額でござい

ます。 

  事業費確定に伴う減額であります。 

  ４款繰入金、２項他会計繰入金、１目一般会計繰入金 10 万 5,000 円の減額でございます。 

  ５款１項１目繰越金３万 8,000 円の追加でございます。 

  以上で、農業集落排水特別会計補正予算（第２号）の説明を終わらせていただきます。 

  次に、53 ページをお開きいただきたいと思います。 

  議案第 18 号、平成 26 年度幕別町水道事業会計補正予算（第２号）につきまして、ご説明を申し上

げます。 

  補正予算第２条につきましては、収益的事業会計であります第３条予算に対する補正で、収益的収

入のみの補正でございます。 

  第１款水道事業収益既決予定額６億 4,211 万 5,000 円に、補正予定額 9,110 万 8,000 円を追加し、

７億 3,322 万 3,000 円と定めるものでございます。 

  次に、補正予算第３条につきましては、資本的事業会計であります第４条予算に対する補正でござ

います。 

  収入でありますが、第１款資本的収入既決予定額 2,320 万円から、補正予定額 91 万 2,000 円を減額

し、2,228 万 8,000 円と定めるものでございます。 

  支出でありますが、第１款資本的支出既決予定額４億4,488万7,000円から、補正予定額537万5,000

円を減額し、４億 3,951 万 2,000 円と定めるものでございます。 

  なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額を、過年度分と当年度分の損益勘定留保資金

をもって補填するものでありますが、本補正により不足する額は４億 1,722 万 4,000 円に、過年度分
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損益勘定留保資金は１億 7,977 万 3,000 円に改めるものであります。 

  54 ページをお開きいただきたいと思います。 

  収益的収入からご説明申し上げます。 

  １款水道事業収益、２項営業外収益、２目他会計補助金 9,110 万 8,000 円の追加でございます。 

  高料金対策に係る一般会計からの補助金であります。 

  次に、56 ページになります。 

  資本的支出について、ご説明申し上げます。 

  １款資本的支出、１項建設改良費、１目配水管整備費 278 万 2,000 円の減額でございます。 

  入札に伴う執行残であります。 

  ２目営業設備費 259 万 3,000 円の減額でございます。 

  事業費の確定に伴う減額であります。 

  次に、資本的収入をご説明申し上げます。 

  55 ページになります。 

  １款資本的収入、３項出資金、１目負担区分に基づく出資金 45 万 6,000 円の減額、あわせまして、

４項補助金、１目国庫補助金 45 万 6,000 円の減額でございます。 

  耐震性貯水槽整備事業の事業費の確定に伴い、一般会計からの出資金及び国庫補助金を減額するも

のであります。 

  以上で、特別会計補正予算全体の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申

し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、８議件について一括して質疑を受けます。ありません

か。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  議案第 11 号、平成 26 年度幕別町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、原案のとおり決す

ることにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 12 号、平成 26 年度幕別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、原案のとおり決

することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 13 号、平成 26 年度幕別町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、原案のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 14 号、平成 26 年度幕別町簡易水道特別会計補正予算（第３号）は、原案のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 
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○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 15 号、平成 26 年度幕別町公共下水道特別会計補正予算（第３号）は、原案のとおり決する

ことにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 16 号、平成 26 年度幕別町個別排水処理特別会計補正予算（第３号）は、原案のとおり決す

ることにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 17 号、平成 26 年度幕別町農業集落排水特別会計補正予算（第２号）は、原案のとおり決す

ることにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 18 号、平成 26 年度幕別町水道事業会計補正予算（第２号）は、原案のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 日程第 23、議案第 19 号、幕別町創生総合戦略審議会条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 19 号 幕別町創生総合戦略審議会条例につきまして、提案の理由をご説

明申し上げます。 

  議案書の３ページをお開きいただきたいと思います。 

  まち・ひと・しごと創生に関し、基本理念、国等の責務、まち・ひと・しごと創生総合戦略、都道

府県及び市町村の創生総合戦略の作成等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」が、昨年 11 月 28 日

に公布され、一部の規定が公布日の同日から施行されるとともに、その他の規定についても同年 12

月２日に施行されたところであります。 

  国は、昨年 12 月 27 日に、人口の現状と将来の姿を示し、今後、目指すべき将来の方向を提示する

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と今後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策を

まとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総

合的に取り組むこととしております。 

  また、都道府県及び市町村においても、国の総合戦略等の内容を勘案しつつ、創生法第９条及び第

10 条において、地方版の総合戦略を定めるよう努めなければならないこととされており、本町におい

ても、平成 27 年度中の策定に向けて準備を進めまいりたいと考えているところであります。 

  この総合戦略の策定に際しましては、広く関係者の意見を反映していくことが重要でありますこと

から、本条例は、住民代表や産業界・行政機関・大学・金融機関等で構成する推進組織により、総合
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戦略の策定に向けた具体的な協議と、総合戦略に基づく施策の実施状況及び効果の検証に関する事項

を調査審議するため、町長の附属機関として、幕別町創生総合戦略審議会を設置することを目的に制

定するものであります。 

  以下、条文に沿いまして、ご説明申し上げます。 

  第１条につきましては、審議会の設置について定めるものであります。 

  第２条につきましては、審議会の所掌事項を定めるものであります。 

  第３条につきましては、審議会の組織を定めるものであり、第１項では委員の人数を 20 人以内とし、

第２項の各号において委員の構成を定めるものであります。 

  第４条につきましては、委員の任期を３年と定めるものであります。 

  第５条につきましては、会長の設置を定め、その職務を規定するものであります。 

  第６条につきましては、会議規程を定めるものであります。 

  ３ページになりますが、第７条につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとするものであります。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております議案については、委員会付託のため、質疑を省略

したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 19 号については委員会付託のため質疑を省略することに決定いたしました。 

  議案第 19 号、幕別町創生総合戦略審議会条例については、総務文教常任委員会に付託いたします。 

  日程第 24、議案第 20 号、幕別町保育料条例及び日程第 25、議案第 25 号、幕別町保育条例の２議件

を一括議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 20 号、幕別町保育料条例、議案第 25 号、幕別町保育条例につきまして、

一括して提案の理由をご説明申し上げます。 

  初めに議案第 20 号、幕別町保育料条例につきまして、ご説明申し上げます。 

  議案書の５ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例は、子ども・子育て支援法に基づき、国の基準額を上限に施設型給付費の支給を受ける施設

を利用した場合の幕別町が定める認定区分ごとの保育料のほか、町立認可保育所における認定保育時

間を超えて保育を利用した場合の延長保育料等を定めるものであります。 

  以下、条文に沿いましてご説明申し上げます。 

  第１条につきましては、趣旨を定めるものであります。 

  第２条につきましては、用語の定義について定めるものであります。 

  第３条につきましては、各認定区分における保育料について定めるものでありますが、幕別町立幼

稚園につきましては、幕別町立幼稚園設置条例で定めるとするものであります。 

  ６ページになりますが、第４条につきましては、町立保育所の延長保育料について定めるものであ

ります。 

  ７ページになりますが、第５条につきましては、保育料の額の決定等を定めるものであります。 

  第６条につきましては、保育料の減免等の規定について定めるものであります。 

  第７条につきましては、保育料の納付について定めるものであります。 

  第８条につきましては、不服申し立ての手続について定めるものであります。 

  第９条につきましては、保護者、施設に対する法に基づく報告義務違反に対する罰則について定め

るものであります。 

  ８ページになりますが、第 10 条につきましては、委任規定であります。 
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  附則についてでありますが、本条例は、平成 27 年４月１日から施行するものであります。 

  次に、議案第 25 号、幕別町保育条例につきまして、ご説明申し上げます。 

  議案書の 37 ページをお開きいただきたいと思います。 

  幕別町保育実施条例につきましては、児童福祉法第 24 条第１項の規定に基づき、市町村における乳

児・幼児等の保育について、入所手続のほか保育料等を定めたものでありますが、子ども・子育て支

援新制度の実施に伴い、議案第 20 号、幕別町保育料条例により、特定教育・保育施設に係る保育料等

について規定することとなるため、保育料を分離し、保育所及び認定こども園における保育の提供に

関し、必要な事項を定めるため、その全部を改正し、幕別町保育条例としようとするものであります。 

  以下、条文に沿いましてご説明申し上げます。 

  第１条につきましては、趣旨を定めるものであります。 

  第２条につきましては、保育の提供について定めるものであります。 

  第３条につきましては、保育の提供の申し込みについて定めるものであります。 

  第４条につきましては、保育の提供の制限について定めるものであります。 

  38 ページになりますが、第５条につきましては、保育の提供の中止等について定めるものでありま

す。 

  第６条につきましては、保育料について定めるものであります。 

  第７条につきましては、町立以外の認定こども園に関する適用除外について定めるものであります。 

  39 ページになりますが、第８条につきましては、不服申し立ての手続について定めるものでありま

す。 

  第９条につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例は、平成 27 年４月１日から施行するものとし、第２項において、

条例施行に関する経過措置を定めるものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております２議件については、委員会付託のため、質疑を省

略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 20 号及び議案第 25 号の２議件については委員会付託のため質疑を省略するこ

とに決定いたしました。 

  議案第 20 号、幕別町保育料条例及び議案第 25 号、幕別町保育条例の２議件については、民生常任

委員会に付託いたします。 

 日程第 26、議案第 21 号、幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例及び日程第 27、議案第 22

号、幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例の２議件を一括議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 21 号、幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例、議案第 22 号、

幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例につきまして、一括して提案の理由をご説明申し

上げます。 

  「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

いわゆる「第３次地方分権一括法」の施行に伴いまして、介護保険法が一部改正され、これまで厚生

労働省令で定めることとされていた地域包括支援センター及び介護予防支援事業所の人員、運営基準

を定めるものであります。 

  議案書の 14 ページをお開きいただきたいと思います。 

  初めに、議案第 21 号、幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例につきまして、以下、条文

に沿いまして、ご説明申し上げます。 
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  第１条及び第２条につきましては、趣旨及び地域包括支援センターが包括的支援事業を実施するこ

とについての基本方針を定めるものであります。 

  第３条につきましては、地域包括支援センターの職員の員数及び人員配置に関する基準を定めるも

のであります。 

  なお、本年１月末現在の第１号被保険者数は 7,817 人であることから、包括的支援事業を円滑に実

施するため、6,000 人を超える人員配置基準を設けております。 

  15 ページになりますが、第４条につきましては、地域包括支援センター運営協議会の設置及び運営

に関する規定を定めるものであります。 

  第５条につきましては、地域包括支援センターの運営に関する規定を定めるものあります。 

  第６条につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を平成 27 年４月１日からとするものでありま

す。 

  次に、16 ページをごらんいただきたいと思います。 

  議案第 22 号「幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例」につきまして、以下、章に従い

まして、ご説明申し上げます。 

  第１章総則につきましては、趣旨及び指定介護予防支援事業における一般原則を定めるとともに、

介護予防支援事業者の指定を受けることができる者を「法人」と定めるものであります。 

  次に 17 ページになりますが、第２章人員に関する基準につきましては、指定介護予防支援に従事す

る従業者及び員数並びに管理者に関する基準を定めるものであります。 

  次に、18 ページになりますが、第３章運営に関する基準につきましては、要支援者に対するサービ

スの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持など指定介護予防支援の事業の運営に

関する事項を定めるものであります。 

  次に、26 ページをお開きいただきたいと思います。 

  第４章介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準につきましては、介護予防支援の事業を効

果的に実施するための支援の方法に関する基準等を定めるものであります。 

  次に 32 ページをお開きいただきたいと思います。 

  第５章基準該当介護予防支援に関する基準につきましては、町外に所在する介護予防支援事業者が本

町被保険者に対し予防支援事業を提供する場合の基準該当介護予防支援事業者に対する準用規定であ

ります。 

  第６章雑則につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を平成 27 年４月１日からとするものでありま

す。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております２議件については、委員会付託のため、質疑を省

略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 21 号及び議案第 22 号の２議件については、委員会付託のため質疑を省略する

ことに決定いたしました。 

  議案第 21 号、幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例及び議案第 22 号、幕別町指定介護

予防支援等事業の基準を定める条例の２議件については、民生常任委員会に付託いたします。 

 日程第 28、議案第 24 号、教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例を議題と

いたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 
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○副町長（高橋平明） 議案第 24 号、教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例

につきまして、提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案書の 35 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政におけ

る責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の長と教育委員会との連携の強化、

地方に対する国の関与の見直し等、制度の抜本的な改革を行うことを目的として、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が、平成 27 年４月１日から施行されるのに伴い、教育

長の身分については、地方公務員法が適用されない特別職となり、かつ職務専念義務が課せられたこ

とから、勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例を規定すべく全部を改正しようとするものであり

ます。 

  以下、条文に沿いましてご説明を申し上げます。 

  第１条は、条例制定の趣旨を規定したものであります。 

  第２条は、勤務時間、休日、休暇等を規定したものであり、職員の勤務時間及び休日休暇に関する

条例の適用を受ける職員の例によることとするものであります。 

  第３条は、職務に専念する義務の免除を規定したものであります。 

  第４条につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとするものであります。 

  なお、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定によ

り、改正前の法による教育長においては、この条例による改正後の条例の規定は、在職期間中は適用し

ない旨、経過措置を設けております。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております議案については、委員会付託のため、質疑を省略

したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 24 号については委員会付託のため質疑を省略することに決定いたしました。 

  議案第 24 号、教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例については、総務文

教常任委員会に付託いたします。 

 日程第 29、議案第 26 号、幕別町立学童保育条例、日程第 30、議案第 31 号、幕別町立保育所条例の一

部を改正する条例及び日程第 31、議案第 32 号、幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条

例の３議件を一括議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 26 号、幕別町立学童保育所条例、議案第 31 号、幕別町立保育所条例の

一部を改正する条例、議案第 32 号、幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例につきまし

て、一括して提案の理由をご説明申し上げます。 

  平成 24 年８月に、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、保育の量的な拡大・確保及び

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため、子ども・子育て関連３法が成立し、「子ども・子育て

支援新制度」が創設されました。 

  この子ども・子育て関連３法に基づく「子ども・子育て支援新制度」が、平成 27 年度から開始され

ることを受けて制定するものであります。 

  議案書の 40 ページをお開きいただきたいと思います。 

  初めに、議案第 26 号、幕別町立学童保育所条例につきまして、ご説明申し上げます。 

  本条例につきましては、子ども・子育て支援新制度の実施に際し、町立学童保育所の設置根拠法令、

管理等を規定すべく全部を改正しようとするものであります。 
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  以下、条文に沿ってご説明いたします。 

  第１条につきましては、町立学童保育所の設置について定めるものであります。 

  第２条につきましては、学童保育所の名称、位置及び定員を定めるものであります。 

  第３条につきましては、職員の配置を定めるものであります。 

  第４条につきましては、保育時間及び休日について定めるものであります。 

  41 ページになりますが、第５条につきましては、入所の基準について定めるものであります。 

  第６条につきましては、入所の手続を定めるものであります。 

  第７条につきましては、学童保育所入所の制限について定めるものであります。 

  第８条につきましては、延長保育について定めるものであります。 

  第９条につきましては、退所等の手続を定めるものであります。 

  42 ページになりますが、第 10 条につきましては、費用の納付について定めるものであります。 

  第 11 条につきましては、保育料の減免等の規定について定めるものであります。 

  第 12 条につきましては、不服申し立ての手続について定めるものであります。 

  第 13 条につきましては、委任規定であります。 

  附則についてでありますが、本条例は、平成 27 年４月１日から施行するものとし、次ページになり

ますが、第２項において、条例施行に関する経過措置を定めるものであります。 

  次に、議案第 31 号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例について、提案の理由をご説明申し

上げます。 

  議案書は 54 ページ、議案説明資料につきましては 35 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、子ども・子育て支援新制度の実施に際し、町立保育所を児童福祉施設と位

置づけることから、所要の改正をするものであります。 

  議案説明資料 35 ページをごらんいただきたいと思います。 

  以下、条文に沿ってご説明いたします。 

  第１条につきましては、町立保育所を児童福祉施設として位置づけることから改正するものであり

ます。 

  第３条につきましては、職員として施設長を配置する旨改正するものでございます。 

  議案書の 54 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでございますが、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとするものであります。 

  次に、議案第 32 号、幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例について、提案の理由を

ご説明申し上げます。 

  議案書は 55 ページ、議案説明資料につきましては 36 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、子ども・子育て支援法に基づく利用者支援事業を実施することから、所要の

改正をするものであります。 

  議案説明資料 36 ページをごらんいただきたいと思いますが、条文に沿ってご説明いたします。 

  第３条につきましては、センターで行う事業について規定しておりますが、第１項第５号として新た

に、利用者支援事業を追加し、事業の実施場所をあおば分室とすべく第２項第２号を改正するものでご

ざいます。 

  議案書にお戻りをいただき、55 ページになりますが、附則についてでございます。 

  本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとするものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております３議件については、委員会付託のため、質疑を省

略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 26 号、議案第 31 号及び議案第 32 号の３議件については、委員会付託のため質
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疑を省略することに決定いたしました。 

  議案第 26 号、幕別町立学童保育所条例、議案第 31 号、幕別庁立保育所条例の一部を改正する条例

及び議案第 32 号、幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例の３議件については、民生常

任委員会に付託いたします。 

 日程第 32、議案第 33 号、幕別町総合介護条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 33 号、幕別町総合介護条例の一部を改正する条例について、提案の理由

をご説明申し上げます。 

  議案書は 56 ページ、議案説明資料は 37 ページをお開きいただきたいと思います。 

  改正の内容につきましては、平成 27 年度から平成 29 年度の３年間の第１号被保険者、いわゆる 65

歳以上の介護保険料率の見直しと介護保険法の改正に伴い、町が実施する介護予防・日常生活支援総

合事業の導入について猶予期間を設けるものであります。 

  保険料の所得段階につきましては、第５期事業計画では、負担能力に応じた負担区分とする考え方

に基づきまして、９段階 11 区分の多段階設定を行うなど、きめ細やかな保険料段階設定を実施してき

たところでありますが、第６期事業計画につきましては、介護保険法の改正に伴いまして所得段階を

再編するとともに、これまでの考え方を継続し負担能力に応じた負担区分とするため、12 段階の所得

段階数と保険料率を設定するものであります。 

  また、国、道及び町からの公費負担の導入により、平成 27 年度及び平成 28 年度において、低所得

者に対する保険料の軽減を行うものであります。 

  議案説明資料の 40 ページをお開きいただきたいと思います。 

  所得段階と保険料の設定につきまして、介護保険料所得段階別比較表でご説明をさせていただきま

す。 

  右の第６期事業計画の欄をごらんいただきたいと思います。 

  基準保険料月額についてでありますが、平成 27 年度から平成 29 年度における標準給付額から算出

した額では、5,532 円となりましたが、介護給付費準備基金１億 800 万円を取り崩し、介護保険料の

上昇抑制に充てたことにより、基準保険料の月額を現行の 4,950 円より 200 円増の 5,150 円とするも

のであります。 

  第６期事業計画につきましては、国の政令改正により基準所得段階が６段階から３段階増の９段階

とされましたことから、これまでと同じく所得に応じた負担を求めていく観点から、町においても第

５期の９段階 11 区分から 12 段階に再編しようとするものであります。 

  これまでの第１段階と第２段階につきましては、国の政令改正により統合し第１段階とし、保険料

率を 0.5 に据え置くものであります。なお、平成 27 年度と平成 28 年度につきましては、消費税増税

分を財源として別枠で公費負担を行うことにより、保険料率を 0.05 引き下げ 0.45 とするものであり

ます。 

  次に、現行の第３段階のうち、上段部分の特例第３段階を第２段階とするものであります。 

  次に、現行の第４段階のうち、上段部分の特例第４段階に該当する方につきましては、保険料率を

現行の 0.9 から 0.05 引き下げ 0.85 とし、下段部分を第５段階とするものであります。 

  次に、国による所得段階の多段階化による現行の第５段階につきましては、基準所得金額が 120 万

円と省令で定められましたことから、所得段階を再編し、合計所得金額が 120 万円未満の方を第６段

階とし、保険料率を現行の 1.15 から 0.05 引き上げ 1.2 に、合計所得金額が 120 万円以上 155 万円未

満の方を第７段階とし、保険料率を 1.25 に、合計所得金額が 155 万円以上 190 万円未満の方を第８段

階とし保険料率を 1.25 から 0.05 引き上げ 1.3 にそれぞれ再編するものであります。 

  次に、現行の第７段階につきましても、基準所得金額が新たに 290 万円と定められましたことから、

第７段階を細分化し、合計所得金額が 190 万円以上 290 万円未満の方は第９段階とし保険料率を 1.5
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に、合計所得金額が 290 万円以上 350 万円未満の方を第 10 段階とし保険料率を現行の 1.5 から 0.1

引き上げ 1.6 とするものであります。 

  また、現行の第８段階は第 11 段階とし保険料率を現行の 1.65 から 0.05 引き上げ 1.7 とし、現行の

第９段階を第 12 段階とするものであります。 

  この結果、年間の保険料率につきましては、第１段階に該当する方は公費負担による軽減の実施に

より現行の29,700円より1,900円減の27,800円、第２段階に該当する方は現行の38,600円より1,500

円増の 40,100 円、第３段階に該当する方は現行の 44,500 円より 1,800 円増の 46,300 円、第４段階に

該当する方は現行の 53,400 円より 900 円減の 52,500 円、第５段階に該当する方は現行の 59,400 円よ

り 2,400 円増の 61,800 円、第６段階に該当する方は現行の 68,300 円より 5,800 円増の 74,100 円、第

７段階に該当する方のうち、合計所得金額が 120 万円以上 125 万円未満の方は現行の 68,300 円より

8,900 円増の 77,200 円、合計所得金額が 125 万円以上 155 万円未満の方は現行の 74,200 円より 3,000

円増の 77,200 円、第８段階に該当する方は現行の 74,200 円より 6,100 円増の 80,300 円、第９段階に

該当する方は現行の 89,100 円より 3,600 円増の 92,700 円、第 10 段階に該当する方は現行の 89,100

円より 9,700 円増の 98,800 円、第 11 段階に該当する方は現行の 98,000 円より 7,000 円増の 105,000

円、第 12 段階に該当する方は現行の 106,900 円より 4,300 円増の 111,200 円とするものであります。 

  議案説明資料の 37 ページをごらんいただきたいと思います。 

  条文に沿いまして、ご説明申し上げます。 

  第７条の保険料率であります。38 ページにかけてでありますが、先ほど説明いたしました内容に改

めるものであり、38 ページ、第２項につきましては、平成 27 年度及び平成 28 年度における公費負担

による低所得者に対する軽減強化の規定を定めるものであります。 

  第９条第３項につきましては、第７条の改正に伴い、所要の改正を行うものであります。 

  39 ページになりますが、附則第 16 条につきましては、このたびの法改正により、これまで介護予

防給付としてサービス提供されていた「介護予防通所介護」及び「介護予防訪問介護」の二つのサー

ビスが「市町村事業」として位置づけられるとともに、これらのほか、多様な主体によるさまざまな

生活支援サービスを提供していくことになります。 

  この事業は、原則として平成 27 年４月１日から開始することとされておりますが、円滑な制度移行

を行うことができるよう、平成 29 年４月まで、その開始が猶予されています。 

  本町では、平成 28 年度までに、多様なサービスのあり方を検討し、平成 29 年４月１日から介護予

防・日常生活支援総合事業を開始することとするため、所要の規定を設けるものであります。 

  議案書にお戻りをいただき、の 57 ページになります。 

  附則についてでありますが、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとし、改正後の第７条のう

ち第１項を除く部分については、規則で定める日から施行するものであります。 

  また、改正後の第７条及び第９条の規定は、平成 27 年度以降の年度分の保険料から適用し、平成

26 年度以前の年度分の保険料については、なお、従前の例によるものとする経過措置を規定するもの

であります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） ただいま議題となっております議案については、委員会付託のため、質疑を省略

いたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、議案第 33 号については、委員会付託のため質疑を省略することに決定いたしました。 

  議案第 33 号、幕別町総合介護条例の一部を改正する条例については、民生常任委員会に付託いたし

ます。 

 

[休会] 
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○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  議事の都合により、明３月５日から３月９日までの５日間は休会いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、３月５日から３月９日までの５日間は、休会することに決定いたしました。 

 

[散会] 

○議長（古川 稔） 以上で、本日の日程は、全部終了いたしました。 

  本日は、これをもって散会いたします。 

  なお、議会再開は、３月 10 日午前 10 時からであります。 

 

14：06 散会 
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議事の経過 
（平成27年３月10日 10:00 開会・開議） 

 

 [開議宣告] 

○議長（古川 稔） これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、１番小川議員、２番寺林議員、３番東口議員を指名いたします。 

 

[一般質問] 

○議長（古川 稔） 日程第２、これより一般質問を行います。 

  一般質問は、通告順に行います。 

  質問の内容については、会議規則第 61 条第２項の規定によって、通告した要旨の範囲内といたしま

す。 

  次に、発言時間について申し上げます。 

  一般質問についての各議員の発言は、会議規則第 56 条第１項の規定によって、答弁を含め 60 分以

内といたします。 

  最初に、小島智恵議員の発言を許します。 

  小島智恵議員。 

○５番（小島智恵） 通告に従いまして、質問させていただきます。 

  １点目、停電時の対応と新電力について。 

  ことし２月、町内の一部地域において停電が発生し、町民が避難所に一時避難する事態が発生して

おります。寒さの厳しい我が町にとって、冬期間における停電は町民生活への影響が懸念されるのみ

ならず、生命に直結するため、電力の安定供給が肝要であります。 

  道内では過去に、冬期の大規模停電が発生しており、平成 24 年度には暴風雪により鉄塔が倒壊し、

登別市や室蘭市などで、平成 24 年、平成 25 年度には倒木や降雪により、送電線等に接触して、陸別

町全域などで被害が起きております。 

  これまで、町内では冬期における停電は余り経験したことはないようでありますが、今回発生した

ことを教訓に、町民の生命、安心・安全を守るために以下をお伺いします。 

  ①停電発生原因の把握、再発防止の要請。 

  ②発電機、寒さ対策等の備品整備。 

  ③停電時の避難所開設、地域との連携、弱者の支援。 

  ④新電力導入（ＰＰＳ）を検討されているようだが、見解や方向性。 

  ２点目ですが、生命・安全を守る暴風雪被害への対応。 

  ことしの２月 15 日、町内において暴風雪による吹きだまりが発生し、車が立ち往生するなどの被害

が起きたとお聞きしております。記憶に新しいのですが、平成 25 年３月にはオホーツク、根室管内で

は車外や車内に避難するも、９名の方が亡くなる大惨事が起きたところであります。 

  町内における被害を最小限に食いとめ、生命・安全を守るために以下をお伺いいたします。 

  ①今回の暴風雪発生状況、対応。 

  ②吹きだまりの危険性のある道路の把握、防雪柵等の設置状況。 
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  ③暴風雪情報の周知方法、通行規制の判断。 

  ④休日を含めた救助体制。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 小島議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、「停電時の対応と新電力について」であります。 

  本年２月２日午後３時 30 分ごろ、寿町と錦町の一部の 114 戸において停電が発生し、当初は原因が

不明であったことから復旧のめどが立たず、そのまま夜間を迎える可能性がありましたことから、幕

別町地域防災計画に基づき、町民会館を避難所と定め、対象地区の住民に対して町広報車などにより

避難所開設についての周知を図りました。 

  加えて、関係する公区長等に連絡し、住民への周知を依頼するとともに、「災害時要援護者」名簿

に基づき高齢者や障がい者等の要援護者の安否確認と避難についての確認などの協力もいただいたと

ころであります。 

  当日は、２世帯３人の方が避難されましたが、午後５時 40 分に停電が全面復旧し、午後６時までに

は全員が帰宅されました。このたびのような突発的な停電に対して、迅速かつ正確な情報収集の必要

性と地域住民の皆さんの協力を得ながら情報の周知にも十分留意しなければならないことなどを再認

識したところであり、今後も町民の皆さんが安全・安心に日常生活を過ごせるように努めてまいりた

いと考えております。 

  ご質問の１点目、「停電の発生原因の把握と再発防止の要請について」であります。 

  町内で停電が発生した場合には、北海道電力株式会社からの連絡や町民からの通報により知ること

が一般的でありますが、場合によっては、これらの情報に基づき現地確認などを行い、停電区域の規

模などの実態を把握いたしております。 

  今回の停電は、北海道電力株式会社によりますと高圧電線の１本がたるみ、強風などにより支線と

接触して、被覆が損傷し、ショートしたことが原因とのことでありました。 

  停電は住民生活に及ぼす影響が大きいことから、町といたしましては、北海道電力株式会社が今後

とも送電網の適切な管理に取り組まれ、再発防止に努められるよう要請いたしたところであります。 

  ご質問の２点目、「発電機や寒さ対策等の備品整備について」であります。 

  防災備蓄品につきましては、食料品、毛布、災害用トイレセットなどを一定程度取りそろえている

ところでありますが、特に寒さ対策等の備蓄品については、現時点において暖房器具として電気を必

要としない灯油ストーブ 68 台、発電機 19 台、毛布 2,258 枚を備蓄いたしております。 

  今後においては、これらに加えて寒さ対策に対する追加備蓄も検討してまいりたいと考えておりま

す。 

  ご質問の３点目、「停電時の避難所開設、地域との連携、弱者への支援について」であります。 

  初めに、停電時の避難所開設につきましては、住民の安全確保を第一に考え、停電の規模、予想さ

れる継続時間と時間帯、季節等を勘案し、避難所の開設の必要性を判断しているところであり、開設

する場合は、関係する地域住民の皆さんへの周知を徹底するとともに、地域との連携を図りながら安

全で確実に避難できるよう努めることといたしております。 

  次に、高齢者、乳幼児、障がい者、人工呼吸器使用者などの災害時に配慮を要する方、いわゆる災

害弱者の支援については、みずからの申請により「災害時要援護者名簿」に登録していただき、災害

時に地域の皆さん方などから援護を受けられるように体制づくりをしているところであり、本町では、

現在、136 人の方が登録されております。 

  しかしながら、東日本大震災において災害時に支援を要する高齢者や障がい者、乳幼児等の要配慮

者の死亡率が高かったことを教訓として、国では災害対策基本法等を一部改正して、要配慮者のうち

災害が発生し、またはおそれがある場合に、みずから避難することが困難で避難に支援を要する者を

「避難行動要支援者」として位置づけ、市町村に対して実態把握に努め、名簿の作成を義務づけたと
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ころであります。 

  これを受け、町では、現在、関係部署が連携し名簿作成と避難行動要支援者に対するマニュアル作

成に取り組んでいるところであり、今後とも公区、民生委員、福祉関係団体等の協力をいただきなが

ら、災害弱者の支援を進めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の４点目、「新電力導入への見解と方向性について」であります。 

  平成 12 年３月の電気事業法の改正により、これまで東京電力、北海道電力などの大手電力会社 10

社以外にも、一般企業が電気を小売りする電力事業、いわゆる新電力への参入が認められました。 

  当初は、契約電力が 2,000 キロワット以上の大規模工場などに供給先が限定されておりましたが、

現在では、契約電力が 50 キロワット以上の工場、オフィスビル、店舗、自治体などに供給できるよう

拡大されてまいりました。 

  こうした新電力会社を特定規模電気事業者と呼びますが、経済産業省資源エネルギー庁のホームペ

ージによると、現在、全国で 577 社の届け出があり、このうち本町における競争入札参加資格者名簿

に登録されている業者は２社となっており、今後、都市部から地方部への参入が本格化すると見込ま

れております。 

  本町の公共施設の中で、新電力から供給を受けることのできる高圧受電施設を有するのは、庁舎、

学校など 33 カ所ありますが、十勝管内で事業展開されている事業者によりますと、このうち新電力の

契約の対象となるのは、比較的使用電力量の多い 24 施設であり、現在の電気料から 160 万円程度の削

減が見込めると試算されております。 

  一方で、新電力には地震などの災害で停電した際に、公共施設を優先して復旧することが可能かど

うか、また、安定的に供給が可能かどうかなどの課題がありますことから、今年度から実施いたして

おります音更町などの先行事例等を調査・研究してまいりたいと考えているところであります。 

  次に、「生命・安全を守る暴風雪被害への対応について」であります。 

  昨年 12 月から本年２月までの間に、台風並みの勢力に急速に発達する低気圧、いわゆる「爆弾低気

圧」が北海道へ接近する回数が、過去 15 年間で最多であったことなどが報道されております。 

  ご質問の１点目、「本年２月 15 日発生の暴風雪の状況と対応について」であります。 

  帯広のアメダスのデータでは、２月 13 日の 10 センチメートルの降雪の後、14 日から 16 日にかけ

て強風が吹き荒れ、特に 15 日には最大瞬間風速 21.8 メートルが記録されたところであります。 

  この間、町道の通行を確保するため、吹きだまりを除去する除雪作業を行いましたが、除雪をして

もすぐにまた吹きだまりとなる状況が続きましたことから、通行される方にはご不便をおかけしたも

のと認識いたしております。 

  ご質問の２点目、「吹きだまりの危険性がある道路の把握と防雪柵等の設置状況について」であり

ます。 

  吹きだまりの危険性がある道路につきましては、風の強さや風向き、雪質などにより違いはありま

すが、これまでのケースでは、おおむね 82 路線、117 カ所で発生しやすい状況があり、こうした路線

については巡回パトロールや住民の皆さんからの情報をいただくなどして道路状況の把握に努めてお

ります。 

  町道の防雪柵は、幕別音更線、途別豊岡線、中里２線の３路線に合計で約 770 メートル設置いたし

ております。 

  ご質問の３点目、「暴風雪情報の周知方法と通行規制の判断について」であります。 

  帯広開発建設部を初め、十勝総合振興局帯広建設管理部や帯広警察署と帯広警察署管内の７市町村

で構成しております「道路交通管理協議会」では、平成 25 年３月、オホーツク地方を中心に発生した

地吹雪災害を受けまして、暴風雪時における要救助者の救助や幹線道路の通行どめの際の連絡体制な

どについて確認を行ったところであります。 

  暴風雪警報などの住民に対する周知方法としましては、住民が迅速に必要な情報を閲覧できるよう、

昨年９月から町のホームページのトップ画面に「防災情報」のアイコンを新たに設けてアクセスしや
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すく改善したほか、登録メールで住民へお知らせしており、忠類地域におきましては、これとあわせ

て防災行政無線も活用いたしております。 

  登録メールにつきましては、これまで公区長や公区の防災担当者の方に限定しておりましたが、本

年４月１日より、一般住民の方にも登録を拡大いたしますので、４月号広報にてお知らせする予定と

いたしております。 

  また、雪による被害を防止するために、雪に閉じ込められたときの対応など車で外出するときの注

意事項を本年１月号広報に掲載いたしております。 

  なお、通行規制につきましては、道路の破損や欠壊などの理由により交通が危険である場合は、道

路管理者が区間を定めて、道路の通行禁止や制限をすることができるものであり、風雪などの気象条

件や道路パトロールにより道路状況を判断し、通行に支障がある場合に行っております。 

  ご質問の４点目、「救助体制について」であります。 

  先ほど申し上げました「道路交通管理協議会」において確認している基本的な要救助者の救助体制

につきましては、救助要請者から要請が入り次第、警察署または消防署へ第１報が入り、その後、警

察署または消防署から道路管理者に対して除雪の要請が発せられます。 

  道路管理者は防災担当である町民課に連絡するとともに、委託業者に対して除雪出動命令を行い、

除雪業者を含めた町と警察署、消防署の救助班が相互に連携して救助に向かうという体制となってお

り、休日も同様の体制となっております。 

  以上で、小島議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 再質問させていただきます。 

  停電につきましては、以前、平成 24 年６月に一般質問させていただきまして、その際は原発再稼働

に関連してでありますが、特に冬場の電力確保は大事であると、命に直結するので大事であるという

ことを強く申し上げたところであるのですが、今回、実際に町内で一部の地域において冬期の停電が

起きてしまったところであります。停電された地域の方々には、大変な不安感を感じられたとお察し

いたしますが、改めて電気の大切さ、電力の安定供給がいかに大事であるかを考えさせられたという

ふうに思います。 

  先日の３月２日には、長野県で 38 万世帯に及んで大規模停電が起きました。こちらは中部電力によ

りますと、ギャロッピングという現象が原因と見られておりまして、送電線に雪などが付着して強風

で大きくあおられてショートしたことが原因であると。こういった現象、我が町においてもいつ起き

てもおかしくないと、そういうふうに思いました。 

  また、そしてここ近年、全国各地でこれまで経験したことのない異常気象、災害が多々起きており

ます。地震や火山の噴火、土砂災害、竜巻、大雪等々発生しております。 

  我が町としましても、昨年 12 月からことしにかけて湿った降雪があり、積雪が例年より多くありま

して、補正予算も組まれているところでありまして、この大雪についても大変気になるところではあ

るのですが、今回起きました停電、そして暴風雪に絞って、今後も十分起き得ることでもありますの

で、お伺いしてまいりたいと思います。 

  順を追ってお伺いしてまいりますが、今回の停電の原因ですが、強風などにより被覆が損傷し、シ

ョートしたと。そして送電網の適切な管理に取り組まれるよう、再発防止を北電に要請したところで

あるというお話がありました。 

  町内における送配電線網の整備なのですけれども、整備を実際するのは電力会社の北電が行うので

すが、素人目で見ますと、例えば１本の線がだめになりましたら、違う線からこの電力を供給して停

電を回避することができないのか、そう思うところであるのですけれども、電線の整備の状況につい

て把握していることがありましたら、お答えいただければと思います。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 今、バックアップ体制ということのお話だというふうに思いますが、基本的
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には北海道電力において、町内における送電網、これ複数の送電網が入っておりまして、一つの高圧

電線がだめになりましても、それをバックアップするような体制となっているものでございます。現

実に何本のバックアップ線が入っているかということにつきましてまでは、町のほうでは把握してお

りませんけれども、電力事業者において安定供給を図るという観点から、そういうバックアップ体制

はとれているものというふうに認識しているものでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） たしか、池田町や帯広市とつながっているということもあって、その線を通じて

送電はできるというふうな形だと思うのですけれども、ただ、今回の停電では配電線自体がだめにな

ってしまって、停電になってしまったようでありまして、適切な管理をしていただくよう、再発防止

の要請というものも大事ではあるのですけれども、あわせて電線の整備ですね。雪や強風による損傷

等いろいろ起こり得ますので、例えば太い送電線なのですけれども、今は北電にお伺いしましたとこ

ろ１回線ということで、これを例えば２回線にはできないのか。また、今回、停電が起きましたので、

配電線網のほうをもう少し強化できないものなのか。北電にとっては費用がかかることですので、容

易ではないのかもわかりませんけれども、こういった電線の整備の強化について要請していただけな

いのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 送電網については、今、電力会社が現実の中において配備しているところで

ございますけれども、大規模な停電が起きないように、先ほど申しましたように、系統的には複数の

系統が本町のほうには入ってきております。しかしながら、個別に送電されている送電網がそれぞれ

複数ということでなく、必要に応じて送電網が整備されているということにおいて、その回線を強化

するかどうかといったことにつきましては、これは電力会社における送電網設備全般の中で検討され

るものというふうに考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 今回のは停電が起きましたので、こういったこともやはり視野に入れていただき

たいなと思いまして、お伝えしました。 

  ２点目の備品の整備ですけれども、発電機 19 台、そして灯油ストーブ 68 台等備蓄されているとい

うことで、備蓄に努めていらっしゃると思うのですけれども、発電機 19 台、恐らくポータブル発電機

と思うのですけれども、こういった備蓄の状況で大規模停電もしくは長時間にわたる停電が発生した

場合は、こういった備品の状況で対応が可能なのか、お伺いいたします。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 防災備蓄の体制として、これで足りるのかということでございますが、確か

にどのような災害を想定して備蓄をするかという根本的な議論というのはあるかというふうに考えて

おります。 

  現在、町としてましては、国のほうで防災会議のほうで示されております、十勝平野部の大規模地

震に対する災害の予測というのが出ておりますので、それに向けて現在も備蓄を強化すべく実施して

いるところでございます。なお、これに現在その備蓄体制を強化している中においても、まだ足りな

い部分というのはあるかというふうに思います。そういう部分につきましては、民間の事業者と防災

協定を結びながら資機材の供給を受けるべくそういう協定をしているということと、かつ長期間に及

ぶ部分につきましては、北海道各市町村との防災協定並びに自衛隊等からの物資の供給ということも

想定に入れながら、本町としての備蓄がどうあるべきかということは議論される部分だというふうに

考えておりまして、私どももそのような観点から備蓄をしているということでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） ３点目に入りますが、今回の停電では２家族３名の方が町民会館に避難されたと。

避難所が町民会館ということで、これは町の地域防災計画に基づいてというご答弁でありましたが、

防災のしおり、各ご家庭に配付されたと思うのですけれども、2014 年 12 月保存版でありますが、こ
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のしおりに書かれてありますのは、寿町は学校、錦町は農業者トレセンということが避難所になって

おりますけれども、これは避難所が変わったということでよろしいのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 今回の、今、議員がおっしゃいました部分につきましては、風水害等におけ

るまた、地震災害における避難場所ということで、しおりに載っている部分でございますが、今回の

ような例えば停電においては、その停電の規模また範囲において、その地域内にどのような避難施設

があるかということをまず検討しまして、今回においては、地域内で言うと、今お話のあった施設で

ございますけれども、避難する方が比較的近く、かつ私ども職員等において対応がすぐできやすい場

所、また暖房がきちっと入っている場所といったところを総合的に勘案しまして、今回の災害の避難

場所というふうに定めたところでございます。 

  なお、災害については、突発的なそのような災害、いわゆる事故災害という分類が今回の停電とい

うことになりますが、その事故災害においては今お話ししましたように、さまざまなその事故の状況

によって避難場所を設定し、広報し、避難していただくという体制としているところでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 電気が通っているということもあっては、総合的に町民会館ということで判断さ

れたことなのですけれども、大きな異論はないのですけれども、ただ、このようにしおりで周知が図

られている分、このしおりに書かれているとおりの避難所に避難されたり、行ったけれどもあいてい

なかったとか、そういったことが起きないとも言えないわけで、今、お話ありましたように、臨機応

変にそのときそのときの状況で避難所が変わっていくこともあるのだということを確認させていただ

いたところではあるのですけれども、ご答弁の中では、町の広報車などでこの避難所の周知を図った

ということでありますが、こういったことで十分本当に周知が図られたものなのか、お伺いしたいと

思います。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 今回の災害におきましては、町の広報車１台、それと消防署の広報車１台と

いう２台体制で広報を行ったところでございます。これは、災害規模に応じてどのような体制にする

かということがございますけれども、その中では十分に伝わらないという部分を心配されましたこと

から、職員によって要援護者等については個別に訪問したりだとか、そのようなきめ細かな対応をし

たところでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） きめ細やかな個別に訪問されたりして対応されたということですけれども、そも

そもこういった停電が起きた時点で、パニックといいますか、精神的不安が大きく、大変混乱しやす

い状況でもありますので、こういった避難所が変わった場合の周知というのは、やはり町民の方が混

乱しないように十分留意して周知に努めていただきたいというふうに思います。 

  また、今回、停電した地域としまして、寿町と錦町の一部、114 戸ということで、17 時 40 分ころに

は全面復旧ということでありますけれども、さらにこの停電が長引きましたら、もう多くの方が避難

所に避難されたということも想定されるところではあるのですけれども、17 時 40 分全面復旧という

ことで、実際避難された方は２家族３人ということで、その中の避難されたご高齢の女性であります

が、新聞報道のこの記事によりますと、「家では寒くて布団にくるまっていた、避難所は暖かくて安

心した」と話されております。このように寒さを訴えている状況でありますけれども、この２家族３

人、この避難された方の人数というのが少ないように思えてくるのですけれども、今回の一連の避難

所への避難態勢制、これは問題なかったのか、お伺いいたします。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） このたびの停電における災害におきましては、結果として２世帯３名の方の

避難ということとなりましたけれども、私ども避難所を開設するに当たりましては、まだその段階に

おいては北海道電力において復旧のめどが立たないといったような情報をつかまえておりましたこと
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から、その地域の住民の皆さんが夜に向かい、かつ冬期間における暖房が確保されないだろうといっ

たところを想定して、今回、避難所を町民会館に設定したといったところでございます。 

  現実、少なかったかということでございますけれども、私どもとしましては、114 戸の戸数を収容

できる場所として、どこが適切かといったところで町民会館を設定し、かつ暖房もある程度確保でき

ているといったところから、今回の避難体制をとったところでございますので、ご理解いただきたい

というふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 町としては、きちっと対応したということであるのですけれども、今、復旧のめ

どが立たずに夜間を迎える可能性もあると、そういうもう認識は持たれているわけですから、特に夜

とか暗くなりますと避難しづらくなったり、冬場特に滑って足もとが悪いと、ご高齢の方やそういっ

た配慮が必要な方には、早目の避難を逆に呼びかけていくこともこれ必要ではないかと思うのですけ

れども、その辺のところもどうなのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（川瀬俊彦） 町としましては、広報車でもお知らせをしました。それで、公区長にもお知

らせをしまして、そして地域住民の方にはなるべく何らかの形で情報を伝えてほしいというようなお

願いもしました。それで、民生委員さんのお力もかりまして、気になる世帯につきましては実際に訪

問して、町としては町民会館を用意していますというようなお話もさせていただきました。その中で

各家庭におきましては、電気がとまったから急に部屋が寒くなるとかそういうことではなくて、やは

りまだ余熱があって暖かいとかそのような状況もありましたので、大方の方がそのまま、まだ推移を

見守ろうと、そういうような判断をされたというふうには認識しております。 

  町民会館を指定場所として選んだことにつきましては、通常の一時避難につきましては、農業者ト

レーニングセンター等を用意しておりますけれども、町民会館につきましても指定避難場所というこ

とでの指定はしております。今回、先ほど課長から説明しましたように、今回の停電に関しましては、

冬ということもありまして、より過ごしやすいような場所としては町民会館がふさわしい、そのよう

な形からそちらを選定したということであります。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 自宅待機された方も当然いらっしゃると思います。我慢されてそうされた方もい

らっしゃると思うのですけれども、ご高齢の方だとか足の不自由な方など、弱者の方、避難所への搬

送が必要になってくる方もいらっしゃると思うのですけれども、そういった方の搬送の避難体制、こ

れについて、お伺いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（川瀬俊彦） 支援を必要とする方につきましても、町として押さえておりますので、そう

いう方について、もし避難が必要になったらどのようにするか、そのようなことにつきましては、十

分準備はしておりました。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 十分準備されていたということですけれども、今回、実際に搬送されたというこ

とはあったのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 足のご不自由な方がいらっしゃいましたので、その方については町の広報車

に乗せて避難所までお運びしたといったところでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） あともう一つ、弱者の支援に関してなのですけれども、今回の停電で呼吸器を使

用されていた方がいらっしゃったようなのですけれども、幸いにも生命の危機には至らなかったよう

なのですが、個人情報に触れる部分もありますので、お答えできる範囲で結構ではあるのですけれど

も、そういった医療機器を使用されている方の対応というか体制、今回についても問題なかったのか、
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お伺いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 地域内において呼吸器を常時使っている方につきましての把握については、

私どもも把握いたすようにしておりまして、本人と連絡をとりまして対応したところでございますが、

実際その停電が５時 40 分ごろで回復したといったところで、それまでは自分のバックアップ電源とい

うのでしょうか、そういうので対応したというふうにお聞きしているところでございます。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 医療機器ではバックアップ電源ということがあるのですけれども、ある程度の時

間もつとは思うのですが、停電が長引くと、もたなくなるとは思うのですけれども、そういった場合

の対応はどのように考えていらっしゃるでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 自分のバックアップ電源が確保できなかった場合ということでございますが、

基本的には、そのような方については病院だとか、そういうところとお話をし、事前にどのような対

応をすべきがいいかといったところは、ご本人が把握しているというふうにお伺いしております。 

  しかしながら、大規模の停電なんかで何時間も何日もということになりますと、これは当然避難所

に来ていただきまして、その中で電源を確保し対応するということとなりますので、そのときの災害

の状況等を勘案して、そのような方と連絡をとって適切に措置してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 病院と連携、そして長引いた場合は、避難所で対応するというお話でありました。

生命の危機に直結してきますので、お伺いしたところであるのですけれども、十分留意して対応して

いただきたいと思います。 

  ４点目の新電力ですけれども、略称としてはＰＰＳと呼ばれておりますけれども、音更町で既に導

入されておりまして、今のところは電気料金が少し安く抑えられているようでありますけれども、本

町の施設の試算では全部の施設では対象とならなくて、24 施設電気料が 160 万円程度削減見込みがあ

るということでありますけれども、何よりも電気の安定供給、今の停電の話ですけれども、電気の安

定供給、これが大丈夫なのか、一番ここが懸念されるところであります。 

  実際、電力の自由化、発送電分離を行っているほかの、日本ではないのですけれども、ほかの国で

行われておりまして、アメリカ、ヨーロッパではそういった先行事例のところでは、実際は何か余り

成功していないような情報もございます。アメリカでは大停電が起きたり、また、長期的に見ると、

電気料金が上昇するという結果も出ているようであります。 

  また、いろんな事業者が参入してくると思うのですけれども、健全な経営をしていかないと事業者

が倒産して、その際、停電のリスクどうするのかとか、いろんなリスクもあるわけで、もろ手を挙げ

て喜ばれるわけでもないのではないかというふうに思っております。今、国のほうが先導して進めて

おりますので、今後、導入する企業、自治体等がふえたり、動き、活発化してくると思うのですけれ

ども、調査・研究してまいりたいとご答弁がございました。すぐに飛びついたりせずに、かなり慎重

に慎重に検討していただければと思うのですけれども、これについてお伺いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） 新電力の関係につきましては、今、お話ありましたように、本年度から音更

町が導入しているというようなことで、実際にどれぐらいの節減になるのかということを、１年間や

ることによって実績も出てまいりますでしょうし、そういったこと、あるいはおっしゃられますよう

に、安定的な供給が可能なのかどうか、あるいは停電時の復旧がすぐさまなされるものなのかどうか

というようなことも踏まえまして、そういったことを研究いたしました上で、慎重に導入について検

討してまいりたいというふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 
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○５番（小島智恵） 慎重に検討していただけるというお話をいただきました。 

  次に、暴風雪被害の件に移りますが、今回２月 15 日だと思うのですが、車が立ち往生したという被

害をお聞きしたのですけれども、立ち往生した台数とか通行どめにした箇所だとか把握されているこ

とがありましたら、ご報告いただきたいと思います。 

○議長（古川 稔） 土木課長。 

○土木課長（湯佐茂雄） 済みません、答弁の中ではちょっとなかったのですけれども、車が立ち往生

した状況ということでございますけれども、私どものほうに連絡が来た部分については１台でござい

ました。 

  通行どめにつきましては、古舞方面のほうで１カ所通行どめにしてございます。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） １カ所１台ということでよろしかったですかね。 

  担当課に連絡があって、把握できている分としては、そのようになっておりますけれども、中には

自力で脱出されたり危険な目に遭われたりということで、この数字が全てではなくて、いろんなこと

があったように思うので、適切に対応していただきたいと思います。 

  吹きだまりの危険性がある道路ですけれども、82 路線 117 カ所ということで数多くありまして、暴

風雪柵は３路線 770 メートル設置ということで、今回通行どめにしました古舞のところでは、こうい

った防雪柵だとか防風林などのこういった設置はされているのか、お伺いいたします。 

○議長（古川 稔） 土木課長。 

○土木課長（湯佐茂雄） 防雪柵につきましては、答弁でもありました３路線でございます。今回の通

行どめにした箇所については、そういったものはございません。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 防雪柵がないということなのですけれども、今後、設置等は考えていらっしゃら

ないのか、お伺いします。 

○議長（古川 稔） 土木課長。 

○土木課長（湯佐茂雄） 今回の通行どめにした箇所につきましては、以前よりなかなか通行が冬の場

合しづらい部分で、要するに掘り割りになっているのりのほう、すごい高いところなのですけれども、

そこでどうしても吹きだまりが発生しやすいということで、常に今回もなるべく通行どめにしないよ

うに順次除雪はしておったのですが、なかなか風の強い時間が長いということで、やむなく通行どめ

にしたということでございますけれども、防雪柵につきましては、主にその種類といたしましては、

道路に雪がたまらないようにためる吹きだめ式と吹きどめ式というのがあります。それと、吹き払い

式というのがございまして、基本的に今の主流といたしましては吹き払い式ということで、国道なん

か相川についているのが、相川が吹き払い式ということでございますけれども、そういった吹き払い

式については、下向きに風を変えて路面のほうに流すということで、視界を確保するということがメ

ーンのものになるのですが、まずはそれはつけられるような状態にはないと。 

  それから吹きだめ式だとか吹きどめ式につきましては、道路のほうに雪が行かないように、言って

みればせきとめるというようなことになりますので、現道路用地の中では要するに路肩には設置でき

るようなものではないということから、相当な道路敷地を買収しないとなかなかつけられる代物では

ないということになりますので、ちょっとなかなか設置については難しいのかなというふうに思って

おります。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 設置が難しい場所ということで、一応理解はいたします。 

  ３点目のところですけれども、テレビ、ラジオ等でも呼びかけていますように、不要不急の外出と

いうのは控えるのが一番大事なことではあるのですけれども、実際、生活道路でもありますので、通

ってしまう方もいらっしゃるというふうに考えられるのですけれども、平成 25 年度の９名が亡くなる
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大惨事を教訓に、ことしの暴風雪においては、通行どめを早期に行う道内の自治体も数多くあったよ

うに思うのですけれども、答弁では交通が危険である場合に行うということでありましたが、生活道

路でもあるけれども、やはりこの人命というのが大事ということでもありまして、通行どめのその判

断とかは早目にしていくのか、そういうことでよろしいのか、お伺いします。 

○議長（古川 稔） 土木課長。 

○土木課長（湯佐茂雄） 通行どめの判断ということでございますけれども、今、議員もおっしゃられ

ましたとおり、生活道路として使われている、あるいは産業道路として使われているというようなこ

とから、極力できれば通行どめにはしたくないなというふうには考えておりますけれども、特に通行

どめにする基準というのは特にございませんが、要するに、そこの吹きだまりが多くて立ち往生する

車が頻繁にあると、あるいは何ぼ除雪しても次から次から後ろから吹きだまっていくというようなこ

とから通行どめにするということの判断をしております。ちなみに、北海道のほうも特に基準はない

というふうに伺っておりますので、そのときの道路状況によって通行どめにするということになろう

かと思います。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 現場に合わせてしっかりと、そういった通行どめ等の判断をしていただきたいと

思います。 

  ４点目の休日を含んだ救助体制でありますけれども、休日においても同様の体制をとれているとい

う答弁がありました。今回、２月 15 日の暴風雪については、日曜日の休日に発生したものであります

から、何か役場が閉まっているのではないかとか連絡してもつながらないのではないかといろいろ考

えてしまいがちなのですけれども、実際は問題なく体制がとれていると、そういうことを確認させて

いただきました。 

  あと、吹きだまりを除雪していくのに、その除雪車、ロータリー車が現場に向かわれると思うので

すけれども、現場に向かわれる方自体も視界が悪かったりして、かなり命がけでもあるのですけれど

も、除雪車が向かわれて、現場で救出していく際に、手作業で除雪が必要なこともあり得るとは思う

のですけれども、人員の確保としまして、答弁にありましたように、消防だとかそういったところと

人員確保するために連携されるということで、よろしいのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 土木課長。 

○土木課長（湯佐茂雄） 答弁にもありますとおり、町の職員ですとかあるいは警察の方、それと消防

の方、その状況に応じて規模だとかいろいろあると思います。車の台数ですとかいろんなことがある

と思いますので、そういった中で状況によって人員をそろえるというふうになろうかと思います。 

○議長（古川 稔） 小島議員。 

○５番（小島智恵） 最後になります。近年、異常気象が全国各地で数多く起きている中、町民の生命、

安全を守るという観点で質問をさせていただきました。 

  今回の質問をもちまして、私の最後の一般質問となりますが、これまで４年間ふなれな質問にもか

かわらず、ご丁寧に答弁していただきました理事者の皆様、そして岡田町長に心より感謝申し上げま

す。 

  また、岡田町長は今期をもって勇退されるということを表明されておりますが、これまで幕別町の

ため、町民の皆様のために力を尽くしてくださいました。敬意を表するとともに、今後のご健康、ご

活躍を心より祈念をさせていただきまして、私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（古川 稔） 以上で、小島智恵議員の質問を終わります。 

  この際、11 時５分まで休憩いたします。 

 

10：51 休憩 

11：05 再開 
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○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、増田武夫議員の発言を許します。 

  増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫） 通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

  幕別町と旧忠類村合併の検証と地方自治のあり方についてであります。 

  幕別町が旧忠類村と合併して、10 年目に入りました。この合併が双方にとってどのような意味を持

っていたのかを総括することは、将来の地方自治のあり方を考える上でも必要なことであると考えま

す。 

  政府は地方自治体に対して、あめとむちを持って平成の大合併を進めてまいりました。あめの最大

のものは合併特例債などの財政支援であり、むちは段階補正を解消することも含めた地方交付税削減

で、地方自治体が財政再建団体となり、やっていけないというおどしとも言えるものでありました。 

  旧忠類村での住民への説明で、合併理由の最大のものは、合併しなければやっていけないというも

のであり、自立していこうとすれば住民の負担がとめどもなく増加する試算ばかりが目立つものであ

りました。合併協議会が示した財政シミュレーションによれば、合併しなければ基金が底をつき、幕

別町は平成 22 年度、忠類村は平成 23 年度で財政再建団体になるとしていました。また、財政シミュ

レーションの前提条件に用いた将来人口推計によると、平成 27 年には新町の人口を２万 9,336 人、現

在の人口は２万 7,649 人でありますけれども、と予測するなど、日本が人口減少社会に迫っていると

いう現実を見ないものであり、説得力がありませんでした。 

  合併協議会の財政シミュレーションなどの将来予測を、現実に即して数値を出し直した上で村民に

示し、住民投票を実施して合併の可否を決めるよう再三にわたって求めましたけれども、忠類村だけ

ではなく、幕別町でも住民投票によって住民の意思を確認することは実現いたしませんでした。 

  合併 10 年目の節目に当たって、岡田町長の合併に対する評価を伺いたいと思います。 

  一つ目は、合併しなければ破綻するとされた平成の大合併でありました。しかし、道内で自立の道

を選択した自治体はたくさんあるわけでありますけれども、一つも財政再建団体になった自治体はあ

りません。旧忠類村と同じような人口 2,000 人以下の 12 町村の平成 25 年度の実質公債費比率の平均

は 7.0 であります。合併前、平成 16 年度の起債制限比率は、忠類村 3.2、幕別町で 14.3 であり、平

成 17 年度の幕別町の実質公債費比率は 21.5 でありました。忠類村を実質的に吸収合併した町長とし

て、忠類村との合併をどう振り返るか、伺いたいと思います。 

  二つ目、忠類の住民には、合併してよかったとの意見は余り聞かれません。忠類地域にとっては、

簡易水道料金（14 立方メートル使用では 66％の値上げ）、合併浄化槽（10 人槽で 64％の値上げ）、

国保税など負担増が押し寄せましたが、現在、幕別町の基金の積み増しがなされている現状を考える

と、少しでも忠類地域における住民サービスをもとに戻す努力をしなければ、合併してよかったとの

評価を得ることができないのではないかと考えますが、この声にどう答えますか、お伺いしたいです。 

  三つ目、合併することによって、その周辺部の人口減、経済の落ち込みなどが激しく、大問題とな

っています。忠類地域では平成 27 年１月現在、12.3％の人口減となっています。忠類地域では、特別

会計を含む村の予算 30 億円余りの経済活動が縮小し、商業活動も困難となっております。一方、68

億円を上限とする合併特例債等の財政効果が、新幕別町に与えた効果は大きく、これがなければ新庁

舎建設や札内支所の改築はこんなに早く実現することはかったのではないかと考えられます。 

  今後、こうした功罪を考えますと、合併した町として、忠類地域のこれからを考える際に、総合支

所機能の存続、住民会議あるいは地域自治組織の継続または設置などの措置をとることを、次の町政

にも引き継がなければならないと思うが、いかがでしょうか。 

  ４番目、合併後、年数が経過し、地方交付税の一本算定が現実のものとなりますが、それによる財

政への影響をどのように試算しているか、伺いたい。 

  ５番目、本来、地方自治体はそこに住んでいる人々の顔の見える息の通ったものであるべきと思い

ます。しかし、強引な合併による市町村の巨大化は、周辺地域が寂れ、過疎化に拍車をかける結果を
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生み出しています。日本創成会議は自治体消滅論を唱え、名指しで 896 自治体を消滅可能性都市とし

ています。しかし、幾ら過疎になっても決して消滅するものではないし、させてはなりません。この

自治体消滅論は、市町村合併の再浮上につながり、道州制に道を開くものになりかねません。道州制

には全国町村会、全国町村議長会も反対の立場を明らかにして、政府与党に対する運動も展開してお

ります。私は、道州制は地方自治を破壊するものであると考えております。町長は、地方自治をあず

かる者として、道州制をどう考えるか、伺います。 

  以上であります。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 増田議員のご質問にお答えいたします。 

  「幕別町と旧忠類村合併の検証と地方自治のあり方について」であります。 

  新しいまちづくりのスタートを祝福するかのように晴れ渡った青空のもと、平成 18 年２月６日、幕

別町・忠類村合併記念式典が開催されたあの日から、早いもので９年の歳月が過ぎ、来年２月には 10

年の節目を迎えます。 

  私は、合併協議の段階から今日に至るまで、「一体感の醸成と均衡ある発展」が、合併後のまちづ

くりを進める上で、最も大切な基本姿勢であると強く認識し、行政の執行に努めてまいりました。 

  平成 16 年 11 月に開催した第 13 回合併協議会において、忠類村から「合併の方式」にはこだわらず、

お互いがパートナーとして対等な立場で気持ちを尊重し合えることが重要であり、それが忠類村民の

幸せにつながるとして、「合併の方式は編入合併」という重い決断をいただきましたときから、この

思いはいささかも揺らぐことなく、まちづくりに取り組んでまいりました。 

  ご質問の１点目、「合併をどう振り返るかについて」であります。 

  国は平成 11 年、人口減少社会を目前に控え、少子高齢化が進展する中で、地方分権の担い手となる

基礎自治体たる市町村にふさわしい行財政基盤の確立を目的として、全国的に市町村合併を推進し、

11 年３月末には 3,232 あった市町村数は、現在では 1,718 となり、ほぼ半分に減少いたしました。 

  市町村の合併の特例に関する法律に基づき、平成 17 年３月までに市町村議会の議決を経て、18 年

３月 31 日までに合併した市町村に対しては、合併後のまちづくりのための建設事業や基金造成に対す

る合併特例債の発行や普通交付税の合併算定替に加えて激変緩和措置を講じるといった財政支援措置

が示され、合併が推進されたところであります。 

  平成 22 年に総務省が取りまとめた「平成の合併」についての総括では、この合併推進と同じ時期に、

地方分権の観点から三位一体改革が進められ、地方財政に大きな影響を与えていたことと、合併特例

債に代表される手厚い財政措置の期限が平成 17 年度までとなっていたこともあり、合併の時期が 17

年度に集中し、財政的な理由から合併を選択する市町村が多かったものと示されております。 

  幕別町と忠類村の合併におきましては、基礎的自治体である市町村の一層の行財政基盤の強化と多

様化する住民ニーズや専門的な知識が欠かせない課題などへの対応の最も有効な手段が、町村合併で

あるという共通認識のもと、合併協議が進められてまいりました。 

  合併協議会での議論の積み重ねの中で、全 44 項目にわたる合併協定項目を取りまとめ、この間、協

議状況、協議結果について、協議会だよりやホームページなどにより町民の皆さんにお知らせすると

ともに、住民説明会の開催などを通じて、住民の皆さんへの理解をいただくとともに、その意向の把

握に努めてまいりました。 

  また、議会におきましても、両議会に「市町村合併調査特別委員会」が設置され、合併協議の内容

や「地域自治組織」、「新町建設計画」などについての議論を経て、平成 17 年３月に「中川郡幕別町

及び広尾郡忠類村の廃置分合について」ほか２件の合併関連議案の議決をいただいたところであり、

２町村の議会や住民の皆さんからも、納得いただける着地点に到達できたものと考えているところで

あります。 

  合併後におきましては、駒畠地区の子どもたちが、忠類の小中学校へ通学することが可能になった

ことを初め、ふれあいセンター福寿によるデイサービス事業や、道路維持管理業務、除雪対象路線な
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どの行政サービスが忠類から南幕別地区に拡大していることに加え、ふるさと忠類運動会に駒畠地区

からも参加し、ともに夏の一日を楽しまれているなど、住民主体の交流も着実に進んでいる様子を拝

見するとき、「幕別」「忠類」といった垣根が払われ、まさに一体感の醸成が少しずつではあります

が、一歩一歩進んでいることを実感いたしているところであります。 

  市町村合併は、地域の将来を見据えて行われるものでありますが、真に一つの町となっていくには、

10 年、20 年という長い期間を必要とするものであろうと感じております。 

  そうした長い時間をかけて、相互の信頼と融和が生まれ、その過程の一つ一つの積み重ねが、後世

の皆さんから評価していただけるものではないかと考えております。 

  ご質問の２点目、「忠類地域における住民サービスについて」であります。 

  忠類地域の皆さんの中には、日々の生活の中で合併による変化を感じられたり、また、以前より活

気が弱まったのではないかと感じられている方がいらっしゃるとお聞きいたしております。 

  こうした思いを真摯に受けとめ、改善・解消していくことが私ども町政を担う者の責務であり、常

にこのことを念頭に置き、まちづくりに取り組んでまいりました。 

  合併後においては、忠類消防支署に高規格救急車と救急救命士を配置したことを初め、道の駅・忠

類の建設と旧物産センターの改修、ナウマン公園のパークゴルフ場への夜間照明の整備、白銀台スキ

ー場の圧雪車の更新、忠類コミュニティセンターの耐震化などに取り組んでまいりました。 

  また、農業ゆとりみらい総合資金貸付事業や中小企業融資の拡大を初め、平成 23 年からは小学生の

医療費の無料化を実施し、翌 24 年４月には忠類地域の長年の念願でありました特別養護老人ホームの

建設も、幕別真幸協会により実現されたところであります。 

  また、過疎化の進行を食いとめるために平成 24 年度から着手した、幕別市街地と忠類市街地への定

住促進策であります定住促進住宅建設費補助事業では、この３年間で忠類地域に 11 件の新築住宅建設

と３件の中古住宅の購入があり、このうち２世帯４人の方が町外から転入されております。 

  加えて、忠類地域において平成 21 年度から始めました民間賃貸住宅建設促進補助事業についても、

これまで３件の建設実績があり、今月中に完成の物件も含め 12 棟 17 戸の住宅が建設され、２世帯５

人が転入されており、忠類地域の人口維持につなげてまいりました。 

  今後も、国全体の人口が減少していく中、忠類地域においては、人口の減少にいかに歯どめをかけ

るかが大きな課題であります。 

  このような中では、住民の生活の糧である産業を発展させ、いかに雇用を創出するかが重要であり、

忠類地域の酪農を中心とした農業の振興と高規格幹線道路の開通によって、恵まれた観光資源を生か

した地域振興に積極的に取り組むことにより、「合併してよかった」と住民の皆さんに評価していた

だけるまちづくりにつながるものと考えております。 

  ご質問の３点目、「忠類総合支所機能の存続と住民会議等の継続について」であります。 

  初めに、総合支所につきましては、合併協議の議論を踏まえ、忠類地域の住民サービスを提供する

総合行政機関と位置づけ、これまでもその機能が十分に果たせる人員を配置いたしてまいりました。 

  合併協議においては、財政推計を算出する上でお示しした平成 25 年度の目標職員数は、類似団体か

ら算出した総数で 235 人、うち総合支所で 27 人と設定いたしたところでありますが、平成 20 年度に

行いました組織の再編に際しても、総合支所の担うべき役割や人員配置を考慮し行ったものであり、

現在の忠類総合支所の職員数は、再任用職員と常雇職員を含めて 28 人といたしております。 

  今後におきましても、事務事業の見直しを行い、効率的な人員配置を心がけなければなりませんが、

地域住民の意向も大切にしながら、忠類地域での「役場」としての機能と役割を果たせる体制を存続

していく必要があるものと考えております。 

  次に、忠類地域住民会議の今後のあり方についてであります。 

  忠類地域住民会議は、忠類地域の皆さんの意向を行政に反映させ、行政と地域住民が協働して地域

づくりを推進できるよう、合併時に町長の諮問機関として設置し、現在５期目の体制となっておりま

す。 
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  住民会議からは、忠類地域が直面する課題に対する提言を、忠類インターチェンジ開通に伴うまち

づくりに関するものを含めこれまでに５回にわたりいただいてまいりました。 

  提言の中から実現できたものとして、カントリーサインの変更や公区長連絡会議の設置、特別養護

老人ホームの設置などが挙げられますが、住民会議の地域課題に対する視点や地域振興策のアイデア

などが、合併後のまちづくりに有効に反映されてきたものと認識いたしております。 

  加えて、平成 22 年７月に設置されました忠類地域公区長連絡協議会からも、地域の抱える課題につ

いてのご意見やご要望などをいただいているところであり、住民会議の今後のあり方につきましては、

これらの組織との役割分担等を念頭に入れて、調整していくことが必要であるとの思いを抱いている

ところであります。 

  ご質問の４点目、「地方交付税の一本算定による財政への影響について」であります。 

  地方交付税は、国が地方公共団体間の財源の偏在を調整し、一定の行政サービスが提供できるよう

財源を保障するためのものであり、本町にとっても毎年度の歳入全体のおよそ４割を占める重要な自

主財源であります。 

  これまで、合併市町村の地方交付税の算定においては、住民サービスの水準等の調整に必要な臨時

的経費を措置する「合併補正」や、合併市町村の普通交付税の額が急激に減額することがないよう、

新町としての一本算定ではなく、合併前の市町村が存続すると仮定して算出する「合併算定替」の特

例措置が講じられているところであります。 

  これまでの９年間の合併算定替による増加した額は、およそ 29 億 8,000 万円に達しており、26 年

度においては３億 8,800 万円が措置されております。 

  合併算定替は合併後 10 年間は満額交付されますが、その後の５年間においては、激変緩和措置とし

て９割、７割、５割、３割、１割と段階的に減額し、一本算定に移行するとされておりますことから、

平成の大合併で誕生した地方自治体は、10 年間の特例終了後の財政支援の継続を求めてまいりまし

た。 

  合併市町村におきましては、面積の増による災害対応を初めとした防災対策経費や総合支所の設置

に係る経費など、合併による特有の財政需要がありますことから、本町を含む道内の 22 の合併市町は、

北海道合併市町連携会議を結成し、これまで国に対し合併特例債の発行期限の延長や合併団体特有の

行政需要に係る配慮などについて要望や意見の申し出を行ってまいりました。 

  また、全国の合併市 263 団体で構成される「合併算定替終了に伴う財政対策連絡協議会」において

も、「合併算定替終了後の新たな財政支援措置を求める要望」を国に提出するなど、全国的にも取り

組まれてまいりました。 

  それらを受け、国においても多くの合併市町村の実情を勘案し、「市町村の姿の変化に対応した交

付税算定」として、合併時点では想定されていなかった財政需要を普通交付税の算定に反映させると

して、平成 26 年度から５年程度の期間で、三つの項目について見直しを行うこととしております。 

  平成 26 年度からは「支所に要する経費の算定」として、3,400 億円を３年間かけて３分の１ずつ加

算していくとしており、本町におきましても 7,700 万円ほどが一本算定に加算となっております。 

  また、平成 27 年度以降は、新たに、「人口密度等による需要の割り増し」として、消防費など合併

による区域拡大に伴う増加経費に対する加算、「標準団体の面積の見直し」による単位費用の充実な

どの措置が講じられる見込みとなっており、国では、現行の特例分の約７割程度を確保し、特例措置

の終了に伴う影響を緩和していくとされております。 

  こうした状況を踏まえ、合併算定替の終了による一本算定への移行に伴う影響額といたしましては、

これまでで最大であった平成 25 年度の増加額４億 7,000 万円から算定いたしますと、その３割分の１

億 4,000 万円程度の減額になるであろうと試算をいたしているところでありますが、今後の地方交付

税制度の見直しについて、国の動向を注視してまいりたいと考えております。 

  ご質問の５点目、「道州制に対する考えについて」であります。 

  近年、平成の大合併を経て、市町村の規模が大きくなったことを背景に広域自治体である都道府県
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のあり方が問われるようになり、そんな中で「道州制論」が再び大きくクローズアップされてまいり

ました。 

  市町村と都道府県との間における役割分担の見直し、事務配分や権限配分の見直しを初め、都道府

県の区域についても見直しが必要ではないかといった議論が出されるようになり、この考えの延長線

上に、「現行の都道府県そのものを廃止し、より広域の自治体として道州を設けるべきではないか」

という方向性が示され、これまでさまざまな視点から論議されております。 

  平成 18 年２月、第 28 次地方制度調査会では、国と地方が適切に役割を分担し、地方における行政

は地方が自主的かつ総合的に担う分権型社会が求められるとして、国と市町村、その間に位置する都

道府県のあり方を再構築するために道州制の導入が適当と内閣総理大臣に答申いたしました。 

  この中では、現在の中央集権体制を見直し、都道府県の区域よりも広い区域において設置される道

州と、市町村の区域を基礎として設置される基礎自治体を中心とする地方分権体制を構築することが

道州制の基本とされております。 

  この道州制に対し、全国町村会や全国町村議会議長会では、現在、都道府県が行っている福祉・保

健・医療や環境保全、土地利用など住民に身近な事務事業の一部が、市町村に移行されることになり、

事務を継承できない小規模町村は「合併」を強いられるとして、道州制の導入に反対の立場をとって

おります。 

  道州制の導入に当たりましては、国民がゆとりと豊かさを実感できる地域社会を目指す地方分権の

原点に立ち、国民の福祉の向上や地方の自主自立など幅広い観点から十分な議論がなされていくこと

が重要であると考えております。 

  以上で、増田議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） それでは、再質問させていただきます。 

  この平成の大合併、忠類のその立場といたしましても、当時、忠類の村政の中で、住民生活が非常

に不便で、そうした点で合併しようではないかというような議論ではなかったわけであります。合併

の最大の理由が財政問題だと、合併しなければやっていけないのだというのが、一番大きなその理由

だったわけであります。 

  当時、幕別町、忠類村の合併協議の中で、合併協議会の便りの中にも明記されているわけでありま

すけれども、合併しなければ平成 15 年度に 33 億円あった基金残高が 21 年の 8,800 万円を最後に底を

つき、翌年度には財政再建団体になるものと推定されます。また、忠類村も 17 年度から単年度収支が

マイナスになり、基金は 23 年度で底をつく推計になりますと。幕別町も忠類村も平成 22 年、23 年に

はもう財政再建団体になるのだと、そういう推計をして、そして示されるいろいろな試算というのは、

さまざまな住民負担が合併しなければ、こんなに高くなるというそういう数字ばかりを列挙したもの

が住民に示されたわけであります。 

  その合併協議の中で、私も申し上げたわけでありますけれども、もっと現実に即したその財政シミ

ュレーションをし直してほしいと、そういう要望をしたわけであります。そんなに地方交付税が極端

に減っていって、そして平成 22 年、23 年に財政再建団体になるなどという試算が、どこから出てく

るのかというのが非常に不思議だったわけであります。 

  本来、地方交付税というのは、その基準財政需要額から基準財政収入額を引いた額が地方交付税と

して交付されると。これは全国どこにいても同じような行政サービスが受けられるようにということ

で設けられた制度でありまして、地方交付税は国のおぼしめしで交付されるものではなくて、きちっ

と憲法で保障された地方自治法を守るために地方財政法、地方交付税法、その他でしっかりと確保さ

れるように決められているわけであります。 

  政府は、財政難ということで地方交付税を減らしてくる姿勢を強力に示して、当時も小さい町村に

設けられた段階補正を次々になくしていくような方向をとっておりましたので、確かに財源は厳しい

状況にありましたけれども、しかし、数年後に財政再建団体に陥るなどということは、この地方交付
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税の交付の仕方を考えれば、これはそんな結論にはならないというのが行政の専門家である役場の立

場からは当然導き出される結論ではなかったかというふうに思います。なぜ、こういうような財政シ

ミュレーションが出てきたのか。 

  当時、道からの派遣職員も来ておられまして、そして国の意向が強く反映されたことだというふう

に思うわけなのですけれども。やはりその最大の理由が、この合併しなければやっていけなかったの

だと、そのことが今どうだったのかということが問われるのではないかというふうに思うのです。 

  私、人口 2,000 人以下の町村が、今、道内に 12 ありますけれども、その町村のその実質公債費比率、

当時と現在どうなったのかということを調査してみましたけれども、その平均は、合併当時の平成 17

年度の実質公債費比率はこの 12 市町村の平均で 15.1 だったのですけれども、現在、平成 25 年度のそ

の比率は 7.0 と、物すごい好転を見せております。我が町の実質公債費比率は 21.5 から 16.1 に改善

はしているわけでありますけれども、そういうことを考えると、合併しなかったらやっていけないの

だと、合併しなかった町村、一つも財政再建団体になっていないわけでありますから、合併しなけれ

ばやっていかれないのだと。こうして合併協議会が示した財政シミュレーションがそれを裏づけるよ

うなものを出してきたわけなのですけれども、しかし、それは全くの誤りの試算だったと、そのよう

に、今、判断できると思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） これは、合併シミュレーションのこの財政問題の中で、今、増田議員が言われる

ような財政再建団体に陥るというような言葉は出ていないというふうには思っております。あくまで

も、このまま行くと、今言われた年度に基金がマイナスになりますよというようなことは現実に、こ

れ、出されておりますけれども、おっしゃるとおりどこの町村も再建団体になったところはありませ

んから、私どももそういった再建団体に陥るというようなことは、明言とてもできるような状態では

私はなかったのではないかなというふうには思っております。 

  ただ、厳しい財政状況にあり、さらに今後も厳しい財政状況が見込まれる中に、安定した財政基盤

を確立させていくためには、合併の道が一番いいのではないかというような選択肢があったことだけ

は、これは間違いないのだろうというふうに思います。 

  ですから、私どもはいろんな条件のもとで合併が協議されてきました。確かに財源問題が一番大き

な課題であったかもしれませんし、恐らく国もその辺を主体として合併を進めてきたのだろうという

ふうに思われますけれども、私どもはそういった経緯を踏まえながらも今日を迎えているわけであり

ますから、新たなまちづくりのためにうまく進めていくことが、よりよい方向に進めていくことが大

事であろうというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 合併協議会だよりもきちんと明記されていますけれども、先ほど協議会だよりの

それをそのまま読み上げたわけですよね。実際そのいろんな示されたこういう合併のシミュレーショ

ンの図なんかを見ましても、その時点で赤字になるということが示されているのですよね。やっぱり

そういうものを示されて、村民に示されれば、こんなに大変なら合併せざるを得ないなとなっていか

ざるを得ないわけですよね。だから、もっと現実に即したシミュレーションをして、そして資料を出

し直してくれと。その上で住民投票をやって、みんなの総意で合併していったらいいのでないかとい

う主張をしたのですけれども、それは実現しませんでした。はっきりと翌年、平成 22 年度には財政再

建団体になるものと推定されます。こういうことで示されているのですよね。 

  余りにもそうした合併協議の中の示されたものと、10 年余りたった今日を見れば、そうした推定が

いかに現実に沿った推計でなかったかということが言えるのではないかというふうに思います。そう

いうことを考えますと、合併して現在をいかに、町長が言うように、一体となった新しい町にしてい

くかということは、我々も努力していくわけでありますけれども、そうした手法、この財政状況判断

などは、やはりこれからも教訓としていかなければならないのは、自分の頭で考えて道役人が示すそ

ういうものをもとにするのではなくて、自分の頭で考えたそういうものにしていかなければ、これか
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らも誤りを犯すのではないか、そのように思うわけです。 

  先ほども言いましたけれども、小さい町村が特に大変だという状況が生まれた中で、例えば当時、

中頓別町は 17 年の実質公債費比率が 26.0 でありましたけれども、現在では 12.4 になっていると。や

っぱりそういうことを考えると、先ほども言いましたけれども、やはり地方交付税のそのあれは、や

っぱり基準財政需要額から収入額を引いたその残りの分を基本的には保障していくのだというそうい

う財政上のあれから言えば、そんなに簡単に地方が壊れていくものではないということを申し上げて、

教訓にしなければならないというふうに思います。 

  次に、２番目の問題ですけれども、やっぱり合併してよかったとの意見が少ないと。そのことは率

直に申し上げなければならないというふうに思うわけです。そうした点で、やはりいろんなものが不

便になったということは、しょっちゅう耳に入れられることであります。 

  いろんな問題が総合支所で完結しないで、こっちの本庁のほうに問い合わせなどをしてなかなか解

決しないというような問題もしょっちゅう聞かされてきたわけであります。 

  先ほども申し上げましたけれども、住民の負担増というものも同時にもたらされたわけで、やはり

合併によるいろんな財政効果が生まれて、そして基金なんかも積み上がった状況を見れば、例えばま

ちづくり基金なども相当ふえているわけで、そういうことを考えると、忠類だけをよくせいというこ

とではないのですけれども、新町全体が旧忠類村でやっていたサービスに近づいていくような努力を

することが、やっぱり合併してよかったと言ってもらえるような、そういう行政になっていくのでは

ないかと、そのように思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 忠類の皆さんに、合併してよかったと言っていただけるまちづくりを進める、こ

れはもう最初から今も変わるものではありませんし、これからも当然続けていかなければならないの

だろうというふうに思います。もちろん負担の関係では、今までから忠類村時代から幕別町と合併し

たことによってふえたものもあるでしょうし、逆にそうでないものもあるのかもしれませんし、これ

はよくなった部分、あるいは今おっしゃられるようにデメリットの部分もきっと合併によってあるの

だろうと思いますけれども、そうしたことを一つ一つ乗り越えながら、新しいまちづくりを進めると

いうのが、これは私どもの責務だというふうに思っておりますので、これからも引き続き町政を担っ

ていくための新しいまちづくりというのは、これからも変わることは私はないのだろうというふうに

思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） そうした点で、合併した今、いろんな点で本来の地方自治体の役割である住民の

福祉の向上などにやはりきちんと対応していくことが大切だというふうに思います。小学校卒業まで

医療費が無料になるでありますとか、いろいろな幕別町の忠類の地域に地域密着型の特養ができただ

とか、そういういい面もあるわけで、そうした点では忠類の住民が本当に幕別町と合併してよかった

と、そう思ってもらえるような努力を今後も続けていっていただきたいというふうに思うわけです。 

  次に、３点目であります。そういうことで、忠類地域の状況というものがしっかりと把握されて今

後も行ってほしいと思うのですが、調べてみますと、例えば函館と合併した椴法華村でありますとか、

恵山、南茅部などの人口は、椴法華などでは 30.1％、それから恵山 26.1％、南茅部 20.9％というよ

うな人口の減少があります。それに比べて忠類は 12.何％でしたか、の減にとどまっております。し

かしながら、やはりほかの町村、例えば大樹町の人口の減少は、どのぐらいかといいますと、この忠

類が合併してからのあれを見ますと 7.7％にとどまっている。それから更別村は 1.9％の減少、それか

ら中札内村は 3.1％の増加というようなことで、忠類の周りの町村は忠類ほどの落ち込みにはなって

いないわけです。 

  函館の合併した町村のような減少、人口減になっていないことの一つには、やはり忠類総合支所と

いう形でその 27 人、８人の支所を維持していただいて、そして行政に当たっているということも大き

なその支えになったのではないかと思うのですよね。だから、以前の一般質問でも申し上げましたけ
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れども、いろんな工夫をして忠類の地域の総合支所の仕事を、みんなこっちに持ってこないで、光通

信でもう結ばれているわけでありますから、やはり忠類の総合支所にそれなりの仕事を残すのだと。

例えば前に申し上げました、今、牧場の管理なんかは向こうでやっている。それから町有林の管理な

んかも向こうでやったらどうかという提案をさせていただきました。向こう側のほうに町有林なんか

張りついているという関係もありますのでね、そういうことだとかさまざまな仕事を向こうに残すこ

とが、忠類の総合支所を残していく保障になるのではないかというふうに思うのですよね。そういう

努力もして合併した周辺の地域を、やはり過疎にさせない努力が必要でないかというふうに思うので

す。 

  質問でも言いましたけれども、忠類村も一般会計で二十数億円、特別会計も入れれば 30 億円近くの

予算をあの地域で回してきていたわけですよね。そういう結果、商業活動なんかもそれなりに行って

いたわけなのですけれども、それがやはりそういうことにならない結果、今、商店なども大変な状況

にありまして、食料品店なんかもなくなっていけば、それこそお年寄りなどの本当に住みにくい地域

になってしまうというふうに思うわけで、ぜひともそうした点での努力をしていっていただきたいと

いうふうに思うわけです。 

  もう一つ、地域住民会議があるのですけれども、地域住民会議は町長の諮問機関という位置づけで

いろんな意見を町長に投げかける役割を果たしているのですが、もう一歩進めて地方自治法が改正さ

れて、地域自治組織、それを地域自治区というような形で設けて、そして一定の予算も持った上で、

地域の自治活動をやはりしっかりと定着させていくことによって、その地域の寂れといいますか、活

性化を図っていくという、そういうあれが地方自治法に位置づけられたわけですので、これは地域自

治区は忠類の地域だけにつくるというわけにはいかなくて、やっぱりそれを設ける場合には、ほかの

地域にも満遍なく設けなければならないことになっておりますけれども、ぜひともそういう地域住民

会議だけでなくて、地域の自治活動を活発化させ、定着させていく中で、その地域が息づいていける

ようなそういうことも将来考えていくべきではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 住民会議のあり方については、先ほどもご答弁させていただきましたけれども、

来年で 10 年一区切りがつくわけであります。これらを含めながら 10 年の経過を踏まえながら、今新

たにできました、今、忠類地区に 14 の公区がありますけれども、この公区長連絡会議とどう整合性を

とっていくかというような課題もあります。そういったことを含めながら十分検討させていただきた

いというふうに思います。 

  また、自治組織の関係は、これは合併時からそういうことも話題にのっていろいろ議論もされた経

緯があります。ただ、おっしゃるように、忠類地区だけではなく、つくればそれでは札内も幕別もと

なるけれども、本当にそこまで町に必要かということになると、どうしても最後は決着がつかない、

決定ができなく回ってしまったと、結局議論だけで終わってしまったという経緯はあります。引き続

き、そういったことが今後望まれるものであり、必要性が出てくれば、これはまた考えなければなら

ないかもしれませんけれども、今段階で、こちらの町側から声かけて、すぐどうかということには今

ならないのだろうというふうには思っております。 

○議長（古川 稔） 増田議員。 

○17 番（増田武夫） 一番合併してみんなの気持ちに大きく響いたのは、やはり合併しなければやって

いけなくなるというそういう思いのもとに合併したけれども、合併して９年、10 年たった今、合併し

なかった町村、財政もどんどんよくなっているではないかと、財政再建団体になった自治体は一つも

ないよというような現実を見せられたときに、本当にこの合併がどうだったのかという、そういうこ

とにならざるを得ないということになります。 

  そうしたことを思えば、やはり今言いましたように、地域で自治活動がしっかりと定着していくよ

うな、忠類の住民の人たちもいろんな活動で積極的な行動を起こしていると思います。そういう努力

には私自身も頭が下がるわけなのですけれども、そうしたさまざまな住民活動がしっかりとこれから
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も息づいていくように、町としてもしっかりとサポートしていただきたいと。そうしていくことが本

当に一体感の出た、合併してよかったと言えるようなそういうものになっていくのではないかと思い

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  ４番目でありますけれども、地方交付税、いろいろな合併してからの市町村の働きかけでいろいろ

な措置が講じられつつあるというようなことがこの答弁で述べられておりますので、今後も一層そう

いう点での働きかけを強めていただきたいというふうに思うわけですけれども、政府の合併の一番の

眼目は、そうやって自治体を少なくして、最終的には一本算定になったときに、財源がうんと少なく

て済むよというそういう思惑で合併を進めていったわけでありますけれども、しかしながら、やっぱ

り合併して周辺になった地域のその現状を見ますと、本当にこれでよかったのかと、そういうような

意見が出てくるのは当然の状況になっておりまして、非常に残念な結果であります。引き続き地方交

付税については、努力をしていっていただきたいというふうに思います。 

  時間もありませんので、最後の問題でありますけれども、今、この合併 10 年ぐらいたちまして、国

会でもさまざまな議論が行われています、合併に対するですね。３月４日の日には参議院の国の統治

機構に関する調査会というのが開かれまして、そこで東京大学の名誉教授の西尾勝さんという人、こ

れは第 27 次から相当の期間、地方制度調査会の委員をやられたりして、町村合併に対する西尾私案な

ども出して、それで小さい自治体はほかの大きい自治体に面倒を見てもらえばいいのだというような

私案だったもので、市町村からも相当批判を受けた西尾私案を出して、やっぱり合併の推進の立場だ

った人でありますけれども、その人が４日のその調査会で、何を言っているかといったら、当時は合

併を推進する立場だったが、結果を見ると大失敗だったと言わざるを得ないと。それぞれの地域の自

治を守る方策を考えるべきであった。本人が大失敗だったと言っているのですよね。何か僕も直接読

んだわけでないのでちょっとあれなのですが、総務大臣も今度の国会で、合併は失敗だったというよ

うなことを言っているということであります。 

  やはりそうした財政のむちをもって、そして合併にあれして、町長の答弁にありますけれども、自

治体の半分ぐらいになってしまったという状況の中で、合併の周辺地域がどんどん過疎化していくわ

けなのですが、そうした折に、増田元総務大臣やった増田さんが参加する地方創成会議というものが

自治体の消滅論を発表して、こんな冊子であれも出ているのですけれども、その 896 にも及ぶ自治体

が消滅していくのだと。そういうようなことを言い出して、そして地方を不安にさせると。その根拠

は、その自治体に二十から 30 代の若い女性が今の半分以下になってしまう、そういうような自治体は

みんな消滅していくのだというようなことなのでありますけれども、しかしそれを今度は、先ほど言

ったような道州制の問題に結びつけて、そして道州制を推進するその一つの役割にしていこうという

ような動きが強くなってきているわけです。 

  先ほど町長も道州制については、町村会、全国町村会だとか議長会が反対の立場をとっているとい

うお話でありましたけれども、そこには町長はどういう立場かということが抜けているのですけれど

も、地方の自治体をあずかる者として、やはりこの道州制がどういう役割を果たしていくかというこ

とを次の町政にもしっかりと受け継いでいっていただきたいというふうに思うのです。 

  これ北海道の町村会が出した道州制の何が問題かという冊子なのですけれども、これにはこういう

こと書いてあるのですね。町村からのメッセージということで、私たちはふるさとを守りたいという

文の中に「道州制が導入されれば、財源が豊かで投資力のある大都市圏がますます豊かになるだけで

あり、財源や投資力に乏しい農村や山村、漁村はますます疲弊し、活力を失っていきます。それは平

成の市町村合併により周辺化した地域の状況を見れば明らかです」と。そのようにまで言っているの

ですよね。やっぱりこの全国町村会が共通の認識として出したこういうことにもしっかりと学んでい

かなければならない。全国町村議長会でもこういうようなパンフレットを出して、そして道州制には

反対だという姿勢を明らかにしております。 

  そういうことを考えますと、この平成の大合併が失敗だったと、そういうことを進めていた人たち

も言っているわけですよね。今度は先ほど言ったような人口がうんと減っていって、消滅の自治体が
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800 も、半分以上が消滅していくのだというようなことをてこに、さらに道州制に進めていこうとす

るようなことは、やはり防いでいかなければ、周辺地域、農村、今、ＴＰＰなどが推進されて、この

農村などが非常に厳しい状況に置かれようとしている中で、地方創生などと言って、政府も乗り出し

てきているわけですけれども、やはりそういう…… 

○議長（古川 稔） 増田議員、済みません、時間ですからまとめてください。 

○17 番（増田武夫） 一つ一つにしっかりとこれからも対応していかなければならないというふうに思

います。そういうことで、先ほどの質問でもありませんけれども、私も 42 年弱の中で、相手が病気で

いないときは別にして、全ての議会で質問をさせていただきました。これからも町村議会がこうした

議論の場になることを祈念しまして、質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（古川 稔） 以上で、増田武夫議員の質問を終わります。 

  この際、13 時まで休憩いたします。 

 

12：06 休憩 

13：00 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、野原恵子恵議員の発言を許します。 

  野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 通告に従いまして、以下の点について質問いたします。 

  １、国保加入世帯の現状についてです。 

  今、住民の負担能力をはるかに超える国保税が全国各地で大問題となっております。こうした高過

ぎる国保税の第一の要因は、国の予算削減です。1984 年の国保法改定で、それまで医療費掛ける 45％

だった国庫負担を医療費掛ける 38.5％（給付費掛ける 50％）に削減したことを皮切りに、国の責任を

次々後退させてきました。その結果、市町村国保の総収入に占める国庫支出金の割合は、1984 年度の

49.8％から 2012 年度には 22.8％にまで減っています。 

  もう一つは、不況の深刻化、非正規労働者や年金生活者の増加などで加入者全体の所得が低下して

いることです。1984 年度の国保加入世帯の全国の平均所得は 179 万円でしたが、2012 年度は 141 万円

に落ち込んでいます。これに対し、国保の１人当たりの保険税は 1984 年度の 3.9 万円から 2012 年度

は 9.1 万円まで引き上げられています。 

  加入者の所得が低下している中での国保税の引き上げは当然のごとく滞納を増加させます。こうし

て国保は財政難から保険税の引き上げ、滞納増、財政難という悪循環を抜け出せなくなったのです。 

  以下、次の点について伺います。 

  ①国保加入世帯数と所得階層別未納件数は。 

  ②短期保険証と資格証明書の発行件数、被保険者にどのように届けられているのか。 

  ③恒常的な低所得を対象とした免除制度を。 

  ④滞納世帯に対して、機械的な差し押さえではなく、丁寧な指導を行い、制裁措置を行わないこと。 

  ⑤国に国庫支出金の増額を求めていくこと。 

  次、２です。国の責任で現在の国保制度の充実を。 

  政府は、2015 年度から国保を広域化・都道府県単位化にするとしています。 

  制度改変を先行実施している大阪府では、保険財政共同安定化事業への拠出金の割合が変更になり、

給付費が高く低所得の加入者が多い大阪市に引っ張られる形で、保険税を低く抑えている他市町村の

国保税が引き上がる事態が起こっています。 

  埼玉県では、県当局が、長期にわたる法定外繰り入れは好ましくないと市町村の国保行政への介入

も行われています。 

  国保の広域化・都道府県単位化は住民負担増と市町村国保への統制が懸念されます。国保の保険者
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を都道府県単位にするのではなく、今までどおり市町村とし、皆保険制度にふさわしい制度に充実さ

せていくことです。 

  したがって、国に対して、現在の市町村体制を維持し、国民の皆保険制度の責任を果たすよう求め

ていくこと。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 野原議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、「国保加入世帯の現状について」であります。 

  日本における医療保険制度は、原則として全ての国民が何らかの公的医療保険制度に加入する国民

皆保険に最大の特徴があり、その制度の根幹をなしているのが、現在、市町村が運営している国民健

康保険制度であります。 

  国民健康保険は、被用者保険等に加入している者を除いた、全ての人を被保険者としていることか

ら、「被用者保険等に比べ低所得の加入者が多い」「年齢構成が高いこと等により医療費水準が高い」

「所得に占める保険料が高い」といった構造的な課題を抱えております。 

  このような構造的な課題から、多くの市町村では収支不足額に対して、一般会計からの法定外繰り

入れを行ったり、繰上充用を恒常的に実施せざるを得ないのが実情であり、その財政運営は大変厳し

い状況に置かれております。 

  ご質問の１点目、「国保加入世帯数と所得階層別未納件数について」であります。 

  本町の国民健康保険加入世帯数については、平成 25 年度末現在で 4,434 世帯であります。 

  次に、所得階層別未納件数については、平成 26 年５月 31 日現在で、未申告が 230 世帯、100 万円

未満が 274 世帯、100 万円以上 200 万円未満が 190 世帯、200 万円以上 300 万円未満が 88 世帯、300

万円以上 400 万円未満が 16 世帯、400 万円以上 500 万円未満が４世帯、500 万円以上が２世帯であり、

合計 804 世帯となります。 

  ご質問の２点目、「短期保険証と資格証明書の発行件数と被保険者への発送方法について」であり

ます。 

  初めに、被保険者証の有効期限を６カ月とした「短期被保険者証」の交付件数については、平成 27

年２月末現在で 226 世帯、455 人であります。 

  また、「資格証明書」の交付件数については、平成 27 年２月末現在で 10 世帯、10 人でありますが、

そのうち６世帯、６人が居所不明のため実交付件数は４世帯、４人となっております。 

  次に、短期被保険者証と資格証明書の交付方法についてでありますが、平成 25 年 10 月の一斉更新

時から有効期限満了前に全て郵送にて交付しているところであります。 

  ご質問の３点目、「「恒常的な低所得」を対象とした免除制度について」であります。 

  国民健康保険税は、地方税法に基づき納税義務者の負担軽減を図るために所得に応じて７割、５割、

２割の法定軽減措置が行われており、それらの減額分については国民健康保険の財政運営上支障がな

いよう国等により補塡されているところであります。 

  また、平成 26 年度からは、５割軽減と２割軽減に係る軽減判定所得が見直されたことにより、軽減

措置が拡大化され、さらに負担軽減が図られたものと認識いたしております。 

  町といたしましては、低所得者に対する負担軽減は法定軽減措置が基本であり、恒常的な低所得者

を対象とした一律の減免制度による税の免除措置等については、国等における完全な補塡措置がなく、

結果的に他の被保険者の負担となってしまうなど、税負担の公平性を欠くことにつながることから、

その制度化は難しいものと考えているところであります。 

  国保税の支払いが困難な方については、納付の猶予や保険税の分納など納付の相談により対応いた

しておりますが、今後ともきめ細やかな対応に努めてまいりたいと考えております。 

  また、幕別町国民健康保険条例第 29 条第２項に「災害等により生活が著しく困難となった者若しく

は、これに準ずると認められる者、または特別な事情がある者に対し、国民健康保険税を減免するこ
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とができる」と規定されておりますので、個別の案件ごとに親切、丁寧な対応に努めてまいりたいと

考えております。 

  ご質問の４点目、「滞納世帯への対応について」であります。 

  滞納者への対応といたしましては、文書、電話等による督促、納税相談の呼び出し通知、催告書を

送付するなど、さまざまな働きかけを行い、この段階で連絡をとることができた場合に、課税面での

再確認を行った上で、納付できない理由をお聞きし、生活面での改善の指導や他の債務の返済状況に

合わせた納付計画の提案などの対応を行っております。 

  相談の中で明らかに生活困窮である場合につきましては、生活保護や児童扶養手当の申請など福祉

制度の活用を勧めるなど、滞納者に寄り添った対応を心がけているところであります。 

  また、納付や連絡がない場合についても、夜間や休日の臨戸訪問を行い、できる限り早い段階で接

触を図るよう努めております。 

  しかしながら、再三の通知や臨戸訪問、その後の差し押さえ通知送付後も、納付や連絡がない、相

談しても納付できない理由を明確に示されないなど、納税に対する誠意のない滞納者に対しては、滞

納処分を実行しているところであります。 

  滞納処分につきましては、地方税法の規定に基づく行政処分であり、自主財源の確保や納税の公平

性の確保の観点からも必要な措置であると認識いたしており、今後におきましても、滞納者の経済状

況等を十分に勘案しながら、適正な対応に努めてまいりたいと考えております。 

  ご質問の５点目、「国庫支出金の増額を求めていくことについて」であります。 

  国民健康保険の国庫支出金については、昭和 41 年度には療養給付費補助金として医療費に対して

40％が交付され、合わせて調整交付金として５％が交付されておりました。 

  その後、昭和 59 年度には、当補助金の交付対象が医療費から患者一部負担金を差し引いた医療給付

費分に改められるとともに、調整交付金については医療給付費分に対して交付率が 10％に引き上げら

れ、合わせて 50％の国庫負担率となっております。 

  現在では、医療給付費に対する国庫負担金の交付率は 32％で、国の調整交付金は９％、都道府県の

調整交付金は９％となっておりますことから、国と北海道により 50％相当分が措置されているところ

であります。 

  国においては、平成 26 年度に約 500 億円をもって実施した低所得者向けの保険料軽減措置の拡充化

をさらに進めて、平成 27 年度からは、保険料の軽減対象者数に応じた保険者の財政支援策として国費

1,700 億円を投入するという方針を打ち出されております。 

  さらに、国では、平成 29 年度以降も毎年 3,400 億円を国民健康保険の財政安定化等に活用するとし

ておりますので、国民健康保険財政の運営の健全化に向けて、これらの対策が確実に実施されるよう

国等に要望してまいりたいと考えております。 

  次に、「現在の国保制度の充実を」についてであります。 

  現在の国民健康保険運営における構造的な問題の解決は、市町村単位の保険者だけでは難しいとい

う現状を踏まえて、国では、社会保障改革プログラム法に基づき、持続可能な医療保険制度等を構築

するため、国保財政基盤の安定化などの支援対策に取り組み始めたところであります。 

  また、「社会保障制度改革推進本部」においては、平成 30 年度から都道府県が、国民健康保険の財

政運営の責任主体となり、市町村とともに国保の運営を担うことを趣旨とした「持続可能な医療保険

制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律案」を取りまとめたところであります。 

  今後、この法案が成立しますと、平成 30 年度以降は、都道府県と市町村がそれぞれ役割を分担し、

国民健康保険の運営を行っていくこととされております。 

  国保の広域化により期待される効果については、規模の大きな保険者となることによる運営の安定

化、医療計画の策定者である都道府県が国保運営の責任を有することによる良質な医療の効率的な提

供に資することなどが挙げられております。 

  一方で、国民皆保険を支える国保の安定化を図ることは極めて重要な課題であり、そのあり方につ
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いては、不断の検証を重ねることが重要であるとし、今後もさらに検討を進めていくこととされてい

るところであります。 

  町といたしましては、国民皆保険制度が堅持され、町民の皆さんが安心して日常生活を過ごせるよ

うに、国保制度の見直しが慎重に進められていくように、他の自治体と歩調を合わせて国等に要望し

てまいりたいと考えております。 

  以上で、野原議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 国保世帯のその世帯数と所得階層別未納件数というところでは、804 世帯が滞納

しているということです。その中で、未申告 230 世帯、全体の 28.6％が未申告の世帯で滞納をしてい

るということです。 

  それで、国保のその制度の説明の中では、所得を申告していない場合は軽減の対象となりませんと

いうふうに記載されております。この未申告世帯の世帯状況を押さえているのかどうか、もし押さえ

られているのであれば、その中でどのぐらいの所得にしているのか、そういうようなこともきちんと

調査をいたしまして、軽減の対象になるのであれば、そういう処置、町民に対してそういうことをき

ちっと指導していかなければならないと思いますけれども、この未申告世帯というのはどのように押

さえられているのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 未申告世帯における世帯状況はわかっているのかという話でございますけれ

ども、私どもも税を賦課する際においては、的確に賦課し、公平な負担を求めるというのが原則でご

ざいます。そういう面からは、申告をいただくというのを基本としておりますけれども、未申告とい

うことでございますので、その実態というものをなかなか知ることができないといったところでござ

いますので、それらに対する軽減においても、実際のその現実の生活というものがはっきりしない以

上、それらの軽減措置がとることができないということでございますので、ご理解いただきたいとい

うふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 所得の状況を把握していないということでありますけれども、この滞納世帯に対

しては税を納めてほしいという要請はしていると思うのですね。そういう中で、税の、どのぐらいの

所得の状況かということは把握することはできるのではないのでしょうか。そういう手だては行って

いるのかどうか。もし行っていないのであればこういう制度があります、それで軽減策できる世帯が

あるのであれば、そういうことを講じましてきちっと納めてもらう、そのことが収納率の向上にも上

がるのではないかと思うのですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） ただいまのご質問でありますけれども、無申告ということですから、収納の

状況がわからない、誰かかれか電話でもいただければ、その段階で私どもお話等してですね、所得の

把握をしたい、そのように努めております。 

  よろしくお願いします。以上です。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 未納している方々に丁寧な対応をしていくということは、そういう納められない

わけですから、何らかの事情で納められないわけですよね。その納められない理由は把握してると思

うのです。そういう中で、納められない方で所得の軽減対象になるとかそういう世帯の方がおりまし

たらきちっと申告をして、それで税の軽減策を講じるべきだという指導、当然あるべきだと思うので

すよね。そうすることによって、納められる国保税であればきちっと納める、そのことが収納率の向

上に上がるのではないですか。その点はどのようにお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） 先ほどからの繰り返しになりますけれども、申告があれば、接触があれば、
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すぐそういう生活状況、本人からの面談によって生活の状況はどうなのだと無駄な支出はしていない

だろうか、それとも例えば電気代が、タクシーだとかいろんな状況ですね、そういう状況をお話でき

るわけです。この現在の 804 世帯というのは、全く私ども、接触できないわけです。本人と話がもう

できないわけです。ですから、それで仕事の状況がゼロという形で課税をしているということになる

かなと思います。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 私は、今、未申告の 230 世帯にどういう対応をしているのかということをお聞き

しましたら、804 世帯には接触できていないと、そういう答弁でしたけれども、それであればどのよ

うな対応をしていたのか問われるのではないですか。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） 804 世帯でなく 230 世帯、未申告の 230 世帯ということであります。失礼し

ました。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 未申告に対する接触という部分については、今、税務課長からもお話ありま

したけれども、私どもとしましても、国保のほうで賦課をしているということから見まして、６月、

５月ぐらい、５月の中旬ごろに大体この賦課状況がわかってくることでございますが、その段階で未

申告の方がいらっしゃった場合においては、申告していただくように勧奨するという行為は行ってお

ります。その上で、なるべく私どもが確定賦課する前までに申告していただくことによって、当初か

らの軽減を受けれるといったところにもつながりますことから、それらの措置はしているといったと

こでございます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） それでは、この未申告世帯に対しまして、きちっと申告をして、もしその対象に

なるのであれば軽減策も講じるよう、そういう指導も行った中での申告がない、こういう手だてはき

ちっと講じていることなのでしょうかね。その中でも申告しない世帯がこれだけありますよというこ

とで、そこが滞納につながっているという、そういう押さえでいいのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） はい、今、お話ありましたとおり、私どもとしましても、賦課時点において

はなるべく申告してもらって的確な賦課ということをしていきたいということでございますので、こ

こにある 230 世帯というものにおいては、再三私どもも賦課後もお願いをするのですけれども、なか

なか申告していただけないといったような世帯であるということで、把握していただければというふ

うに思います。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） はい、それがきちっと制度の説明をしまして、軽減策を講じれるのであれば講じ

て納入するという、そういう指導をきちっとしていくことによりまして、収納率も上がりますし、納

めていく手だてというのができると思うのですよね。そういうきめ細やかな対応をしていくというこ

とが、やはり町民から信頼されて、税に対する姿勢も町民が変わってくる、そういうことにつながっ

ていくと思うのです。ですから、そういう対応をきちっとしていくということが、これから本当に求

められていくことではないかと思います。そういう手だてをしっかりこれからもとっていっていただ

きたいと思います。その点、これは職員の姿勢につながりますので、全てのことの姿勢につながりま

すので、そこをきちっと手だてをとっていただきたいと思いますが、いかがですか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 繰り返しの答弁で申しわけありません。私どもといたしましては、先ほどか

ら申し上げましたとおり、的確な賦課をしてそして公平な負担をしていただくということが原則でご

ざいます。そういうことから言いまして、再三そういう返納申告を行っていただけるように、私ども

国保を担当する課はもとより、税務課も一体になってやっているところでございますので、ご理解い
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ただきたいというふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 次、２番目ですが、短期保険証と資格証明書です。それで、今、短期保険証、資

格証明書、この発行数も明らかになりました。この中で、保険証をどのように送付、届けているかと

いうことでは、留置はしていないということで、全ての方に送付しているという、そういう答弁でし

た。これは本当に大事なことでありまして、再三、国保会計の中でも留置しないようにということを

質問していく中で、昨年の 10 月から全ての方に送付しているということです。これもしっかりと堅持

していっていただきたいと思います。 

  次に、３番目の恒常的な低所得者に対する減免制度、ここですが、今、本当に働いている方々の働

き方も多様になってきておりまして、非正規雇用ですとか、派遣雇用など、本当に雇用が不安定にな

ってきております。そういう中で、収入も低くなり、恒常的な収入というのは、こういう働き方が大

きな要因になっていると思うのですが、そういう中で、本当に低所得の中で働いている方がふえてき

ているのですね。ですから、減免制度をされても、そういうものも適用されていながらでも滞納世帯

がふえてきている。このことが証明しているのではないかと思います。 

  平成 25 年度の決算の中でも明らかです。今回の答弁もそうなのですけれども、100 万円から 200 万

円未満の中では、62.7％が所得の低い方の滞納が多いのですね。ですから、減免制度を行ってもこう

いう恒常的な収入が少なくて滞納につながっている。ここでは一般財源の繰り入れも行って手だては

とっているという、そういう姿勢はよくわかるのですけれども、それでもこれだけ滞納があるという

ことは、払えない国保税だということが、もう滞納の中で明らかになってきていると思うのです。で

すから、町としても、そこの手だてをしっかりと行っていくことが納入率の向上にもつながりまして、

町民の健康を守っていく、そういうことにつながると私は思いますので、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） 減免制度という独自の制度はどうかと、再三何回も議会の中で難しいという

話はしているかなと思いますけれども、我々のほうでは分納制度というものがあります。それで、一

度に払えなければ、今、国保は８期の納期の分けなのですけれども、10 回に分けるとか 12 回に分け

るとかそういう形を連絡していただければ、納税者の方とご相談申し上げて、そのような分納の誓約

書といいますか、計画書をやっているものでございます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） そういう分納制、いろいろな手だてで納めてもらうように講じているということ

なのですけれども、結局滞納になりますと、それが不納欠損につながっていきまして、不納欠損で処

理される、そういうことであれば、税金が不納欠損で町に入らないわけですからね、そういうことを

考えますと、町財政全体から見ますと、そういう措置をするのであれば軽減策を講じて一人でも多く

の方に国保税を納めてもらう、そういう手だてをとったほうがずっと町民の納税率が向上するとか、

それから財政の円滑化につながるのではないかと思うのですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 減免につきましては、これまでもいろんなご指摘がございました。ただ、私

どもといたしましては、国保税というのは前年の所得に対してご負担をいただくという原則の中にお

いて、一律に全てを一所得水準をもって減免するということにつきましては、やはり他の納税者との

公平性の確保という面からは難しいことだというふうに思います。 

  また、国保財政上も一律減免、これ条例減免においても同じなのですが、一律的にある一定の所得

において減免するということになりますと、やはり国並びに北海道からの道調整交付金等の措置が受

けれないと、ひいては結果として他の国保税を払っている方に対して負担を求める形になってしまう

ということから考えても、一律にある一定の所得をもって減免するということについては、大変難し

い問題であるというふうに思いますし、今の段階においてはできない部分というふうに私ども考えて

いるということでございます。 
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○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 今の段階ではということなのですけれども、国保税が本当に払えない、納められ

ない、こういうのは現実として収入に占める国保税の割合が引き上がっていっている、これは現実の

問題だと思うのですよね。そうしますと、これは命にかかわる健康保険ですから、そしてその国民健

康保険は収入の少ない人たちの入っている本当に医療費にかかわるその負担、医療費を補助していく

健康保険制度なのですよね。ですから、だんだんだんだん国保税が上がるということは、そこを保障

できなくなってしまう、そういう可能性が大変大きくなる、これ本当に心配なことではあると思うの

です。ですから、そこのところを町の責任として財政負担していくというのは、今後、本当に求めら

れていく部分ではあると思うのですよね。国のそういういろいろな縛りはあるとしても、町としてそ

の手だてをとっていくということは、町民に責任を負っていく自治体としては、非常に大事な部分で

はないかと思うのですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（川瀬俊彦） 国保会計につきましては、この幕別町だけではなくて、全国的に非常に構造

的な課題を抱えて、非常に厳しい財政状況です。それの要因につきましては、もう既にご存じだと思

いますけれども、国保制度が発足した当時は自営業者、農業者、そういう方が占める割合が多かった

ということでありまして、現在は退職された方が構成員のほとんどを占めると。そのようなことから

所得の割と年金収入だけで低い方が、どうしても構成員として多いということでの構造的な課題が近

ごろはかなり出てきたということになります。 

  医療費につきましても、やはり高齢者が占めておりますから、どうしても医療にかかる方もふえる。

また医療そのものが高度化してきて、かなり医療が高くなってきている。いろいろな要因があってこ

れは社会保障費として上がってきている、そのような構造があると思っています。 

  その中におきまして、国ではやはり国保の基盤をしっかりとしなければならないというようなこと

で、これは国費を投入して、低所得者軽減策もこれは 26 年度から拡大されておりますし、今後におき

ましてもいろいろな手だてを打って基盤を安定させるように国は向かっております。ですから、町村

としましても、国のそういう動きに合わせて、あとはできることをしていくというような考えでいき

たいと思っております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） そのことはまた、最後の質問のところにもかかわっていきますので、次の質問に

移りたいと思います。 

  そこで、やはりその国の制度が、国が自治体、地方に対して国保にかかわる負担を下げてきている、

そこに大きな問題があるということを、それは共通の認識だと思うのです。ですから、国に対してし

っかりと財政負担をしていくことを求めていくことが必要ではないかということは、そこなのですよ

ね。自治体だけではやはり限界があるということで、しっかり国に国保に対する国の責任で自治体に、

国保会計に財政負担をしていく、そこが本当に大事だということで、ですから、地方の自治体からも

しっかりと意見を上げていく。そことかみ合わせて、それで滞納対策もしていく、国保税を引き下げ

ていく、そういう手だてが必要だと私は思うのですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 国保税の国に求めていくということでございますが、今も部長からもお話あ

りましたとおり、現在、国においては 27 年度から低所得対策の強化ということで、２割、５割、７割

軽減の拡充と保険者支援ということで約 1,700 億円を投じて実施するということに聞いております。 

  また、30 年度からにおいても、さらに 1,500 億円を投じて財政基盤の強化と財政リスクの分散と、

また、精神疾患等に関する医療に関する支援等を含めて 1,700 億円を投じると。合計で 30 年以降につ

いては 3,400 億円を投じて国保の財政安定基盤を図っていくということとなります。 

  3,400 億円と申しますと、大体国保の全国の加入者数が 3,460 万人ほどいると言われておりますの

で、ほぼ大体被保険者１人当たり１万円ぐらいの国保財政の支援ということとなるということでござ
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いますので、町としましては、それら国保財政に対する支援を確実にやはり国において実施していた

だくことが、町の国保並びに今後 30 年以降については、今、都道府県化というふうにも考えられてお

りますが、そういう国保の安定的な運営につながるということを考えているところでございます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 今、国が平成 26 年度から 500 億円という保険税の軽減措置の拡充化を図るとい

うことでしたけれども、これは消費税が増税されて、その分を充てるというそういう方針だというふ

うに押さえております。 

  それで、500 億円ということなのですが、これは５割、２割減免の対象拡大ということですけれど

も、これを実際に実施されている、していくということですけれども、これは消費税８％増税で得ら

れる税収分の４分の１程度に過ぎないということが一つ。もう一つ、これから 1,700 億円を投入する

ということですけれども、これも 10％増税の先送りということで、今、実施を渋りだしているという

ことで、ですから、国に対して強力に国庫の負担をしていくことをしっかり求めていかなければなら

ないというふうに思いますので、ぜひ、そこのところを強調していっていただきたいと思います。 

  それで、先ほどですが、私一つ質問することを飛ばしてしまったのですけれども、差し押さえがさ

れているということですけれども、その差し押さえ件数ですけれども、その中で差し押さえの最低の

金額というのは、幕別町ではどのような金額なのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） 差し押さえの金額なのですけれども、平成 25 年度末で、これは前回たしか、

決算委員会のときにも提出した資料かなと思いますけれども、差し押さえの最低額で 34 円、最高額で

20 万 40 円と、そういう形になっております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） その中に、預金の差し押さえとかそういう中で、給与所得ですとか、そういう児

童手当ですとか、そういうものの差し押さえはないのかどうか。それから、この 34 円とを差し押さえ

するというその過程は、どういう状況で 34 円を差し押さえしたのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 税務課長。 

○税務課長（中川輝彦） 34 円につきましては、郵便貯金の差し押さえという形になります。それで、

私ども預金の差し押さえ等をやっております。ただ、給与だとか年金のそういう直接の差し押さえと

いうのはやっておりません。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 郵便貯金の 34 円を差し押さえる、それはどういう形で差し押さえをするという

ふうにして行ったのでしょうか。例えば担当者個人なのか、それともそういうマニュアルとかそうい

うものがあってそれで差し押さえしたのか、その点が非常に大事だと思うのですが、お聞きしたいと

思います。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） 金額 34 円の債権の差し押さえの件ですけれども、金額の多寡ということもご

ざいますけれども、これ 34 円の差し押さえをすることによって、実際にその滞納されている方からの

連絡があることもございます。そういった少額で差し押さえをすることによって、連絡がとれるとい

うような場合もございますので、そういったことを期待いたしまして少額ではございますが、差し押

さえをしているという現状でございます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） それで 34 円を差し押さえして、連絡あったのですか。そういうことが実際にな

いのであれば、見せしめの差し押さえにつながるのではないかと私思うのですよね。それで、そうい

うことをする場合には、しっかりと町で基準を設けて、滞納をした場合には、滞納整理の事務の手続

というそういうものをきちっと定めて、担当者がどのように変わったとしても、その手続によってや

っていくという、そういう手だてが必要ではないかと思うのですよね。そのことがやはり懇切丁寧な
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対応になると思います。その点をお聞きしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） 差し押さえの関係でございますけれども、差し押さえについては基本的なル

ールに基づいて行っておりますが、金額については先ほども申し上げましたように、そういった効果

を期待しながらやってはいるということでございまして、実際にそれが連絡があったかどうかという

ことにつきましては、ちょっと詳細を私は把握はしてございませんけれども、そういったマニュアル

といいましょうか、そういった基本的なルールに基づいて行っているところでございます。 

  そういった何というのでしょうね、全体的に効果を期待しながら、あくまでも、今まで再三再四町

のほうから働きかけをした中で返答がない、納入がないというような誠意の見られない滞納者の方に

ついてのみ行っているものですから、そういったこともご理解をいただきたいなというふうに思いま

す。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） ご理解といっても、ちょっと納得はできませんけれども、34 円の差し押さえです

からね、それがどのように町民に対してきちっと町が手だてをとっているのかということはちょっと

私は疑問に思いますけれども、時間がありませんので、次の質問にさせていただきます。 

  今、政府が国保の広域化・都道府県化、そういうことを進めていくということですけれども、最初

に質問の中で先行してやっている都道府県の中では、さらに町民に負担がかかるですとか自治体の負

担がふえるですとか、そういう問題点が、先行されているところで起きているということなのですよ

ね。 

  それで、広域化を進めていくということの中で、問題点として今出されてきている中では、国保の

広域化保険料を県内統一にすると、市町村が収納率向上の努力を軽視するおそれがある。ですから、

都道府県が統一した保険料を納める直接賦課方式、これは後期高齢者と同じような保険料ではなくて、

都道府県が事業に必要な事業を分賦金として市町村に割り当て、保険料の率・額は市町村ごとに決め

る分賦金方式が望ましい、こういうことが今検討されているということなのですが、それによって何

が起こるかといいますと、その分賦金の割り当てによりまして、市町村の一般会計の繰り入れのあり

方や収納対策を指導することが、今度、都道府県でできる、そういうふうになりますと、一般会計の

繰り入れ、分賦金を確保するというふうに都道府県が決めますと、これは分賦金を納められなかった

場合には、一般会計で繰り入れるということであって、先ほどから低所得者の方々にきちっと軽減策

を講じるとかそういうようなことですとか、それから、全体の国保税を引き下げるだとか、そういう

ことに一般会計の繰り入れが使われない、こういう問題点が起きてくるのではないか、こういうこと

が今論議されている、そういうことも表面化されてきております。 

  それと、国保税の賦課ですとか徴収、窓口業務などにかかわる市町村の負担は軽減されるどころか

都道府県の指導のもとで強化されて、市町村独自の今言いましたように、保険料の軽減のやりくりな

どが非常にやりにくくなる。そして、保険料がますます高騰になる。そういうふうになりますと、住

民の負担が多くなりまして、住民からいろんな不安の声が多く出るのではないか、そういう心配があ

るのが、今回の広域化・都道府県の単位化だというふうに押さえているのですが、その点はどのよう

にお考えでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 現在、平成 30 年からですが、国保運営の都道府県化ということで検討されて

いるところでございます。 

  今、お話ありましたとおり、保険料の徴収方法につきましては、いわゆる後期高齢者医療会計のよ

うな形で統一保険料ということではなく、やはり北海道においても医療費の格差が大変大きくなって

おります。大体 2.8 倍から４倍とかと言われている部分もありまして、それら医療費格差をどうする

かといったところが大きな問題でございます。その医療費格差があるがゆえに統一化ができないとい

うことで、やり方としてこの分賦金というのが編み出されたのですが、結局はその市町村における医
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療費の総額について都道府県は保険料相当分として負担を求めるという仕組みでございますので、言

ってみれば、他の市町村とのバランス等から見たら、努力して医療費を下げることによってそこの町

の保険料も下がってくるという仕組みになりますことから、この方式が多分導入段階においては一番

いいのかなという感じは、町としても受けているところでございます。 

  あと、保険料の軽減ができなくなるのではないかといったところの心配でございますが、そもそも

保険料の軽減というのは、先ほどからの議論でございますが、やはり制度にのっとって軽減措置をす

るということであって、町独自において軽減をするということが本来的な制度運営上どうなのかとい

う一般論の議論がございます。そういうことから見ても、新しい制度になりましても、基本的な保険

料軽減というのは全体の中で考えられるべき問題であって、市町村においてそれぞれの保険料の軽減

措置をするということが果たして本当にほかの町民の方、要するに国保に入っている方以外の方の理

解を得れるのかといったところも慎重に検討しながら、それらの議論というのはしていかなければな

らないものだというふうに考えておりますので、その辺はご理解いただきたいというふうに考えます。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 都道府県の国保、何ですか、保険料を決めていくのは今までどおり町村で決める、

自治体で決めていくということですよね。医療費は広域化で全体で見ていくというということですよ

ね。努力して医療費を抑えたりですとか、それから国保税を抑えているとか、そういうところは広域

化にすることによって、その町その町で独自で今、進めてきた国保会計ですか、そういうものが広域

化によって今まで抑えていたところは高くなってしまう、そういう状況も起こり得ると思うのですよ

ね。ですから、そうではなくて、やはり一つの自治体は自治体で国保をしっかりと制度を守っていっ

て、その皆保険制度に見合うように国がそこに財政を補塡していく、そのことがその町その町で努力

してきたことが、結果として町民の医療費を引き下げ、そして国保税もきちっと経営が安定していく、

国保制度も安定していく、そういうことにつながるのであって、広域化になりますと北海道なら北海

道全域でそれが一元化されてしまうような、そういう危険性が出てくるのではないかと。そういう心

配があって、今、埼玉県ですとか、そういうところでこれは国の言っていることと違うのではないか

ということで、意見を出している知事や何かも、今出てきているということで、制度の矛盾化が先取

りしているところで浮上してきているのですよね。ですから、そういう制度はやはりとどめて、自治

体の責任で国保制度をきちっと守っていく、そういうことが大事ではないかというふうに思うのです

が、その点はいかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 町民課長。 

○町民課長（山岸伸雄） 国民健康保険は、先ほど申し上げましたとおり、国における皆保険制度の本

当に根幹をなしている制度でございます。ゆえに、大変重要な大切な制度というふうに私どもも考え

ております。 

  議員おっしゃっている、他の県ではという部分については、多分、保険財政安定化事業のことをお

話ししているのでないかなというふうに思うのですが、保険財政安定化事業については、現在につい

ては 30 万円から 80 万円、30 万円を超えて 80 万円以下については、保険財政安定化事業ということ

で幕別町も制度としてやっておりますけれども、次年度、27 年度からでございますが、ゼロ円から要

は１円からですね、１円以上については、１円以上 80 万円未満については、今度制度として保険財政

安定基盤事業の対象医療費となりますことから、それらの中で全体的な調整がされてくると。かつ、

要は拠出金と交付金との関係でございますが、現在においては拠出金と交付金の差が３％を超えなけ

れば実質町の持ち出しという形になってしまいますが、今度は１％を超えた部分について、全て調整

をするということになりますから、今よりは逆に町の国保だけを見ますと、財政的にはうまく動くよ

うになってくるのかなというふうには考えているところでございます。 

  それとあと、市町村の今後の分賦金からいって、市町村の努力が保険料に反映しなくなるのではな

いかというご心配でございますけれども、そういうふうに一般的に言われる部分でございます。ただ、

ゆえに、健診をきちっとやって、健診率を上げることによって医療費の削減等をやることが、ひいて
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は保険料にすぐはね返ってくるといったところにもつながってきますから、それらその医療だけでな

く、保健事業の重要性といったところも、今後の広域化に向けては十分その事業をきちっとやるとい

うことも、やっていかなければならないものだというふうに思っております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） 確かにそれは重要なことだと思うのですよね。医療費の削減ということは大事だ

と思うのですけれども、幕別町で独自で一生懸命健診などして医療費を下げていきます。それで医療

費の負担も少なくなります。ですけれども、広域化になりますと、それ以上に努力していないという

言い方は大変失礼なのですけれども、医療費の上がっていくという町村があった場合に、それに分賦

金が上がりましてね、町で努力しても、それが引き上がる、そういう可能性もあると思うのですよね、

広域化というのはね。ですから、そういう点では、この町村独自できちっと手だてをとっていくとい

うことが、本当に大事だというふうに思うのです。 

  それと、今、幕別町が本当に努力して、繰り入れして町民の国保税を下げる努力しています。です

けれども、それができなくなるという可能性もありますので、そういうふうにしますと、広域化が必

ずしも町民の負担軽減につながらない、そこが一番大きな問題になってくると思うのですよね。です

から、町独自できちっと国保を堅持していく、そういう制度を国に向けて意見を上げていくというこ

とが大事だと思うのですが、その点はいかがですか。 

○議長（古川 稔） 民生部長。 

○民生部長（川瀬俊彦） 国保の広域化につきましては、まず医療給付については、都道府県ごとに全

部一律で行われるということですから、これはそういう給付の面につきましては、どこの町でも同じ

ような形で受けられるということになります。 

  今、お話のある分賦金につきましては、これはこれから３年間まだ有余がありますので、その中に

おきまして一定のルールが制度化されて、町村に対して示されることになっています。その中で、そ

れが全て保険料にどのように反映させていくのか、それについては町村がよく考えていかなければな

らない事項だと、そのように認識しております。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） そこがね、先取りしている府県で、国が言っているような制度にはならなくて、

結局持ち出しが多くなったりですとか、町民の負担が多くなっていったですとか、そういうような時

代、それから事務処理が自治体に負担が重くなっているですとか、実際にそういうことが現実となっ

ているので、この広域化と都道府県単位化ということは町村にとって、自治体にとっては有効ではな

いということが先取りしているところで明らかになっているわけですから、そこもしっかり検証して

いただきまして、市町村独自の、今の国保でしっかりとやっていけるような手だてを国に求めていっ

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 今、国保の広域化のお話が出ていますけれども、町村会もそうですし、先般、知

事会がそれを受けるというようなことの決定をしました。したがいまして、このまんま平成 30 年に向

けて広域化になっていくことは、まず間違いないのだと思います。ただ、それに行く過程の中で、今

いろいろなご質問いただきましたようなことが整理されていくのだろうというふうに思っておりま

す。 

  消費税絡みで 3,400 億円の国費を投入するというのがでも一つありますし、我々共済ですとかある

いは大企業の健保からも繰り入れをすると、そのことによって幾らかでも保険料を下げようとか、あ

るいは逆に言えば、食事代を上げるだとか、入院もほかの医院からの紹介がなければお金を取るとか、

そういった負担も出てまいりますけれども、全体的に、今、広域化として何とか国保財政を立て直し

たいという。 

  恐らく広域化だったら、一遍に負担が減って楽になるかということは、これは個人も町村にもいき

なりということには恐らくならないのだろうと、まだまだ厳しい状況は続くのだろうというふうに思
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いますけれども、そんな中で、将来に向けて広域化することによって、安定した国保の基盤をつくっ

ていこうというのが国の大きな狙いであるというわけでありますから、私どもも協力することはもち

ろんやぶさかではありませんけれども、かといって住民の負担が大きくなったり、町村の負担が大き

くなったりということには、もちろんこれは改善を求めていく、そういう姿勢でこれからも町村会と

しても臨んでいくのだというふうに思っています。 

○議長（古川 稔） 野原恵子議員。 

○16 番（野原恵子） はい、終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、野原恵子議員の質問を終わります。 

  この際、14 時 10 分まで休憩いたします。 

 

14：00 休憩 

14：10 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  次に、中橋友子議員の発言を許します。 

  中橋友子議員。 

○15 番（中橋友子） 通告に従いまして、学校教育の１点でお尋ねをいたします。 

  学校教育の充実を。 

  全ての子どもたちに行き届いた教育を進めることは、行政の重要課題であり責任であると考えます。

学力偏重の教育行政が文科省の方針で進む中、過度のストレスや経済負担など、子どもにも保護者に

も重くのしかかっています。加えて、子どもの貧困率が 16.3％、これは 2012 年でありますが、16.3％

にまで上がり、経済支援がなければ教育も十分受けられない現状が生まれてきています。 

  幕別町教育行政は、確かな学力を確実に身につけることを学校の第一の責務と位置づけ、現在、小

学校９校、中学校５校、高等学校は分校と合わせて３校で、総勢 3,200 人を超える児童生徒の教育に

当たっています。小中学校の規模は、普通あるいは特別学級合わせて 29 学級の大規模校から、複式で

２学級の小規模校まであり、校舎も建築年数が 30 年を超えるものがほとんどと見受けます。将来も見

据えた教育環境の整備が計画的に行われ、確かな学力と豊かな人間性が育まれる教育が行われるよう、

次の点をお伺いいたします。 

  ①将来の児童生徒の推移と学校の配置について、どのような見通しを立てていられるか。 

  ②昭和 50 年代に急激な児童生徒の増加に伴い、複数の校舎が建設されてきています。今後一斉に老

朽化に向かうことになることから、将来に向けての整備計画を持ち、財政負担が重ならないようにし

ていくべきと考えますが、いかがでしょうか。また、要望の高い修繕計画はどのように取り組まれて

いくのか伺います。 

  ③大規模校において、特に避難路や非常階段の整備、防災施設訓練など整備が急がれますが、どの

ように対応されていますか。 

  ④専任司書の配置についてであります。この実施については、特に大規模校から実施すべきである

と考えますが、いかがでしょうか。 

  ⑤義務教育は無償とされていますが、補助教材費や部活動費の負担は少なくありません。就学援助

の生活保護基準の引き下げによる影響も懸念されていますが、現行基準の維持と、また父母負担の軽

減について、どのように取り組んでいくか伺います。 

  ⑥困難を抱える子どもを支援するスクールソーシャルワーカーの配置について、計画を伺います。 

  ⑦特別支援員を初め、臨時教員の待遇改善をどのように図っていかれるか。 

  ⑧少人数学級を小学校２年生以上にも拡大していくよう国に求める考えについてお尋ねをいたしま

す。 

  以上です。 
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○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 中橋議員のご質問にお答えいたします。 

  「学校教育の充実を」についてであります。 

  本町におきましては、学校教育の普遍的な取り組みとして「知・徳・体」のバランスのとれた子ど

もの育成を、学校、家庭、地域が連携して取り組んでおります。 

  また、確かな学力の育成には、基礎・基本的な学力、知識や技能の習得に加え、心豊かにたくまし

く生きる力を身につけ、人間として成長するための能力を育むことが必要でありますことから、情操

教育、道徳教育、人権教育などの充実を図りながら、あわせて全国学力・学習状況調査の結果などを

活用し、各学校における学力向上プランの着実な実施と検証や学習規律の確立を図るなど、学校改善

の取り組みを進めております。 

  ご質問の１点目、「将来の児童生徒数の推移と学校の配置について」であります。 

  初めに、将来の児童生徒数の推移についてであります。 

  平成 26 年５月１日現在、本町の小学校９校には 1,527 人の児童（普通学級数 63）が、中学校５校

には 854 人（普通学級数 31）の生徒が在籍しております。合計は 2,381 人であります。 

  少子化の進展は、本町におきましても例外ではなく、児童生徒数は、今後も徐々に減少し続けるこ

とが予想されますが、社会増減を考慮せずに現在の町内居住者をベースとした場合、６年後の 32 年度

には、小学校で 1,328 人、26 年度と比較しますと 199 人の減（普通学級数８減）、同様に中学校では

736 人、26 年度と比較して 118 人が減少し（普通学級数６減）、合計では 317 人、13.35％減少するも

のと見込んでおります。 

  次に、学校の配置についてであります。 

  幕別町教育委員会では、昭和 60 年に定めた「幕別町の教育施設整備に関する基本方針」を廃止し、

平成 20 年９月に「幕別町の小規模小中学校のあり方に関する基本方針」を制定し、学校のあり方を地

域住民の方々と一緒になって考えてまいりました。 

  この基本方針においては、小学校、中学校ともに３学級以上の学級数を維持していくことが望まし

いが、通学に要する負担や地域における学校の役割等を考慮して、学校存続に関しての学級数を要件

としないことなどを定めたところであります。 

  本年１月下旬には、文部科学省から「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」

が発出され、「望ましい学級数として、小学校では少なくとも１学年１学級以上、中学校では少なく

とも１学年２学級以上」とし、この規模を下回る場合の対応の目安もあわせて示されたところであり

ます。 

  また、同手引の中では、通学時間を「おおむね１時間以内」との目安も示されたところであります

が、本町におきましては、平成 20 年の基本方針の考えを念頭に、この手引の趣旨も踏まえ、これから

の学校のあり方や学校規模について、地域住民の方々と一緒になって考えていくことが大切であると

認識いたしております。 

  ご質問の２点目、「将来に向けての校舎整備計画及び要望の高い修繕計画は」についてであります。 

  町内の小中学校 14 校の校舎と屋内運動場のうち、明倫小学校の校舎と糠内小学校の改築校舎、白人

小学校の増築校舎、札内北小学校の増築校舎、幕別中学校の校舎・屋体、糠内中学校の屋体の以外に

つきましては、主に昭和 50 年代の建築であります。 

  このうち糠内小学校と札内中学校の校舎につきましては、既に大規模改修を終えておりますが、残

る建物につきましては、建築後 30 年以上を経過しておりますことから、総合計画３カ年実施計画に大

規模改修事業を位置づけ、計画的に実施していく考えといたしております。 

  大規模改修事業の財源については、公立学校整備事業の大規模改造事業の交付金と学校施設整備事

業債を活用する予定としております。 

  次に、学校からの修繕の要望についてでありますが、屋内運動場の屋根改修、校舎の屋根及び防水

層の補修、ボイラー・暖房等の設備更新、暗幕を含むカーテンの更新、屋外トイレの水洗化等のほか
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小破修繕など、多岐にわたる要望が出されております。 

  児童生徒が日々の学校生活において、授業に支障が生ずることのないよう、日常的な営修繕には、

学校との連携を密にして特に意を配って対応しているところであります。 

  ご質問の３点目、「大規模校における避難路や非常階段の整備等防災の整備は」についてでありま

す。 

  避難路や非常階段の整備につきましては、学校建設時において建築基準法等の基準に従い適切に整

備してまいりました。 

  学校の階段の設置につきましては、建築基準法施行令において、建物の構造や用途、面積などによ

り設置の基準が定められております。 

  ５階以下の耐火構造で教室などの居室の床面積の合計が 400 平方メートルを超える場合には２以上

の直通階段の設置が義務づけられており、その態様は建物内、建物外を問わず設置することが可能で

あります。 

  札内中学校の北側校舎につきましては、教室から直通階段までの歩行距離の長さの関係から、東側

階段と中央階段のほかに屋外に直通階段を設置しているところであります。 

  札内中学校以外の校舎につきましては、建築基準法に基づき建物内の適正な位置に直通階段を設置

しておりますことから、新たに外部に非常階段を設置する必要はないと認識しております。 

  なお、各学校では防災教育において、学校内における避難路や避難場所について、児童生徒に指導

をし、防災訓練につきましても、各学校において毎年３回程度、実施時期や時間を変えながら、地震

や火災を想定した避難訓練を行っており、その際には、消防署員から身の守り方や避難の仕方等につ

いての指導を受けるなど、みずからの命を守る教育を行っているところであります。 

  ご質問の４点目、「専任司書の配置を」についてであります。 

  学校図書館法の規定により、12 学級以上の学校には、学校図書館の専門的な職務をつかさどる司書

教諭を置くことが義務づけられており、本町におきましては、小学校では幕別小、白人小、札内南小、

札内北小の４校に、中学校では札内中、札内東中の２校に、司書教諭の講習を修了した主幹教諭、指

導教諭、または教諭を１人ずつ司書教諭として配置しているところであります。 

  本年４月１日に施行される改正学校図書館法では、学校図書館の運営改善や児童生徒・教員の利用

促進のため、専ら学校図書館の職務に従事する学校司書の配置について努力義務が盛り込まれました。 

  本町では、いずれの学校においても、司書教諭や学校図書館の運営を担当する校内組織が、図書の

選定や収集、読書活動の指導、図書を使った調べ学習の支援を初め、町の図書館職員の助言や支援に

より学校図書館の書架の整理や蔵書の配置かえを行うなど、求められる学校司書の業務を担い、児童

生徒の読書意欲の向上や利用促進の取り組みを行っております。 

  加えて、一部の学校においては、保護者による図書館ボランティアの活動も行われておりますこと

から、学校司書は配置せず、各学校の取り組みの継続と町図書館職員の助言や支援を続けてまいりた

いと考えております。 

  なお、全国市町村教育委員会連合会では、「学校図書館専任司書・司書教諭の専任化及び財政補助」

について、北海道町村教育委員会連合会では「学校図書館司書教諭を標準法（公立義務教育諸学校の

学級編成及び教職員定数の標準に関する法律）に新設すること」について、国に要望を続けていると

ころであり、これらの動きを注視してまいりたいと考えております。 

  ご質問の５点目、「就学援助の生活保護現行基準の維持と父母負担の軽減対策を」についてであり

ます。 

  就学援助制度につきましては、経済的理由によって就学困難な児童及び生徒について、学用品費や

学校給食費等の必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施に資することを目的に実施しているもので

あります。 

  本町では、現在、幕別町就学援助運用要綱に基づき、生活保護法第６条第２項に規定する要保護者、

または保護を必要とする状態にある者及びこれに準ずる程度に困窮していると教育委員会が認める者
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を準要保護者として、生活保護法による保護基準額を準用して定めた金額と世帯の収入金額から、生

活保護法による基礎控除の限度額を控除して得た認定対象額を比較し、1.3 倍未満となる場合に、就

学援助の対象者として認定しているところであります。 

  なお、厚生労働省は、平成 25 年８月から３年程度かけて、生活保護法による保護基準額を段階的に

新たな基準に見直しておりますが、国においては、「それぞれの制度の趣旨や目的、実態を十分考慮

しながら、できる限りその影響が及ばないよう対応することを基本的考え方とする。」としておりま

すことから、本町におきましては、今後とも 25 年８月１日以前における生活保護基準額により認定を

する考えであります。 

  次に、父母負担の軽減対策につきましては、就学援助や新年度からの修学支援資金などにより、負

担の軽減を図っているところであります。 

  ご質問の６点目、「スクールソーシャルワーカーの配置について」であります。 

  スクールソーシャルワーカーにつきましては、いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの背景に

は、児童生徒が置かれたさまざまな環境の問題が複雑に絡み合っていることから、教育分野に関する

知識に加え、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童生徒が置かれたさまざまな環境に働き

かけ、支援をする役割を担っているものであります。 

  北海道におきましては、平成 20 年度からスクールソーシャルワーカー活用事業を実施しており、本

町におきましては、同事業により平成 24 年度から小学校校長経験者を１名配置し、子ども交流施設ま

っく・ざ・まっくを活動拠点に、学校への巡回教育相談を定期的に行うとともに、問題を抱える児童

生徒にかかわる情報収集、関係機関が効果的に支援できる体制づくりと、問題解決への働きかけを行

っております。 

  なお、活動の実績といたしましては、平成 24 年度は 20 人の児童生徒とその保護者との相談を行っ

たほか、学校や家庭への訪問活動を 88 回、ケース会議を 77 回、25 年度は 23 人の相談、訪問活動を

140 回、ケース会議を 75 回行い、児童生徒、家庭、学校への支援を継続的に行っているところであり

ます。 

  質問の７点目、「特別支援員などの臨時教員の待遇改善」についてであります。 

  特別教育支援員につきましては、平成 20 年度から町の日額臨時職員として教員免許有資格者を任用

しており、賃金は日額 7,180 円でありましたが、支援を必要とする児童生徒の増加に伴い、22 年度か

らは勤務時間を児童生徒の在校時間の６時間とし、1,100 円の時給に、23 年度からは無資格者につき

ましても任用し、その時給を 880 円として、26 年度につきましては各学校に 39 人を配置しておりま

す。 

  特別支援教育支援員の賃金につきましては、町が任用する有資格者臨時職員の時間給を比較した場

合、平均よりも上位に位置しているところであります。 

  ご質問の８点目、「少人数学級の小学校２年以上への拡大を国に求める」についてであります。 

  少人数学級につきましては、受け持つ児童数が少ないことから、担任が一人一人の児童生徒に目配

りができる利点があり、学校教育の質の向上やいじめの問題などに適切に対応できる効果的な学級編

成であると考えております。 

  北海道におきましては、小学校低学年における基本的な生活習慣や学習に関する基礎・基本の確実

な定着と、学校生活の円滑な適応などを図ることを目的として、平成 16 年度に小学校第１学年におい

て、２学級以上で１学級当たりの児童数が 35 人を超える学校を対象に「少人数学級実践研究事業」を

スタートさせたところであります。 

  その後、小学校第１学年につきましては、平成 23 年度からは法の改正により国の制度となりました

ことから、道は、小学校第２学年と中学校第１学年を対象学年として事業を継続し、24 年度からは、

小学校第２学年につきましても、事業対象として、35 人以下の少人数学級が編成されております。 

  なお、少人数学級につきましては、北海道町村教育委員会連合会は、「小学校１、２年生の 30 人学

級の早期実施」について、また、全国市町村教育委員会連合会では、「通常学級の少人数化（30 人学
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級）」について、国に要望を続けているところであります。 

  以上で、中橋議員のご質問への答弁とさせていただきます。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） では、再質問を行わせていただきます。 

  幕別町は、管内の中でも唯一人口がふえている町ということで、とりわけ札内地域におきましては、

子どもさんを育てられている若い家庭がふえてきているのが見受けられています。そんな中でも、国

全体の人口減少を考えますと、将来的にはこれ以上児童生徒がふえていくということはなかなか考え

にくい状況であるだろうというふうに思います。したがいまして、ご答弁にいただきました６年後の

幕別町の児童生徒の推移が現在よりも 13.35％減少するということは、当然想定される状況であると

いうふうに押さえたいと思います。 

  こういった現状を受けながら、一つには答弁の中でも示されてきましたけれども、国が適正規模の

基準というのを 2014 年 12 月 25 日に、この基準の見直しは実に 60 年ぶりだったということでありま

すが、提案されました。一つには学級数、それと通学距離ですね、これを学級数につきましては小学

校については１学年１学級、中学校については１学年２学級、それから距離については小学校で４キ

ロ以内、中学校では６キロ以内という定めでありました。 

  こういうことに照らして、我が町の今の置かれている子どもたちの学校の学級数の現状や、あるい

は通学の距離というふうに考えれば、当然、町が独自で持っている基準とはかけ離れているのではな

いかというふうに思います。ただ、子どもにとって一番大事な教育環境を保障すること、それから負

担のない通学をすることということになれば、必ずしも今回出された文科省の基準がよいというふう

には思いません。この基準は、強制力はないとされておりますので、幕別町の姿勢を貫いて、今後も

現状の学校の配置、それから将来的にはもちろん地域の方、保護者との検討の中で進んでいくのだろ

うとは思いますが、まずはこの基準に対する認識を伺っておきたいというふうに思います。 

  さらに、現状では幕別町ではここに、特に小規模校ではこの基準には合致していないのですが、た

だ、通学時間、ここが大幅にここを越えているような現状はないとは思うのですが、もしそういうこ

ともあれば伺いたいと思います。見解と実態を伺います。 

○議長（古川 稔） 教育部長。 

○教育部長（森 範康） 文科省が出しました小中学校の適正規模、適正配置等に関する手引の認識に

ついてでありますけれども、今回出されましたのは、望ましい学級数を示されたということと、それ

以下の学級についての対応について国の考え方が示されたというふうに認識しております。 

  次に、通学時間１時間以内ということが改めて示されましたけれども、本町においては１時間を超

える通学の児童生徒はおりません。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 心配するところは、こういう文科省の決め方は、最初は強制力を持たないという

ような形で基準として目安として出されるのですけれども、例えば今回もそうは言いながらも、統廃

合した場合には国が財政的支援をしますよということが明確にされているのですよね。したがいまし

て、そういったところへ誘導されていくということを心配するものですから、町の見解として、現在

進めてこられている基準、これをベースにしながら今後とも父母との協議を重ねられていくというこ

とを押さえておいてよろしいですね。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 私の言葉で、私の答えるのがいいのかどうかわかりませんけれども、20 年に

策定しました基本方針、幕別町の基本方針がありますので、何といっても特に複式校、小規模校の学

校の存続については、地域の中の一番大きな問題でありますので、今後とも地域の皆さん、それから

父母の皆さん含めて十分に考えていかなければならないというものだというふうに認識しておりま

す。 
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  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） わかりました。十分に今までの見地にしっかりと足をつけて臨んでいただきたい、

このように思います。 

  次に、そういう中で、質問の１回目にも申し上げましたように、複式の小規模校、全校生徒９人の

学校から 600 人を超えるマンモス校があるということです。小規模校につきましては、比較的安全も

保たれて子どもたちにも目が届いて、行き届いた教育がされているというふうに、外部から見た者と

しては認識をしています。同時に大規模校の場合には、一抹の不安を覚えるところが多々ありまして、

今回は特にその大規模校にかかわって、町の強力な体制が必要ではないかという観点からお伺いをい

たしたところです。 

  一つには、この大規模校も特に札内であれば一番大きいのは南小学校、次に札内中学校なのですけ

れども、南小学校は現在 616 人を超えています。クラスが 29 ということで、大変活気がありまして、

にぎやかな子どもたちの声が響く学校ではありますが、非常に狭隘な感じをいつも見受けながらおり

ました。 

  特に、まず一番最初に挙げました今回は、子どもたちの安全を保つという観点から、避難の訓練あ

るいは実際に安全、子どもたちの命を守るための手だてが十分、環境として整っているのかなという

ふうに見ましたときに、お答えの中では基準どおりきちっとなっていますよということでありますか

ら、もちろんいろんな基準から外れた校舎になっているとは思わないのですけれども、現実に現場の

先生方の声を聞くと、非常に厳しい状況にあるということを聞かされました。 

  ここでは５階建て以下は、階段は二つで十分なのだということであります。町内には５階建ての学

校はないとは思うのですけれども、例えばこの南小学校の避難の場合ですと、校舎の中の階段を使っ

て避難訓練をされているそうです。校舎の中の階段は３カ所あるのですか、しかし実際には、一つの

中央の階段が調理室と近かったり、危険なところもあって実際にはそういうところは使わないと。そ

うすると、全員が、600 人が全員が２階に上がっているわけではないですけれども、実際にやるとき

には二つの階段を分けて訓練をしなければならない、相当な混み合いだということが言われました。 

  ここでは札内中学校の場合には、外に非常階段があるのですということなのですが、南小学校の場

合は外にはないのですよね。ですから、当然この中のものを使わなければならない、そういう中で避

難訓練も行われ、日常の授業も行われているということでありますが、もう少し解消しようと考える

のであれば、こういうところにも基準には合致はしているのだけれども、より安全性を保つために例

えば札中と同じような外部での避難の階段をつくるとか、そういった環境改善はできないものかとい

うふうに思います。 

  そういう、近々、子ども、児童生徒がぐんと減っていくというようなことであれば、こういった措

置も必要ないとは思うのですけれども、この状況の中では、今、南小学校は十勝管内で４番目のマン

モス校と聞いておりますが、しばらくこの状況が続くのだということも聞いておりまして、そういっ

た校舎の環境の面から子どもの命、安全を守るという手だてが必要と思いますけれども、いかがでし

ょうか。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 札内南小学校につきましては、普通学級が 19 学級、特別支援学級が 10 学級

という、合わせて 29 学級になっております。校舎の周り見たときに、非常階段をつけられそうな場所

というのが１カ所しかございません。その１カ所につけられそうなところが、その横に玄関がある、

階段をおりていくと生徒玄関におりていくという状況の場所でありまして、その階段をつけることが

本当にいいのかどうか、ちょっと動線として、同じような動線に向かっていくことに対してどうなの

かというのがちょっと私も疑問としてまず残っています。 

  比較はちょっとできないのかもしれませんけれども、例えば、音更の木野東小学校というのが３階

建てでございまして、そこもたしか外観見た限りでは非常階段というのは設置されていなかったとい
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うふうに記憶しております。そこでの例えば子どもたちの動線とか、それから南小学校の動線とかも

私どももちょっと参考にさせていただきながら、また学校現場と話し合っていきたいなというふうに

思っております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） ぜひ研究をしていただきたいというふうに思います。南小学校は、今ありました

ように、特別支援の教室を充実させたということは、それはよかったのですけれども、そのために従

来の子どもたちが使っていたプレイルームだとかスペースはなくなってしまいました。ですから、や

っぱり同じ６年間を子どもが過ごす場所としては、手狭だなというのはもう率直に思うところです。 

  ここは、学校区の区割りもありまして、なかなか落ちつかないところではあったのですけれども、

委員会がきちっと区割りも示されて、今後は落ちついた校区になっていくのだろうと思いますので、

そういった今の避難のための非常階段あるいは子どもたちのゆとりのスペース、そういったものも十

分考慮して、これからの環境整備に臨んでいただきたい、このように思います。 

  次に、将来に向けての学校の整備なのですけれども、お答えでは、全体 14 校の校舎のうちに、明倫、

糠内、白人、札内北が古いのですと。そのほかの学校については 30 年は超えているけれども、全体と

して３カ年の計画、大規模改修計画を位置づけてやっていくということでありました。これ、私、も

し間違っていたら言っていただきたいのですけれども、調べてみましたら、途中で札内中学校ですと

か、糠内も今回体育館の改修ということとか、いろいろ手は加えられてきているのですけれども、校

舎自体の建築年数というのは、ここに示されているものももちろんですけれども、今、紹介した南小

学校も昭和 50 年代ではないかと思うのですよね。 

  それから、古舞ですとかいろいろありますけれども、50 年代にほとんど集中していると考えます。

このときに、団地の造成ですとか、どんどん人口がふえたということがありまして、当然の措置とし

てとってこられたのですけれども、これだけの半数以上の学校が改修の必要な時期を迎えるというこ

とが見えてきておりますので、これは今まで公共施設の改修に当たっては、長寿命化計画というよう

なものを立てて、全体の施設をテーブルにのせて、そして財政も含めてきちっと計画を持って順次進

めるというやり方だったと思うのです。もちろんその３カ年計画というのも、その位置づけではある

とは思うのですが、３カ年計画の中に他の公共施設なども一緒に混ぜてしまうという計画ではなくて、

こういった教育施設独自の一括した計画をきちっと持って改修に臨んだほうが、これ多額のお金を要

すると思うのですよね。財源もどういった形でということはお答えいただきましたけれども、そうい

った財政計画と合わせて、学校の配置と合わせた改築計画、改修計画というのを独自に持ったほうが

いいのではないかと思うのですが、もしお答えいただければお願いしたいと思います。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） ３カ年実施計画に位置づけしているとお答えさせていただきました。お話あ

りましたように、学校全体を年度を決めて３カ年実施計画に位置づけしていくという考え方でありま

す。 

  町内の学校で、まだ大規模改修終わっていないというのでしょうか、一番古いのが昭和 52 年建築の

幕別小学校であります。お話にありました札内南小学校については、昭和 54 年建築という状況であり

ます。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） そうしますと、その３カ年計画というのは、いや、もちろん計画があるから３カ

年に入れていくことはできると思うのですけれども、教育委員会の予算のあり方として、教育施設、

文化施設も含めて教育委員会の管轄になっていきますよね。そうすると、当然そこで総くくりの計画、

予算というものが見えてきて実施に入っていけると思うのです。それは見える形になっているのでし

ょうか。 
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○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） ３カ年実施計画の中では、今、お答えしました幕別小学校が一番古い状況に

ありますので、まずは幕別小学校を実施するという考え方で、教育面では今現在おります。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 一番古い幕別小学校が３カ年の中に入っていくと。ことしは 2015 年で、来年度

2015 年度でありますから、そこの３カ年計画の中に入っていかれるということですね。それで、その

幕小に続き、南小学校が昭和 54 年、ほとんど 50 年代なのですね。60 年代になったのが幾つもなくて、

北小学校も変わりませんし、それからこれは糠内小学校が 55 年、古舞 52 年、明倫 62 年、途別 57 年、

白人 57 年、札内南 54 年という、中学校も同じような時期です。ですから、一、二年の差しかない中

で、どんどんできてきていますので、３カ年の中に入れたとしても１校あるいはうまくいって２校入

ればいいというような状況ではないかと思うのですよね。全体をくくって計画を持っていられるのか、

持っていたら指名していただきたいと言ってもだめですね。持っていられるのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 必要な改修事業ということで、計画は位置づけしております。実際に校舎を

改修するに当たっては２年程度かかるという計画で３カ年に位置づけしておりまして、ちょっと言葉

足らずで失礼だったかもしれませんけれども、まずは幕別小学校行って、その次に南小学校に行くと

いうふうに順番は位置づけているところであります。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） はい、わかりました。計画的な改築をそういう考えを持ってられるということで

ありますので、きちっと実施されていくことを希望したいというふうに思います。 

 それと、大型の補修のほうでありますが、学校と連絡を密にして、その都度やっていただいてるとい

うことでありますから、現場の声が一番だと思いますので、そのように積極的に進めていただきたい

と思います。 

  自分たちが見ていても、例えば使われていない放送室だとか、あるいは何ていうのでしょう、これ

から図書の司書のお話もさせていただきますけれども、本当に手狭な中で生徒も利用している。書庫

はあふれているということはありませんでしたけれども、そんな状況もマンモス校の中には見受けら

れました。 

  きちっと学校の側が目的、例えばここが放送室であったとしても、別なところを使えるから目的外

で使うというようなことが、学校の何ていうのですか、納得いく形でやられているのはいいのですけ

れども、もうそこが壊れてしまって使えないから、だから、いたし方なく物置にしてしまっているよ

というような現実もなきにしもあらずなものですから、そういうところも積極的に改修に向けていた

だきたい、このように思います。もし、お答えがあれば。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 担当課で毎年度、学校を回りまして、学校からの要望事項をお伺いしている

ところであります。一つの学校では小破修繕含めて 100 件近くのものも出ている学校もありますので、

答弁でもお話ししましたように、まずは授業に影響のないというのが大前提、それと児童生徒に危険

を及ぼすというのでしょうか、安全を確保するというのもその次として、修繕をしているところであ

りますけれども、何せ限られた予算ですので、学校から毎年出てくる要望を全てクリアできるという

状況にありませんけれども、今後とも引き続き、現場と十分話し合った中で、何が先に急ぐのかとい

うことを確認した上で修繕していきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 放送室設備だとか、ボイラーだとか多額の費用を要するものもたくさん入ってい
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ると思いますので、そこは当然全部の要望を受け入れて実施されるというふうにはいかないだろうと

いうふうには思います。ただ、不便を感じている状況を、より身近に前に引いていただいて、取り組

みを強めていただきたいと、このように思います。 

  次は、図書の専任司書についてです。これも、小規模校の中では本当に、本の数そのものは小規模

校のほうが少ないのですが、きちっと行き届いた活用がされているなというふうに思うのですけれど

も、これも南小学校の例で大変恐縮なのですけれども、大体教室二つ授業を行うような教室をつない

で図書室になっておりました。 

  ここでは、お答えいただきましたように、司書教諭ということでありまして、配置されているとい

うことでありました。しかし、実際には専任でありませんから、しっかりと子どもたちは当然授業は

別にしても、休み時間に活用するということでありますが、とてもとてもそんな時間は、今の教育現

場の中からは生み出せないという状況にあります。 

  したがいまして、ここでは幕別町の図書館ときちっと連携をとって、書庫をそろえるですとか、い

ろんな手助けはされているのでしょうけれども、しかし読書、本を読むという教育は、整理されたり、

手助けももちろん大事なのですけれども、今、これ古くから朝学習で読書が位置づけられているとい

うところから始まって、その子の生き方にまできちっと教育の効果を与えるような司書教諭の指導・

対応というのが非常に大事だという時期に来ております。 

  そういうことを考えたならば、いつまでも教員とかねてということではなくて、少なくとも大規模

学校から思い切ったそういう配置をしていくことによって、より大きな教育効果が得られるのではな

いかというふうに思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） 司書の図書室の配置ということでありますけれども、本州の事例におきまし

ては自治体で任用しているというところもございます。管内ではまだないというふうに認識しており

ます。 

  お話ありましたように、本に親しむということは語彙、言葉の数がふえていくというところも大切

なことでありますので、司書教諭がいればいいなというふうに私も思っております。ただし、幕別町

の特色としては、後段のご質問にもございましたように、何といっても特別教育支援員、この配置が

北海道でもトップクラスと。これが子どもたちの学力、学習の支援をしているというのが幕別町の教

育の特色だというふうに思っていますので、なかなか財源的なこともありまして、全て職員を配置す

るというふうには現実的にはいかないということをご理解いただきたいなというふうに思います。 

  答弁の中に、一部の学校においてはと、図書館ボランティアのお話をさせていただきました。実は

これ、南小学校でございました。南小学校のお母さんたち５人が、平成 26 年７月から月に２回、第２、

第４金曜日ですか、の 10 時半から正午まで１時間半程度、南小学校の図書室でお勧め本の紹介をして

くれたり、それから本の整理をしていただいたり、ポップという何でしょう、パネルといえばいいの

でしょうかね、そういうものを張って子どもたちにこの本がいいよということを、ボランティアとし

て活動していただいておりまして、大変ありがたいなというふうに思っているところであります。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） そういった大変な努力を重ねながらも、お答えの中では全国市町村教育委員会連

合会では専任の司書、補助などを養成している、あるいは北海道町村教育委員会連合会でも養成して

いるということでありますから、私も最後の質問もそうですけれども、本来的にはやはり国の責任で

きちっと司書の予算を定員の中にきちっと入れていただいて確保していただくというのが一番だと思

います。引き続き、その実現に向けて努力を求めたいというふうに思います。 

  次、５番目の父母負担の軽減についてであります。 

  これはもう、時折取り上げさせていただいている課題でありますが、本当に今の父母の教育費の負

担というのはふえ続ける一方というふうに言っても過言ではないのではないのかなというふうに思い
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ます。 

  特に今回取り上げたのは、子どもの貧困率というのが非常に高くなってきている。これ、３年ごと

に貧困率というのは公表されているそうなのですけれども、前回の示したのは 16.3％、これその前の

とき、ちょっと長いスパンですけれども、全体に貧困率というのは国民全体には広がっているのです

けれども、子どもの貧困率というのは、全体が 1985 年から 2012 年までの間に 12.0 から 16.1 に上が

ったのですが、子どもの場合は 10.9 から 16.3 まで上がっている、子どもの貧困率のほうが高いので

すよね。 

  2013 年の６月には、子どもの貧困対策の推進法というのが初めて制定されました。貧困という言葉

が法律の文言の中に入るというのは初めてではないかというふうに思うのですけれども、法律で定め

なければ、対策をとらなければならないほど貧困が広がってきているということが現実にあります。 

  加えて、昨年ですが、８月に子どもの貧困大綱というのが閣議決定されました。ここでも言われて

いることではありますが、結局、義務教育は無償としながらも、その無償の対象というのは相変わら

ず授業料、あるいは教科書、これに限っているのですよね。ですから、高い制服代ですとか、あるい

はドリルのお金、修学旅行の積み立てや部活動費というのは、就学援助制度は別としても、それは義

務教育においても父母負担として重くのしかかっているわけです。 

  これは、増加の一途をたどっているという現実の中で、やはり町としてはこのまずは就学援助制度

を生活保護基準が下がったにもかかわらず、きちっと今までの水準をキープされたということは評価

したいというふうに思います。これで助かっていく人がたくさんいるだろうというふうに思います。

同時に、それ以外のボーダーラインの方たちもいらっしゃるわけですから、負担の軽減にどこまで、

教育予算をふやしていくことしかないのだと思うのですけれども、ドリルのお金を町が見るとか、そ

ういったことしかないのだとは思うのですけれども、これに向けても今後十分くみ取っていただいて、

取り組んでいただきたい。 

  結局、貧困と学力の関係、町はもう本当にきちっと学力を身につけた後、豊かな子どもを育てよう

と頑張るのですけれども、下のその相談委員の関係もあるのですけれども、やっぱり貧困と学力の低

下、あるいは子どもが育ちにくい、つまり健康状態や不登校やいじめも含めて、残念ながら貧困の状

況に置かれている人がそういう状況に遭う確率というかパーセントでは高くなっているというのがあ

るのですよね。だからやっぱり、どんな経済状況にあっても、そういった状況に陥らないように応援

をしてあげるという姿勢が大事ではないかというふうに思いまして、いかがでしょうか。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） おっしゃられましたように、貧困と学力というのは関係は私もあるというふ

うには認識しております。子どもたちがいい環境の中で落ちついて勉強できるということは、それは

本当にすばらしいことであって、私もそういう子どもたちが少なくなるようになればいいなというふ

うには思っております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） そういう認識を持ってられるということで、下のスクールソーシャルワーカーも

同じような意味合いを持って配置を求めたところであります。今後ともぜひ努力を重ねていただきた

い、このように思います。 

  先ほどありました、全道でも一番充実をさせて頑張っているのが特別支援教育であります。それで、

この教育について、たくさんの支援員を配置されて取り組んでいることをずっと誇りに思ってまいり

ました。 

  ただ、そこで働いていらっしゃる先生方の待遇が、いま一つ改善されていかないということであり

ますから、間違っていたら、これも言っていただきたいのですが、先ほどのお答えでは、月額 7,000

円を超えていたものが６時間の 1,100 円にしたということになれば、逆に日額の賃金は下がったのか

なというふうに思いました。それで、児童の出ている時間に合わせて６時間にされた、延ばされたの
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だと思います。これ、延ばしたところにもってきて、さらにというのも申しわけないのですけれども

ね、よく現場で聞くのは、子どもたちと接して帰った後の先生方のコミュニケーションといいますか、

相談の時間がなかなかとれないということも聞いておりまして、もう少し延ばして、できれば私はこ

ういったところにも、ワーキングプアの問題をいつも注視しておりますけれども、月給制の指導員に

なっていただく、そういう雇用環境をつくるということが望ましいと思うのですが、いかがでしょう

か。 

○議長（古川 稔） 森教育部長。 

○教育部長（森 範康） まず、時給単価についてお答えいたします。 

  20 年度の 7,180 円の時給については 926 円でございました。今は時給 1,100 円となっております。 

  先生と特別支援教育支援員とのコミュニケーションの時間がなかなかとれないというお話を私も聞

いておりますけれども、２月の頭に特別支援員に応募に来られた方と面接した際に、お伺いした中で

は、帰るときに先生宛てのメモを渡すとか、それから 10 分の休み時間に先生と話し合っているという

お話も聞きましたので、具体的にそれぞれの学校によって、それぞれいろんな手法があるというふう

に想定していますので、それらをまとめて、もう少し担当教師と特別支援員とのコミュニケーション

が図れるような手法がないかというのを、また学校の現場と確認していきたいなというふうに思って

います。 

  なお、時給についてですけれども、ちなみにほかの町のことを言っては失礼かもしれませんけれど

も、市と音更に比べると、本町は有資格者については賃金は高い時給という設定になっております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 頑張っていただいて、結局、若い先生方が多いのだろうとは思うのですけれども、

次のステップに行かれる方もいると思うのですけれども、大体日額 7,000 円にしても、20 日間とする

と 14 万円ぐらいのお給料なのですよね。ここからいろんな公租公課とかというふうになっていくと、

本当に生活保護ぎりぎりだと言われる現状、1,000 円が生活保護との分岐点だというふうに言われて

いますからね、そういったことを思えば、他町村から比べて頑張っているということは評価しつつも、

今後とも改善に向けて、その思いを持ち続けていただきたい、このように思います。 

  最後になりますけれども、少人数学級につきましては、これ昨年の３月にも伺って、答弁をいただ

いたところなのですけれども、国のほうがどんどん後退するような状況があるものですから、またあ

えて何とか町から声を上げていただきたいということでお尋ねしました。 

  2011 年から 31 年ぶりに法律で１年生ということが予算化されたにもかかわらず、昨年は、財務省

が秋になって 35 人学級は政策的な効果がないというようなことを言い出して、それでまた後退すると

いうような状況で、今、開かれている国会では、やりとりのある中で、安倍首相は今までの財務省の

考えではなくて、文科省の考えで進めていきたいということでありますから、これは進んでいくのか

なというふうに思うのですけれども、そういった財政効果だけで見られたら本当にたまったものでは

ないと思うのですよね。そこをやっぱり違いますということを上げていくのは、市町村からの声が大

変大事だと思いますから、強く求めるとことを求めて終わりたいというふうに思います。 

  終わります。 

○議長（古川 稔） 以上で、中橋友子議員の質問を終わります。 

  これで、一般質問を終結いたします。 

  この際、15 時 20 分まで休憩いたします。 

 

15：09 休憩 

15：20 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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[付託省略] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  日程第３、発議第１号から日程第 16、議案第 40 号までの 14 議件については、会議規則第 39 条

第３項の規定によって、委員会付託を省略し、本会議で審議いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、日程第３、発議第１号から日程第 16、議案第 40 号までの 14 議件については、委員会

付託を省略することに決定いたしました。 

 

[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第３、発議第１号、農協関係法制度の見直しに関する意見書を議題といたし

ます。 

  提出者の説明を求めます。 

  牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏） 発議第１号 

  平成 27 年３月 10 日 

  幕別町議長古川稔様 

  提出者、幕別町議会議員牧野茂敏 

  賛成者、幕別町議会議員中橋友子 

  賛成者、幕別町議会議員藤谷謹至 

  賛成者、幕別町議会議員前川雅志 

  賛成者、幕別町議会議員藤原孟 

  農協関係法制度の見直しに関する意見書 

  上記の議案を、別紙のとおり会議規則第 14 条の規定により提出します。 

  農協関係法制度の見直しに関する意見書 

  昨年６月、政府は「規制改革実施計画」を閣議決定し、ＪＡグループに自己改革を求める内容を示

しました。 

  これを受け、ＪＡグループ北海道は、11 月に「ＪＡグループ北海道改革プラン（実行計画指針）」

を策定し、組合員の所得向上と農村地域の活性化による持続可能な北海道農業と豊かな地域社会の実

現を目指し、自己改革の具体的実践に着手したところです。 

  また、年明け以降、与党・政府内での検討が進められ、去る２月９日に、農協法制度等の骨格案が

決定されてところでありますが、最終的な法案の制定までは、継続的な意見反映が必要であります。 

  さらに、生産現場などからも、ＪＡグループ北海道の自己改革が尊重されない農協改革では、農協

系統組織の持つ機能が損なわれ、本道農業や地域の継続的発展に支障を来すおそれがあるとの懸念が

上がっております。 

  今後、農協法改正案の取り扱いに当たり、地域農業、農村の持続的な発展を図るため、下記のとお

り要請いたしますので、特段のご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

  記 

  １、食料の安定供給、地域の振興について農協法の目的に明確に位置づけし、事業目的の見直しに

当たっては、協同組合の基本的性格を有すること。 

  ２、准組合員は農業や地域経済の発展とともに支えるパートナーであり、人口減少への対応や雇用

の創出など、「地方創生」のために准組合員の利用制限は行わないこと。 

  ３、ＪＡ・連合会の協同組合としての事業・組織を制約する一方的な事業方式、業務執行体制、法
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人形態の転換等は強制しないこと。 

  以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 27 年３月 10 日 

  北海道中川郡幕別町議会 

  提出先、内閣総理大臣、農林水産大臣 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第４、発議第２号、ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  藤谷謹至議員。 

○４番（藤谷謹至） 発議第２号 

  平成 27 年３月 10 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  提出者、幕別町議会議員藤谷謹至 

  賛成者、幕別町議会議員前川雅志 

  賛成者、幕別町議会議員藤原孟 

  賛成者、幕別町議会議員牧野茂敏 

  賛成者、幕別町議会議員中橋友子 

  ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書 

  上記の議案を、別紙のとおり会議規則第 14 条の規定により提出します。 

  ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書 

  ＴＰＰ交渉については、大筋合意に向けて閣僚会合や首席交渉官会合、日米二国間協議などが断続

的に行われております。また、交渉内容については、米の特別輸入枠設定や牛肉、豚肉の関税引き下

げなどが報じられており、引き続き予断を許さない状況が続いております。 

  ＴＰＰは農業だけの問題ではなく、国民一人一人の暮らしや地域社会の将来に極めて大きな禍根を

残す問題であり、国民的議論のないまま交渉を進めることは、決して国益にかなうものではありませ

ん。このため、これまで多くの国民や道民、地方議会と自治体首長は、ＴＰＰ協定交渉への参加に反

対、慎重な対応を強く求めてまいりました。 

  つきましては、下記の事項につき要請いたしますので、貴殿の特段のご高配を賜りますようお願い

申し上げます。 

  記 

  １、政府は平成 25 年４月の衆参両院農林水産委員会における決議「環太平洋パートナーシップ（Ｔ

ＰＰ）協定交渉参加に関する件」について遵守するとともに、決議が遵守できない場合は、ＴＰＰか

ら脱退すること。 

  ２、ＥＰＡ・ＦＴＡ等の全ての国際交渉において、重要品目等の関税等、必要な国境措置を維持す

ること。 

  以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

  平成 27 年３月 10 日 
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  北海道中川郡幕別町議会 

  提出先、内閣総理大臣、内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、農林水産大臣、外

務大臣、経済産業大臣 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第５、議案第 23 号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 23 号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例につきまして、提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案書は 33 ページ、議案説明資料につきましては５ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政におけ

る責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の長と教育委員会との連携の強化、

地方に対する国の関与の見直し等、制度の抜本的な改革を行うことを目的として、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が、平成 27 年４月１日から施行されるのに伴い、所要

の規定の整備を図るため関係条例の一括改正を行うものであります。 

  議案説明資料の５ページをごらんいただきたいと思います。 

  整備条例第１条の「特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部改正」についてであります

が、新たに常勤の特別職となる教育長を追加するものであります。 

  以下、条文に沿いましてご説明いたします。 

  第１条に「教育長」を加え、別表第１に教育長の給料月額 60 万 8,000 円を加えるものであります。 

  次に、６ページになりますが、整備条例第２条の「特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償

に関する条例の一部改正」についてでありますが、法改正により現行の委員長と教育長を一本化した

新教育長が設置され、委員長職が廃止となることから改正するものであります。 

  以下、条文に沿いましてご説明いたします。 

  別表教育委員会の部において、委員長に関する条文を削るものであります。 

  次に７ページになりますが、整備条例第３条の「幕別町議会委員会条例の一部改正」につきまして

も、委員長職が廃止となることから改正するものであります。 

  条文に沿いましてご説明いたします。 

  委員会への出席要求に関する第 19 条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改める

ものであります。 

  ８ページになります。整備条例第４条の「幕別町町民栄誉賞表彰条例の一部改正」につきましても、

委員長職が廃止となることから改正するものであります。 

  条文に沿いましてご説明いたします。 

  選考及び決定に関する第３条中「町議会議長、副議長及び教育委員長」を「教育長、町議会議長及

び副議長」に改めるものであります。 

  議案書にお戻りいただき、34 ページをごらんいただきたいと思います。 
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  整備条例第５条の「幕別町教育委員会教育長の給与に関する条例の廃止」につきましては、教育長

の給与を整備条例第１条により規定することから、廃止するものであります。 

  附則についてでありますが、説明したいずれの条例も、施行期日を平成 27 年４月１日からとするも

のであります。 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定により、

改正前の法による教育長においては、この条例による改正後の条例の規定は、在職期間中は適用しな

い旨、経過措置を設けております。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  討論を行いたいというご意見がありますので、これより討論を行います。 

  議案第 23 号に対する討論を行います。 

  最初に、原案に反対者の発言を許します。 

  中橋友子議員。 

○15 番（中橋友子） 議案第 23 号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例に対する共産党議員団を代表しての反対討論を行います。 

  本条例案は、昨年の６月、教育委員会制度を定める法律が改正されたことに伴う教育委員会に関す

る条例を改正する内容を定めたものでありますが、独立した行政組織を国と首長の支配下に置こうと

する内容であり、憲法が保障する教育の自由と自主性を侵害し、教育関係者はもとより保護者や多く

の国民から反対や懸念の声が表明されております。 

  もともと教育委員会制度は、戦後 1948 年、選挙で選ばれた教育委員たちがその自治体の教育のあり

方を決めるという民主的な制度として発足しました。戦前の戦争を賛美する中央集権型の教育を推進

したことに対する痛恨の反省から、教育の自主性を守るために教育行政を市長から独立させたもので

あります。その後、公選制は廃止されましたが、独立性は保たれてきました。しかし、今回の改定の

内容は、この独立性をそぐ大きな３点の問題があります。 

  まず、第１は、新教育長は首長の任命となり、首長の関与が強められたこと。 

  第２は、教育政策の方針となる大綱を決定する権限を首長に与え、教育委員会に具体化させる、し

かもこの大綱は政府の教育振興基本計画を参酌してつくることが求められており、国と地方の支配、

関与が明確になっている。 

  ③総合教育会議が設置され、首長と教育委員会との協議体もつくられたことも独立性が損なわれる

重大な問題と考えます。 

  このような改定の背景には、今日、安倍首相が進める集団的自衛権の容認や解釈改憲による海外の

戦争に道を開くための戦前の教育体制に戻す姿勢が色濃くうかがえると考えます。 

  教育の目的は個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期することにあるが、教育

基本法で宣言されている中身であります。公正な民意の反映のためには、教育の自主性を確保しなけ

ればならず、国や首長からの独立を保障すべき立場から、この条例改正案には反対をいたします。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 次に、原案の賛成者の発言を許します。ありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） ほかに討論はありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 討論なしと認めます。 

  これで討論を終わります。 

  お諮りいたします。 
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  本件は、原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第６、議案第 27 号、幕別町行政手続条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 27 号、幕別町行政手続条例の一部を改正する条例につきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書は 44 ページ、議案説明資料につきましては９ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例の改正につきましては、行政手続法の一部を改正する法律が公布され、行政手続法において

「行政指導の根拠等の提示義務」「行政指導の中止等の求め」及び「処分等の求め」に関する規定が

設けられたことに伴い、法の規定の適用が及ばない「町の条例及び規則を根拠として行われる処分及

び行政指導」について、行政手続法と同様に所要の改正を行うものであります。 

  議案説明資料の９ページをごらんいただきたいと思います。 

  以下、条文に沿いましてご説明申し上げます。 

  まず、目次でありますが、第４章、行政指導につきまして、条の追加により、第 30 条から第 34 条

までを第 30 条から第 34 条の２までと改め、第４章の２、処分等の求めを追加するものであります。 

  次に、常用漢字の改訂に伴いまして、第３条中の「名あて人」と「かかわる」の字句を改め、以下

第４条、10 ページになりますが、第 13 条、第 14 条、第 15 条、次の 11 ページになりますが、第 22

条、第 28 条におきましても同様に、「名あて人」の字句を改めるものであります。 

  次に、行政指導をする際に、許認可等に関する権限を行使し得る旨を示す際の根拠等の明示を義務

づける旨を規定した、第 33 条第２項を追加し、これによりまして第２項が第３項に、第３項が第４項

に繰り下がるものであります。 

  12 ページになりますが、第 34 条の２を追加するものであります。法令違反行為の是正を求める

行政指導について、当該行政指導が根拠法律に定める要件に適合しないと思料するときは、申し出に

より、その中止等の措置を求めることができる旨を規定するものであります。 

  次に、12 ページから 13 ページにかけて、第４章の２、処分等の求めとして、法令違反の事実の是

正のためにされるべき処分または行政指導がされていないと思料するときは、申し出により、その処

分または行政指導することを求めることができる旨を規定した第 34 条の３を追加するものでありま

す。 

  議案書の 46 ページにお戻りをいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとし、第２項で第 33

条の改正規定により、幕別町税条例において引用する当該条項にずれが生じることから

改正するものであります。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 
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  日程第７、議案第 28 号、幕別町手数料条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 28 号、幕別町手数料条例の一部を改正する条例について、提案の理由を

ご説明申し上げます。 

  議案書は 47 ページ、議案説明資料につきましては 15 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、手数料を徴収する事務につきまして、手数料の名称、金額及び徴収時期を

規定したもので、本条例の別表にその対象となる事務を掲げているものであります。 

  今回の改正は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、建築基準法及びエネルギーの使用の合

理化に関する法律の改正に伴いまして、所要の改正を行うものであります。 

  議案説明資料の 15 ページをごらんいただきたいと思います。 

  以下、条文に沿いましてご説明を申し上げます。 

  別表１の項中 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律関係手数料につきましては、引用し

ている法律の題名を「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」から「鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律」に改めるものであります。 

  次に、６の項につきましては、建築確認申請または計画通知の際に、一定の建築物にあっては構造

計算適合性判定が必要となり、建築確認申請の一部として本町で受け付け時に手数料を徴収しており

ましたが、建築基準法の改正により、構造計算適合性判定が建築確認申請から独立した審査となり、

申請者は、本町ではなく北海道または指定構造計算適合性判定機関に直接申請することとなるため、

構造計算適合性判定手数料を削除するものであります。 

  17 ページになります。同じく、建築基準法の改正により、本条例において定めている建築物完了検

査手数料及び工作物完了検査手数料の根拠となる条項の変更があったため、８の項及び９の項中「建

築基準法第 18 条第 15 項」を「建築基準法第 18 条第 17 項」に改めるものであります。 

  次に、16 の２の項 高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく適合通知に

係る審査手数料につきましては、６の項において構造計算適合性判定手数料を削除したのに伴い、同

項を準用していた手数料を削除するものであります。 

  18 ページになります。16 の３の項 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅

建築等計画の認定審査手数料につきましては、６の項において構造計算適合性判定手数料を削除した

のに伴い、同項を準用していた手数料を削除し、住宅性能評価を受けた場合の手数料を追加するもの

であります。 

  登録住宅性能評価機関による技術的審査のかわりに、住宅性能評価を活用した認定を可能とし、住

宅性能評価を受けたものについても、技術的審査を受けた場合と同様に手数料を減額することとして

おります。 

  20 ページになります。16 の４の項 長期優良住宅建築等計画の変更認定審査手数料につきまして

は、前項と同様に６の項において構造計算適合性判定手数料を削除したのに伴い、同項を準用してい

た手数料を削除し、住宅性能評価を受けた場合の手数料を追加するものであります。 

  次に、22 ページになりますが、51 の項 低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査の手数

料につきましては、引用している法律の題名を「エネルギーの使用の合理化に関する法律」から「エ

ネルギーの使用の合理化等に関する法律」に改めるものであります。 

  25 ページになります。52 の項 都市の低炭素化の促進に関する法律の規定による申し出に係る低炭

素建築物等計画についての構造計算適合性判定に準ずる判定の手数料につきましては、構造計算適合

性判定手数料の削除に伴い、削除するものであります。 

  次に、53 の項 低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審査手数料につきましては、

52 の項の削除に伴い、１項繰り上げ 52 の項とし、引用している法律の題名を「エネルギーの使用の

合理化に関する法律」から「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に改めるものであります。 
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  28 ページになりますが、54 の項を１項繰り上げ、53 の項とするものであります。 

  議案書にお戻りをいたただき、48 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を平成 27 年６月１日から施行するものであり

ます。ただし、別表 51 の項及び 53 の項の改正規定については公布の日から、別表 16 の３の項及び

16 の４の項の改正規定は平成 27 年４月１日から、別表１の項の改正規定については平成 27 年５月 29

日から施行するものであります。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第８、議案第 29 号、幕別町就学指導委員会設置条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 29 号、幕別町就学指導委員会設置条例の一部を改正する条例につきまし

て、提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案書は 49 ページ、議案説明資料につきましては、29 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、文部科学省及び北海道教育委員会の通知に基づき、早期からの教育相談・

支援や就学後の一貫した支援についても助言を行う体制とするため、「就学指導委員会」から「教育

支援委員会」に名称を変更し、所要の改正をしようとするものであります。 

  議案説明資料の 29 ページをごらんいただきたいと思います。 

  条文に沿いましてご説明いたします。 

  初めに題名につきまして、「幕別町就学指導委員会設置条例」から「幕別町教育支援委員会設置条

例」に改めるものであります。 

  第１条につきましては、文部科学省通知に基づき「心身に障害を持つ」の「心身に」を削るととも

に、情緒や発語等に課題があり、通常学級での対応が難しい児童生徒についても同様に支援をしてい

くという考えから「特別の配慮を必要とする」という文言を加え、さらに「学齢児童及び学齢生徒」

の「学齢」を削ることにより、義務教育終了後においても助言等の支援を行えるよう全部を改めるも

のであります。 

  第２条につきましては、第２項として、本町における特別支援教育や教育支援委員会活動の改善、

機能強化の観点から、教育委員会に対し意見を具申できる規定を追加し、全部を改めるものでありま

す。 

  第３条につきましては、第２項の選出区分を役職名から機関名に改め、保健師、発達支援センター、

幼稚園、保育所等、早期からの教育相談に対応できるよう改正するものであります。 

  第７条につきましては、教育支援委員会の下部組織として専門部会を設置し、就学前児童を含め、

児童生徒の状況の把握ができる体制をつくろうとするものであります。 

  議案書の 50 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてであります。本条例の施行期日を公布の日から施行するものとし、現在、既に委嘱し

ている就学指導委員会委員については、改正後も引き続き活動ができるよう経過措置を設けるもので

あります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 
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○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第９、議案第 30 号、幕別町立幼稚園設置条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 30 号、幕別町立幼稚園設置条例の一部を改正する条例について、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書は、51 ページ、議案説明資料は、31 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、本年４月から施行される子ども・子育て支援新制度へ幕別町立幼稚園が移

行することに伴い、国の制度の基準に応じた応能負担の原則に準じる保育料の設定や新たに延長保育

料の設定について、主に改正するものであります。 

  議案説明資料の 31 ページをごらんいただきたいと思います。 

  以下、条文に沿いましてご説明いたします。 

  第３条につきましては、職名について規定するものであります。 

  第４条につきましては、見出しを「保育料」とし、国及び町の基準に応じた 32 ページの別表第１に

示す５階層の保育料を定めるものであります。 

  なお、保育料につきましては、保護者負担の激変緩和措置として、当分の間、現行と同水準の料金

設定とし、現行条例第４条第１項の入園料につきましては、保育料に含めて設定する国の考えから、

入園料の規定を削除するものであります。 

  32 ページになりますが、別表第１の備考には、保育料に係る特記事項を定めております。 

  33 ページになりますが、備考の第２項には、保育料の額の決定時期、第４項には、母子世帯等や在

宅障がい者のいる世帯についての保育料、第５項には、多子世帯の軽減に係る保育料についての規定

をそれぞれ定めております。 

  31 ページにお戻りをいただき、第４条第２項につきましては、月の中途における保育料の日割り計

算を新たに定めるものであります。 

  第５条につきましては、34 ページの別表第２に示す延長保育料について規定するものであります

が、利用者と未利用者の負担の公平性や町立保育所、民間幼稚園との整合性等を考慮し、新たに料金

を定めるため、追加するものであります。 

  第６条につきましては、現行条例第５条を第６条とし、見出しを「保育料等の減免」と改め、第２

項に保育料または延長保育料の減免及び納付期日の延期について定めるものであります。 

  32 ページになりますが、第７条につきましては、保育料等の納付期限について追加するものであり

ます。 

  議案書の 53 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例の施行期日を、平成 27 年４月１日から施行するものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 
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  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 10、議案第 34 号、幕別町指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例及び日程

第 11、議案第 35 号、幕別町指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例を一括

議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明）  議案第 34 号、幕別町指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例

及び議案第 35 号、幕別町指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例につきまし

て、一括して提案の理由をご説明申し上げます。 

  地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの人員、設備及び運営基準等につきましては、

町に条例委任されておりますが、このたび、国が、社会保障審議会介護給付分科会の審議を踏まえ、

この基準に関する制度の見直しを行い、「介護保険法施行規則の一部を改正する省令」が公布されま

したことから、各種基準について検討をし、今議会において条例の一部を改正する条例を提案させて

いただくものであります。 

  条例改正の考え方につきましては、根拠とする法令の中で「厚生労働省令で定める基準に従い定め

るもの」「厚生労働省令で定める基準を標準として定めるもの」につきましては、厚生労働省令の基

準のとおり定め、｢厚生労働省令で定める基準を参酌するもの｣につきましては、十分参酌したもので

あれば、地域の実情に応じて異なる内容を定めることが許容されるものでありますが、現行の条例は

基準となる省令を踏襲したものであり、今回の一部改正については、基準となる省令どおり一部改正

するものであります。 

  議案書は 59 ページ、議案説明資料につきましては 41 ページをお開きいただきたいと思います。 

  初めに、議案第 34 号、幕別町指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例につきまして、

提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案説明資料の 41 ページをごらんいただきたいと思います。 

  目次及び以下条例中におきまして、「複合型サービス」の名称を国の省令改正に基づき「看護小規

模多機能型居宅介護」に改めるものであります。 

  第７条から 42 ページの第 33 条までは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護に関する一部改正であ

ります。 

  第７条第２項及び第５項につきましては、オペレーターの配置基準を緩和する改正であるほか、条

項改正に伴う文言整理であります。 

  42 ページ、第 24 条につきましては、外部評価の効率化に伴う改正であります。 

  第 33 条につきましては、訪問看護サービスの外部委託を可能とする基準の見直しであります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所はございません。 

  43 ページになりますが、第 61 条から 45 ページの第 81 条までは、認知症対応型通所介護に関する

一部改正であります。 

  第 61 条につきましては、在宅介護を推進するための考え方を基本方針に追加するものであります。 

  第 64 条につきましては、認知症対応型通所介護事業所の設備を利用して、介護保険制度外の夜間及

び深夜の宿泊サービスを実施している事業者について、届け出制を定めるものであります。 

  44 ページになります。第 66 条につきましては、利用定員を拡大する規定の見直しであります。 

  第 79 条の２につきましては、サービス提供に際して事故が発生した場合の規定を追加するものであ

ります。 

  次に、45 ページになりますが、第 80 条及び第 81 条につきましては、条項改正に伴う文言整理であ
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ります。 

  なお、現在、本町には同サービスを提供する事業所は、幕別地区、札内地区にそれぞれ１カ所ずつ

の２カ所で運営されております。 

  次に、第 83 条から 48 ページの第 107 条までは、小規模多機能型居宅介護に関する一部改正であり

ます。 

  第 83 条第６項につきましては、小規模多機能型居宅介護における看護職員の配置を緩和する改正で

あり、46 ページになりますが、第７項以下は名称変更等に伴う文言整理であります。 

  47 ページになりますが、第 84 条につきましては、地域との連携を推進するため、管理者が他の職

務と兼務することを可能とするものであります。 

  第 86 条につきましては、登録定員を緩和するとともに、通いサービスの定員についてもあわせて見

直しするものであります。 

  48 ページになりますが、第 92 条につきましては、外部評価の効率化に伴う改正であり、第 107 条

につきましては、条項改正に伴う文言整理であります。 

  なお、現在、本町には同サービスを提供する事業所は、幕別地区に２カ所で運営されております。 

  49 ページになりますが、第 111 条第４項から第 112 条につきましては、名称変更に伴う文言整理で

あります。 

  次に、第 114 条から 50 ページの第 122 条までは、認知症対応型共同生活介護に関する一部改正であ

ります。 

  第 114 条につきましては、ユニット数の見直し、50 ページ、第 122 条につきましては、文言の整理

であります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所は、幕別地区に３カ所、札内地区に６カ所の

合わせて９カ所で運営されております。 

  次に、第 131 条から 51 ページの第 149 条までは、地域密着型特定施設に関する一部改正であります。 

  第 131 条及び第 132 条につきましては、名称変更に伴う文言整理であります。 

  51 ページにですが、第 136 条につきましては、介護給付費の法定代理受領に係る同意書の廃止に伴

う削除であり、第 149 条第９号につきましては、第 136 条の規定の廃止に伴う、条文の削除でありま

す。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所はございません。 

  次に、第 152 条から 54 ページの第 181 条までは、地域密着型介護老人福祉施設に関する一部改正で

あり、サテライト型地域密着型介護老人福祉施設の本体施設として認められる対象について、指定地

域密着型介護老人福祉施設を追加するものであります。 

  54 ページの第 177 条につきましては、運営推進会議に関する記録に関する規定を追加するものであ

ります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所は、幕別地区、札内地区、忠類地区にそれぞ

れ１カ所ずつ、計３カ所で運営されております。 

  57 ページになります。第 195 条につきましては、登録定員を緩和するものであり、あわせて通いサ

ービスに係る利用定員を見直すものであります。 

  58 ページになりますが、第 197 条第２項につきましては、外部評価の効率化に伴う改正であります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所はございません。 

  議案書の 64 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を平成 27 年４月１日からとするものでありま

す。 

  次に、議案書は 65 ページ、議案説明資料につきましては 63 ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

  次に、議案第 35 号、幕別町指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例につき
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まして、提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案説明資料の 63 ページになりますが、第８条から 65 ページの第 38 条までは、介護予防認知症対

応型通所介護に関する一部改正であります。 

  第８条につきましては、介護予防認知症対応型通所介護事業所の設備を利用して、介護保険制度外

の夜間及び深夜の宿泊サービスを実施している事業者について、届け出制を定めるものであります。 

  第９条につきましては、条項改正に伴う文言整理であります。 

  64 ページになりますが、第 10 条につきましては、利用定員の見直しであります。 

  65 ページになりますが、第 38 条第４項につきましては、サービス提供に際し事故が発生した場合

の規定を追加するものであります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所は、幕別地区、札内地区にそれぞれ１カ所ず

つの２カ所で運営されております。 

  次に、第 45 条から 69 ページの第 67 条までは、介護予防小規模多機能型居宅介護に関する一部改正

であります。 

  第 45 条第６項につきましては、介護予防小規模多機能型居宅介護における看護職員の配置を緩和す

るものであり、第７項以下は名称変更等に伴う文言整理であります。 

  67 ページになりますが、第 46 条につきましては、地域との連携を推進していくため、管理者が他

の職務と兼務することを可能とする規定の追加であります。 

  68 ページになりますが、第 48 条につきましては、登録定員を緩和するものであり、あわせて通い

サービスに係る利用定員を見直しするものであります。 

  69 ページになりますが、第 64 条及び第 66 条につきましては、条項改正に伴う文言整理であります。 

  第 67 条につきましては、外部評価の効率化に伴う改正であり、第 71 条は条項改正に伴う文言整理

であります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所は、幕別地区に２カ所で運営されております。 

  次に、第 71 条から 70 ページの第 87 条までは、介護予防認知症対応型共同生活介護に関する一部改

正であります。 

  第 71 条につきましては、条項改正に伴う文言整理であり、70 ページになりますが、第 75 条につき

ましては、ユニット数に関する見直しであります。 

  第 87 条につきましても、条項改正に伴う文言整理であります。 

  なお、現在、本町には、同サービスを提供する事業所は、幕別地区に３カ所、札内地区に６カ所の

あわせて９カ所で運営されております。 

  議案書の 67 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を平成 27 年４月１日からとするものでありま

す。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、一括して質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  議案第 34 号は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 35 号は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 
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○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 12、議案第 36 号、幕別町都市公園等条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 36 号、幕別町都市公園等条例の一部を改正する条例につきまして、提案

の理由をご説明申し上げます。 

  議案書は 68 ページ、議案説明資料は 71 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本条例につきましては、依田徳原地組合よりご寄附いただきました区域について、都市公園と位置

づけるものとし、条例別表に追加するため、所要の改正を行うものであります。 

  議案説明資料 71 ページをごらんいただきたいと思います。 

  別表第１は、都市公園の名称及び位置等を定めたものでありますが、そのうち「桂町西公園」の次

に「依田徳原地」を加えるものであります。 

  公園位置図等は、次のページになりますが、位置につきましては幕別町字依田 203 番地１ほか、供

用面積につきましては 15,797 平方メートルであります。 

  議案書の 68 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、本条例における施行期日を公布の日からとするものであります。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 13、議案第 37 号、幕別町過疎地域自立促進市町村計画の変更についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 37 号、幕別町過疎地域自立促進市町村計画の変更につきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書の 69 ページをお開きいただきたいと思います。 

  今回の変更は、過疎地域自立促進特別措置法第 33 条第２項の規定によります過疎地域とみなされる

区域に係る「幕別町過疎地域自立促進市町村計画」いわゆる過疎計画でありますが、この過疎計画に

登載されていない事業を新たに追加するものであります。 

  70 ページをごらんいただきたいと思います。 

  別紙、「幕別町過疎地域自立促進市町村計画（変更）」でありますが、過疎計画の具体的な変更内

容についてでありまして、表の上段が変更前、下段が変更後となります。 

  今回、追加する事業は８事業であります。 

  まず、区分２「産業の振興」に３事業を追加するものでありまして、（３）計画の表の事業名（１）

基盤整備、林業の事業内容に「育苗センター改修事業」を追加し、事業名（８）観光またはレクレー

ションの事業内容に「栄町あけぼの公園整備事業」を追加し、事業名（９）過疎地域自立促進特別事

業の事業内容に「観光施設案内標識設置事業」を追加するものであります。 

  次に、72 ページになりますが、区分３「交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進」に２

事業を追加するものでありまして、（３）計画の表の事業名（４）市町村道、道路の事業内容に「忠
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類 24 号線道路整備事業」及び「中当基線道路整備事業」を追加するものであります。 

  73 ページになりますが、区分４「生活環境の整備」に１事業を追加するものでありまして、（３）

計画の表の事業名（６）過疎地域自立促進特別事業の事業内容に「防犯灯整備事業」を追加するもの

であります。 

  74 ページになりますが、区分７「教育の振興」に２事業を追加するものでありまして、（３）計画

の表の事業名（１）学校教育関連施設の事業内容に「スクールバス購入事業」を追加し、事業名（４）

過疎地域自立促進特別事業の事業内容に「町民プール改修事業」を追加するものであります。 

  これらの８事業につきましては、過疎対策事業債の対象であり、起債事業とするためには、過疎計

画への登載が必要となりますことから、過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項の規定に基づき、

議決を求めるものでございます。 

  なお、北海道との事前協議につきましては、２月 19 日をもって協議を終え、異議がない旨の回答を

いただいておりますことをご報告申し上げます。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 14、議案第 38 号、財産の処分についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 38 号、財産の処分につきまして、提案の理由をご説明申し上げます。 

  議案書は 75 ページ、議案説明資料につきましては 73 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本件につきましては、幕別町土地開発基金により、取得した土地について、公用または公共の用に

供する必要がなくなりましたことから、幕別町土地開発基金管理要綱第６条第３項に基づき処分する

ため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第３条の規定に基づき、財

産の処分について、議会の議決を求めようとするものであります。 

  議案説明資料の 73 ページをごらんいただきたいと思います。 

  図面の網掛けの部分が、今回、処分する土地を示しております。 

  次に、議案書の 75 ページもごらんください。 

  処分する財産の名称及び数量につきましては、幕別町土地開発基金により取得した土地６万 7,160

平方メートルであります。 

  土地の所在、地目及び面積につきましては、昭和 52 年に財団法人北海道農業開発公社より取得した

幕別町字千住 421 番地２及び字依田 413 番地１の２筆と、昭和 58 年に帯広財務部より取得した字千住

421 番地 14 及び字依田 413 番地６の２筆であります。いずれも肉牛育成牧場用地として、幕別町土地

開発基金により取得したものであります。 

  処分の理由につきましては、購入当初の目的でありました肉牛育成牧場として、公用または公共の

用に供する必要がなくなりましたことから、幕別町土地開発基金管理要綱第６条第３項に基づき処分

するものであります。 

  処分の方法につきましては、当該地が、農用地でありますことから、農業経営基盤強化促進法に基

づき、農地利用集積円滑化団体であります幕別町農業振興公社へ農地利用調整の申し出を行い、農地

利用集積計画の公告により所有権の移転を行うものであります。 
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  処分価格及び処分の相手方につきましては、昨年 12 月 15 日に開催されました農地利用調整会議及

び農地適正価格決定委員会において、処分価格を 2,133 万 8,000 円、処分の相手方を幕別町字依田４

３２番地の４、森金蔵氏と決定しております。 

  以上で説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 15、議案第 39 号、十勝圏複合事務組合規約の変更についてを議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 39 号、十勝圏複合事務組合規約の変更について、ご説明申し上げます。 

  議案書は 76 ページ、議案説明資料につきましては 74 ページをお開きいただきたいと思います。 

  平成 26 年６月 20 日に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」が公布

され、本年４月１日から施行されることとなりました。 

  ついては、管内 19 市町村で組織しております「十勝圏複合事務組合」の教育委員会の組織体制につ

いて、所要の整理を行うため規約の変更をするものであります。 

  なお、事務組合の規約変更につきましては、地方自治法第 290 条の規定により、関係地方公共団体

の議決を経ることとされておりますことから、本議会に提案するものであります。 

  議案説明資料の 74 ページをごらんください。 

  条文に沿いまして、ご説明を申し上げます。 

  第 13 条第２項中「５人」を「教育長及び４人」に改めるものであります。 

  議案書にお戻りいただき、76 ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでありますが、第１項においては、施行期日を平成 27 年４月１日とするものでありま

す。 

  第２項においては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律 附則第２条第

１項の規定に適用がある場合、すなわち改正法施行の際、現に在任する教育長がいる場合は、その教育

委員会の委員としての在任中に限り、従前の例により在職するものとし、改正後の第 13 条第２項の規

定にかかわらず、従前の例によるとする経過措置を設けるものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第 16、議案第 40 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第９号）を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 
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○副町長（高橋平明） 議案第 40 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第９号）につきましてご

説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,800 万円を追加し、予算の総額

をそれぞれ 145 億 4,143 万 3,000 円と定めるものでございます。 

  補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載しております「第１表 歳入歳

出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  歳出からご説明を申し上げます。 

  ５ページをお開きいただきたいと思います。 

  ８款土木費、１項土木管理費、１目道路管理費 4,800 万円の追加でございます。 

  13 節、14 節いずれも除雪に係る費用でありますが、３月４日からの降雪及び今後の降雪に対する除

雪出動に当たりまして、現計予算に不足が生じておりますことから、このたび追加させていただくも

のであります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  ４ページになります。 

  11 款１項１目地方交付税 4,800 万円の追加でございます。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 

[請願付託] 

○議長（古川 稔） 日程第 17、請願第１号、日本を愛する心を育む「中学校歴史教科書」の採択に関

する請願書を議題といたします。 

  ただいま議題となっております請願第１号は、日本を愛する心を育む「中学校歴史教科書」の採択

に関する請願書は、総務文教常任委員会に付託いたします。 

 

[休会] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  議事の都合により、明 11 日から 19 日までの９日間は、休会いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、明 11 日から 19 日までの９日間は、休会することに決定いたしました。 

 

[散会] 

○議長（古川 稔） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

  本日は、これをもって散会いたします。 

  なお、議会再開は３月 20 日午後２時からです。 

 

16：26 散会 
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第１回幕別町議会定例会 
 

議事日程 
平成27年第１回幕別町議会定例会 

（平成27年３月20日 14時00分 開会・開議） 

 

     開会・開議宣告（会議規則第８条、第11条） 

     議事日程の報告（会議規則第21条） 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

     ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵   ６ 岡本眞利子 

     （諸般の報告）   

日程第２ 議案第41号 幕別町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

日程第３ 議案第42号 平成26年度幕別町一般会計補正予算（第10号） 

日程第４ 議案第１号 平成27年度幕別町一般会計予算 

日程第５ 議案第２号 平成27年度幕別町国民健康保険特別会計予算 

日程第６ 議案第３号 平成27年度幕別町後期高齢者医療特別会計予算 

日程第７ 議案第４号 平成27年度幕別町介護保険特別会計予算 

日程第８ 議案第５号 平成27年度幕別町簡易水道特別会計予算 

日程第９ 議案第６号 平成27年度幕別町公共下水道特別会計予算 

日程第10 議案第７号 平成27年度幕別町個別排水処理特別会計予算 

日程第11 議案第８号 平成27年度幕別町農業集落排水特別会計予算 

日程第12 議案第９号 平成27年度幕別町水道事業会計予算 

（日程第４～日程第12 平成27年度幕別町各会計予算審査特別委員会報告） 

日程第13 議案第19号 幕別町創生総合戦略審議会条例 

日程第14 議案第24号 教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例 

（日程第13～日程第14 総務文教常任委員会報告） 

日程第15 議案第20号 幕別町保育料条例 

日程第16 議案第21号 幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例 

日程第17 議案第22号 幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例 

日程第18 議案第25号 幕別町保育条例 

日程第19 議案第26号 幕別町立学童保育所条例 

日程第20 議案第31号 幕別町立保育所条例の一部を改正する条例 

日程第21 議案第32号 幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例 

日程第22 議案第33号 幕別町総合介護条例の一部を改正する条例 

（日程第15～日程第22 民生常任委員会報告） 

日程第23 諮問第１号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

日程第24 諮問第２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

日程第25 諮問第３号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

日程第26 常任委員会所管事務調査報告 

（総務文教常任委員会、民生常任委員会、産業建設常任委員会） 
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会議録 
平成27年第１回幕別町議会定例会 

 

１ 開催年月日  平成27年３月20日 

２ 招集の場所  幕別町役場５階議事堂 

３ 開会・開議  ３月20日 14時00分宣告 

４ 応集議員  全議員 

５ 出席議員  （18名） 

   議 長 古川 稔 

   副議長 千葉幹雄 

   １ 小川純文   ２ 寺林俊幸   ３ 東口隆弘  ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵 

   ６ 岡本眞利子  ７ 藤原 孟   ８ 乾 邦廣  ９ 牧野茂敏   10 谷口和弥 

   11 芳滝 仁   12 田口廣之   13 前川雅志  15 中橋友子   16 野原恵子 

   17 増田武夫 

 ６ 地方自治法第121条の規定による説明員 

   町 長 岡田和夫          副 町 長 高橋平明 

   教 育 委 員 長 沖田道子          農業委員会会長 谷内雅貴 

代 表 監 査 委 員 柏本和成          総 務 部 長 菅野勇次 

   会 計 管 理 者 田井啓一          教 育 部 長 森 範康(教育長職務代理者)  

   民 生 部 長 川瀬俊彦          経 済 部 長 田村修一 

   建 設 部 長 佐藤和良          企 画 室 長 伊藤博明 

   札 内 支 所 長 羽磨知成          忠類総合支所長 姉﨑二三男 

   企 画 室 参 事 細澤正典          総 務 課 長 境谷美智子 

   地 域 振 興 課 長 原田雅則          糠 内 出 張 所 長 妹尾 真 

   土 木 課 長 湯佐茂雄          保 健 課 長 合田利信 

   こ ど も 課 長 杉崎峰之          生 涯 学 習 課 長 澤部紀博 

７ 職務のため出席した議会事務局職員 

   局長 野坂正美   課長 萬谷 司   係長 佐々木慎司 

８ 議事日程 

   議長は議事日程を別紙のとおり報告した。 

９ 会議録署名議員の指名 

   議長は会議録署名議員に次の３名を指名した。 

    ４ 藤谷謹至   ５ 小島智恵   ６ 岡本眞利子 
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議事の経過 
（平成27年３月20日 14:00 開会・開議） 

 

 [開会・開議宣告] 

○議長（古川 稔） これより、本日の会議を開きます。 

 

[議事日程] 

○議長（古川 稔） 本日の議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。 

 

[会議録署名議員の指名] 

○議長（古川 稔） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員に、４番藤谷議員、５番小島議員、６番岡本議員を指名いたします。 

 

[付託省略] 

○議長（古川 稔） お諮りいたします。 

  日程第２、議案第 41 号及び日程第３、議案第 42 号については、会議規則第 39 条第３項の規定によ

って、委員会付託を省略し、本会議で審議いたしたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、日程第２、議案第 41 号、日程第３、議案第 42 号については、委員会付託を省略する

ことに決定いたしました。 

 

[議案審議] 

○議長（古川 稔） 日程第２、議案第 41 号、幕別町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を

議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 41 号 幕別町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につきまし

て、提案の理由をご説明申し上げます。 

  追加でお配りをいたしました議案書並びに議案説明書、ともに１ページをお開きいただきたいと思

います。 

  今回の改正は、平成 26 年の人事院勧告に基づき、給与制度の総合的見直しとして、民間賃金の低い

地域における官民給与格差、それと 50 歳代後半層の官民給与格差による給料表の見直し等を行うもの

であります。 

  内容につきましては、若年層の１級の全号給及び２級の低位号給については引き下げをせず、３級

以上の級の高位号給は 50 歳代後半層における官民の給与差を考慮して最大４％程度引き下げを行い、

40 歳代や 50 歳代前半層の勤務成績に応じた昇給機会の確保の観点から、５級、６級に号給を増設す

るものであります。 

  なお、最大４％程度の給料の減額に伴い、激変緩和措置として、当分の間、現給保障を行い、50 歳

代後半層の給料を引き下げることから、今まで実施してまいりました６級の職員で 55 歳以上の職員の

給与の 1.5％減額支給措置を平成 30 年３月 31 日をもって廃止するものであります。 

  また、諸手当の見直しといたしまして、管理職の職員が、災害等の対応で週休日や平日深夜に及ぶ

長時間の勤務を行っている実態があることから、管理職員特別勤務手当を新設するものであります。
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本手当は、管理職員が臨時または緊急の必要その他公務の運営の必要により、週休日等に勤務した場

合は、勤務１回につき１万 2,000 円を超えない範囲内において規則で定める額を支給し、また災害へ

の対処その他の臨時または緊急の必要により平日の午前０時から午前５時までの間に勤務をした場合

は、勤務１回につき 6,000 円を超えない範囲内において規則で定める額を支給するものであります。 

  それと、単身赴任手当額の基礎額を平成 30 年３月 31 日までに段階的に引き上げるものであります。 

  以下、条文に沿いましてご説明を申し上げます。 

  説明資料をごらんいただきたいと思います。 

  第２条につきましては、給与の種類について規定しており、新たに管理職員特別勤務手当を加える

ものであります。 

  第９条の５第２項につきましては、単身赴任手当の月額を３万円とし、距離に応じた加算額の限度

額を７万円とするものであります。 

  第 15 条の２につきましては、管理職員特別勤務手当について、新たに規定するものであります。 

  ２ページになりますが、第 22 条の２につきましては、再任用職員に対して単身赴任手当を支給する

ことによる適用除外となる引用条項の削除と文言の改正であります。 

  附則第 50 項につきましては、当分の間、６級の職員で 55 歳以上の職員にあっては、給与の額から

給料月額の 100 分の 1.5 を各規定に基づき減ずることになっておりますが、今回の改正に伴いまして、

当分の間を平成 30 年３月 31 日までの間に改めるものであります。 

  次に、３ページから６ページになりますが、別表第１の行政職給料表を改めるものであります。改

正する給料月額のみアンダーラインを引いております。 

  次に、議案書の５ページをごらんいただきたいと思います。 

  附則についてでございますが、第１項では、本条例の施行期日を平成 27 年４月１日からとするもの

であります。 

  第２項では、切りかえ日前の異動者の号給の調整について規定し、給料の切りかえに伴う経過措置

として、第３項では、当分の間、現給保障をすることについて、第４項では、復職時調整の対象とな

る職員の給料の支給について、第５項では、切りかえ日以降に新たに給料表の適用を受けることにな

った職員の給料の支給について、規定するものであります。 

  第６項は、単身赴任手当額の基礎額について、平成 30 年３月 31 日までに段階的に引き上げること

からの特例措置であります。 

  ６ページになりますが、第７項は規則への委任規定であります。 

  なお、これらの給与改定を行うことで、職員組合と協議をさせていただいた結果、３月 10 日に協議

が調ったことから、本条例の改正を提案させていただくものであります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

  中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 人勧に伴う給与改定につきましては、昨年の 12 月定例議会にも提案されて、こ

のときには引き上げということだったと思います。 

  ご説明では、組合との合意が３月 10 日になされたということでありますから、一緒に提案されてい

たのだけれども、この部分だけは合意ができなかったので、今回、きょうの提案になったというふう

に思うのですけれども、それでいいでしょうか。 

  それと、合意に至るまで、議論の争点となったところは一体どういうところだったのか。提案では

４％の引き下げになるという影響はかなり大きいと思います。これがなかなか組合との合意に至らな

かった一番の問題ではないかと思うのですが、基本給での４％削減ということでありますから、幕別

町の場合には実際に 50 代後半の方たちにとってどんな影響が出るのかということであります。 

  伺います。 

○議長（古川 稔） 総務課長。 
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○総務課長（境谷美智子） 議論が調わなかった分が今回になったかというのは、まず、そのとおりで

ございます。 

  組合との議論の争点となった部分ですけれども、やはり今回の人勧に関しては、前半部分、12 月に

改正させていただいた 26 年度のアップを考える分と、それともう一点、その総合的見直し、町長の説

明にもありましたとおり、地域間格差あるいは世代間格差、それを埋めていく第一歩ということでの

改正となっております。組合のほうとの協議の中でも、そのあたり、平均２％、後年次の職員で最大

４％ということでございますが、このあたりについて議論を重ねてまいりました。組合との交渉の中

では、説明にもありましたとおり、１級、２級の若い職員の給料は下がらないところですとか、その

他現給保障を国では３年間と限っているところを当分の間とさせていただいた点等を話し合いの中で

詰めていきまして、今回の妥結ということになったわけでございます。 

  あと、50 代後半世代の影響額ですけれども、一番大きな４％減額になる人、金額として一番大きな

金額になる人で大体１万 4,000 円ぐらいの影響がありますが、これも当面の間の現給保障の制度の中

で考えていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） ずっと景気が低迷する中で、働く人の賃金を引き上げていかなければならないと

いうのは、今、世論になっていると思うのですよね。それは、もちろん民間の話題が多いところであ

りますけれども、結局、今の新政権になってから、経済を上向きにするのだと言いながらも実際には

なってこなかった。そこには、賃金引き上げというのが、北海道や十勝などはほとんどそういう恩恵

はないというようなこともありまして、全体としては賃金を上げていくというのが今の経済政策とし

ては大事なときだと思うのです。 

  そのときにこうやって最大４％の引き下げ、３年間が当分というふうになったにしても、引き下が

っていくことを、基本給を下げていくということには変わりはないわけですよね。そういう点では、

やはり職員の皆さんの生活を直撃していくことになるのではないか。若い世代は保ったけれども、50

代後半ということと、40 代、50 代の号級を変えたという、この辺もなかなか難しいところなのですけ

れども、しかしそういう年代というのはやはり子どもさんの教育に大変お金がかかってくるような時

期でもあると思うのです。そういうところを引き下げていくということに対する影響は非常に大きい

と思うのですけれども、そこを人勧だからといってやってしまっていいのかどうか、大変疑問に思い

ます。 

  こういうところは、やはり踏みとどまる必要があるのではないかと思うのと同時に、これもし実施

しないとした場合のペナルティーというのはあるのでしょうか。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） 総合的見直しの関係でございますけれども、先ほど課長のほうからも説明い

たしましたように、今回の総合的見直しの趣旨といたしましては、地域間の給与配分の見直し、これ

は地方が高くて都市部が低いというような状況があるということで、それをまず是正すると。それと、

世代間の給与配分の見直しということで、若年層の給与水準を確保しつつ、50 歳代、特に後半層の水

準を引き下げると。給与の上昇価格分をフラット化させるというような意味合いがございます。そう

いった国の給与構造の、国家公務員の給与構造の見直し、これは民間との給与比較に基づいて行って

いるものですので、国はそういったことで公務員の給与構造改革をする必要があるだろうということ

で、こういった改革をしているところであります。 

  地方公務員の給与につきましては、地方公務員法に基づきまして、その給与につきましては、国家

公務員に準じて定めるという大前提がございます。そういった大前提に基づきまして、本町におきま

しても、過去から人事院勧告、国家公務員に準拠して改定をしてきているところでありまして、今回

につきましても、同様に考えているということでございます。 

○議長（古川 稔） ペナルティーは。 
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○総務部長（菅野勇次） あと、ペナルティーの関係でございますけれども、当面は、先ほど課長の説

明にもありましたように、現給保障で、今の支給している給料が下がるということではございません

ので、ラスパイレスについても、これは同じ結果になるような形になりますので、特別ペナルティー

だとか、そういうものはございませんし、交付税上の少なく算出されるだとか、そういったこともご

ざいません。ですから、今回の給与、総合的見直しをするしないにかかわらず、ペナルティー的なも

のは当面はないのかなというふうに考えております。 

○議長（古川 稔） 中橋議員。 

○15 番（中橋友子） 当面ないということであれば、踏みとどまるべきではないかと思うのですけれど

も、公務員が下がってそれに準じなさいと。これはずっと言われてきていることですから、国家公務

員は下がりましたね。これはわかるのですけれども、一番最初に言われていた地域間の見直し、地方

のほうが高いということですけれども、我が幕別、この地域、地域間、北海道を含めて、高いのでし

ょうか。 

  ご承知のとおり、一般の給与収入というのは、この十数年間、多少の波はあったにしても、下がっ

てきているというのが現実だと思うのです。これは地域の格差というのではなくて、全体として下が

ってきている。そういう背景がありながら、なお地域間の格差があるから下げなければいけませんよ、

国家公務員が下がったから下げなければいけませんよということだけでは、納得はできかねませんよ

ね。そういうことも含めて、その地域間格差の見方、それからペナルティーがないのであれば踏みと

どまる、そういう姿勢に立つべきだとは思いますが、いかがですか。 

○議長（古川 稔） 総務部長。 

○総務部長（菅野勇次） 今、地域間の給与配分の格差と申し上げましたのは、まず、地方が高いとい

うのは、民間賃金に比べて公務員給与が高い傾向があると、地方が。都市部、東京ですとか、そうい

った都市部については、公務員給与よりも民間賃金のほうが高いというようなことで、国家公務員に

ついては、地方にいる職員もいらっしゃれば、当然、都市部にいらっしゃる国家公務員の方もいらっ

しゃると。そこを比較したときに、今言ったような状況があるものですから、それを是正するのに、

給料表全体の構造を改革することによってそれを是正しようという国の基本的な考え方がございま

す。ですから、地方の給与が民間に比べて高いという傾向があるということで、北海道などでは全般

的に公務員給与が引き下げられるような状況になっているということでございます。 

○議長（古川 稔） ほかにありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） ほかに質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議ありますので、起立採決をいたします。 

  本案は原案のとおり決定することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

  日程第３、議案第 42 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第 10 号）を議題といたします。 

  説明を求めます。 

  高橋副町長。 

○副町長（高橋平明） 議案第 42 号、平成 26 年度幕別町一般会計補正予算（第 10 号）につきましてご

説明を申し上げます。 

  今回の補正予算につきましては、予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,745 万 5,000 円を追加し、予算

の総額を歳入歳出それぞれ 145 億 5,888 万 8,000 円と定めるものでございます。 
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  補正後の款項等の区分につきましては、２ページ、３ページに記載をしております「第１表 歳入

歳出予算補正」をご参照いただきたいと思います。 

  次に、４ページをお開きいただきたいと思います。 

  「第２表 繰越明許費補正」でございます。 

  追加でありますが、10 款教育費、５項社会教育費、幕別町民プール屋根補修工事につきましては、

本定例会において補正予算の議決をいただいたところでありますが、今月 10 日の降雪の影響により、

さらにプール上屋シートの被災箇所が拡大したところであります。このため、被災拡大分に係る補修

工事を追加させていただくものでありますが、これによりまして年度内に本事業を完了することがで

きなくなりましたことから、翌年度へ繰り越しをして事業を行おうとするものであります。 

  それでは、歳出からご説明を申し上げます。 

  ６ページをお開きいただきたいと思います。 

  ２款総務費、１項総務管理費、10 目企画費 60 万円の追加でございます。 

  本年度をもって終了いたします定住促進住宅建設費補助事業であります。 

  本定例会において、今後の見込みを勘案し、1,300 万 2,000 円の増額補正をさせていただいたとこ

ろでありますが、今月に入りまして中古住宅の購入に係る申請が相次ぎ、予算に不足が見込まれます

ことから、所要の費用を追加するものであります。 

  ８款土木費、１項土木管理費、１目道路管理費 1,450 万円の追加でございます。 

  ３月 10 日の降雪に対する除雪出動におきまして、予想以上に除雪の稼働時間が長くなったこと、ま

た同日付で除排雪機械借上料の予算の追加をお願いしたところでありますが、この計上におきまして、

本来、計上すべき支出予定額を過少に見積もっておりましたことから、現計予算に不足が生じたとこ

ろであります。 

  このため、予算の追加をさせていただくものでありますが、予算の管理上このような事態となりま

したことを、管理の立場にある者として深く陳謝をし、おわびを申し上げるところであります。まこ

とに申しわけありません。 

  なお、今後、このようなことのないよう、予算の積算、計上に当たっては十二分な精査を行うよう

に、職員に対し、厳しく指導をしたところであります。 

  次に、10 款教育費、５項社会教育費、３目保健体育費 235 万 5,000 円の追加でございます。 

  繰越明許費補正でご説明いたしました幕別町民プールの屋根補修工事を追加するものであります。 

  なお、建物災害保険により、当該工事費のおおむね６割が補填される見込みであります。 

  次に、歳入をご説明申し上げます。 

  ５ページになります。 

  11 款１項１目地方交付税 1,604 万 2,000 円の追加でございます。 

  21 款諸収入、５項４目雑入 141 万 3,000 円の追加でございます。 

  幕別町民プール屋根補修に係る保険金収入であります。 

  以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。 

○議長（古川 稔） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  本件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 

[委員会報告] 
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○議長（古川 稔） 日程第４、議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算から日程第 12、議案第

９号、平成 27 年度幕別町水道事業会計予算の９議件を一括議題といたします。 

  予算審査特別委員長の報告を求めます。 

  委員長芳滝仁議員。 

○11 番（芳滝 仁） 平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  予算審査特別委員長芳滝仁 

  平成 27 年度幕別町各会計予算審査特別委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月４日、16 日、17 日（３日間） 

  ２、審査事件 

  議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算 

  議案第２号、平成 27 年度幕別町国民健康保険特別会計予算 

  議案第３号、平成 27 年度幕別町後期高齢者医療特別会計予算 

  議案第４号、平成 27 年度幕別町介護保険特別会計予算 

  議案第５号、平成 27 年度幕別町簡易水道特別会計予算 

  議案第６号、平成 27 年度幕別町公共下水道特別会計予算 

  議案第７号、平成 27 年度幕別町個別排水処理特別会計予算 

  議案第８号、平成 27 年度幕別町農業集落排水特別会計予算 

  議案第９号、平成 27 年度幕別町水道事業会計予算 

  ３、審査の結果 

  議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算から議案第９号、平成 27 年度幕別町水道事業会計予

算までの９議件の原案を「可」とすべきものと決した。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりました。 

  予算審査特別委員会は、議長を除く全議員により構成されていますので、委員長報告に対する質疑

は省略いたします。 

  これより、討論を行います。 

  議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算に対する討論を行います。 

  最初に、原案に反対者の発言を許します。 

  増田武夫議員。 

○17 番（増田武夫） 日本共産党幕別町議員団を代表して、議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計

予算に対する反対討論を行います。 

  平成 27 年度一般会計予算は、新庁舎建設事業関連予算 25 億 6,000 万円余りを含んでいることから、

前年度比 21.2％増の 163 億 4,600 万円であります。町長選が行われることから骨格予算となっており

ますけれども、安倍政権の強行する悪政が町政に具体化され、憂慮すべき施策が含まれています。 

  一つは、マイナンバー制度の本格実施のための予算であります。赤ちゃんからお年寄りまで住民登

録をしている全員に、生涯変わらない番号を割り振りし、社会保障や税の情報を国が一括管理してい

こうとするのがマイナンバー制度です。政府は行政手続が便利になるなどと言いますが、多くの町民

が制度の詳細を知らない上、膨大な個人情報を国が一手に握ることへの懸念、個人情報漏えいの不安

が払拭されておりません。国民のプライバシーを危うくする制度と言わざるを得ないものであり、承

認することはできません。 
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  もう一つは、教育委員会制度の改変に伴う教育の独立性を奪う一連の措置が具体化されていること

であります。幕別町の教育政策の大もととなる教育大綱を決定する権限が町長に与えられることにな

りますけれども、準備を教育委員会が行うにしても、企画室がその任に当たることには、教育の門外

漢の部署である問題とあわせて、教育への首長の介入を象徴するものと言える手法であり、条例改正

によって教育長を町長が任命する問題とともに、看過できないものであります。 

  一方、来年度予算案には、保育士などの有資格者への月給制の導入、臨時職員の賃金引き上げを行

い、職員の待遇改善の努力が見られること、発達支援センターへ発達支援専門員を採用し、拡充を図

るなど要望に応える施策を評価するものであります。 

  地方自治法第２条では、地方自治体のなすべき事務の第一として、地方公共の秩序を維持し、住民

及び滞在者の安全、健康及び福祉を保持することが挙げられており、この任務を執行することに全力

を挙げることが町政に求められています。 

  昨年度決算で明らかになった町民の経済状態を見ますと、給与収入 100 万円以下 27.6％、200 万円

以下を合わせますと48.6％であり、年金収入100万円以下57.5％、200万円以下を合わせますと82.4％

となります。年々厳しさを増している町民の置かれている現状が示されています。町当局がいかにこ

の問題に向き合うかが問われております。 

  国保税の１人当たりの調定額は平成 26 年度比 6.98％増で 10 万 5,290 円となり、滞納世帯がさらに

増加することが懸念され、介護保険料も月額 200 円引き上げられて 5,150 円となりました。国保に対

する国庫負担の削減が続いていること、介護保険制度の制度上の問題がある中で、一般財源からの繰

り入れや所得段階を 12 段階に細分化して保険料を賦課するなど、町としての負担軽減の努力が見られ

るところでありますが、国保税の不納欠損額は毎年多額に上ることなどを考えると、担税能力を超え

ている異常な状態と言わざるを得ません。 

  低所得者に対する国保税、介護保険料の減免制度をつくるか、それが困難であれば、一般会計の福

祉施策で低所得者に対する支援を実施することを強く求めるものであります。 

  また、滞納整理機構への委託をやめ、納税者の立場に立った徴税業務の執行を求めます。管内の各

町村の実績と本町のそれを比較すると、比較的滞納者の少ない本町にあって、預金などの差し押さえ

の件数が多いことから、国税徴収法にあるように、滞納処分の執行停止の要件であります滞納処分の

執行等をすることによって、その生活を著しく急迫させるおそれがあるときなど、厳格に遵守し、誰

がその任に当たっても、納税者の立場に立った徴税業務となるよう、滞納処分に関するマニュアルを

作成し、不当な差し押さえとならないように努力することを求めるものであります。 

  以上、主な反対理由を述べましたけれども、幕別町が安心して暮らせる町として発展することを願

って、反対討論といたします。 

○議長（古川 稔） 次に、原案に賛成者の発言を許します。 

  牧野茂敏議員。 

○９番（牧野茂敏） 議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算について、私は予算審査特別委員長

の報告に対して賛成の立場で討論を行います。 

  国政では、自民党・公明党の連立政権により経済再生に向けた政策が打ち出されたことにより、徐々

にではありますが、経済市場の株価は好調に推移し、明るさを取り戻しつつあるとの報道がされてい

るところであります。 

  しかしながら、財政健全化や社会保障制度改革の取り組みに加え、消費税の引き上げ、TPP 交渉へ

の参加交渉など、今後の国家財政を考慮すると、予断を許さない状況にあるものと考えております。 

  このような中、政府は、経済対策として、平成 26 年度補正予算 3.5 兆円を編成し、平成 27 年度税

制改正に合わせ、経済再生と財政再建の両立を実現する予算と位置づけ、切れ目ない経済対策で景気

を底上げしていくという措置をとりました。 

  地方交付税の削減や町税の大幅な伸びが期待できない中、本町においてはこの措置に敏感に対応し、

平成 26 年度の補正予算に可能な限り国の交付金を活用した事業を前倒しして予算を計上し、有効な財
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源確保を進めたことは高く評価したいと思います。 

  一般会計は４月に町長選を控えた骨格予算ではありますが、新年度予算 163 億 4,600 万円ほどで、

前年度当初予算と比較いたしますと 28 億 6,078 万円余り、率として 21.2％の増となっているところ

であり、新庁舎建設事業などの大型事業が計上され、本町の地域経済の活性化に配慮した予算編成と

なっていることに期待をしているところであります。 

  さて、本予算に計上されている各種施策につきましては、先般の予算審査特別委員会において十分

議論されましたことから、特徴的なものについてのみ述べさせていただきたいと思います。 

  初めに、歳出であります。総務費におきましては、新庁舎建設事業では、来年３月完成予定の新庁

舎は防災拠点となり、福祉関係部局も集約され、さらなる住民福祉の向上につながるものと期待して

いるところであります。本町は平成 18 年２月６日に合併して 10 周年を迎えますが、各種記念事業も

予定されており、今後においても一体感の醸成と均衡ある発展が図られていくものと期待していると

ころであります。 

  民生費におきましては、子ども・子育て支援体制による学童保育所の対象者を小学校３年生から６

年生までに、発達支援センター及び子育て支援センターの専門員等の配置などの拡大により、子育て

支援にかかわる事業の充実が図れるものと考えております。 

  農林業費におきましては、道営畑総事業を初め、担い手対策、土づくり、有害鳥獣など、農業経営

の確立のために対策を講じているものと考えております。 

  商工費におきましては、平成 22 年度から開始した住宅新築リフォーム奨励事業の実施による経済波

及効果があり、今後においてもその効果に期待することがあります。 

  さらに、教育費におきましては、学校の屋内運動場の落下防止対策など、安全対策に迅速に対応す

るとともに、特別支援教育支援員の手厚い配置など、教育環境の充実に配慮されているものと考えて

いるところであります。 

  一方、歳入におきましては、自主財源である町税収入の確保のために、町民の皆さんが税金を納め

やすい環境となるよう配慮されているところであります。今後においても、引き続き滞納者へのきめ

細やかな対応によって、収納の公平性を担保するなど最大限の努力を払っていただきたいと思います。 

  地方交付税は、前年度当初予算と比較いたしますと１億 200 万円、率にして 1.7％の減で、市町村

の財政を取り巻く環境は依然として厳しい状況の中、骨格予算とはいえ、予算編成には苦慮されたも

のと拝察するところであります。 

  今後とも限られた財源を有効に活用するため、職員の人材育成と政策形成の向上に努められ、町民

との協働の理念に基づいた安全・安心なまちづくりを確実に進めていただくことを願っているところ

であります。 

  本予算は、こうしたまちづくりを進める上で大きな力となるものと確信しており、委員長報告のと

おり可とすることに賛成するものであります。 

  以上申し上げまして、私の賛成討論といたします。 

○議長（古川 稔） ほかに討論はありませんか。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 討論なしと認めます。 

  これで、討論を終わります。 

  お諮りいたします。 

  議案第１号、平成 27 年度幕別町一般会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とするものであり

ます。 

  本件は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 
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  次に、お諮りいたします。 

  議案第２号、平成 27 年度幕別町国民健康保険特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とす

るものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第３号、平成 27 年度幕別町後期高齢者医療特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可と

するものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第４号、平成 27 年度幕別町介護保険特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とするも

のであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第５号、平成 27 年度幕別町簡易水道特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とするも

のであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第６号、平成 27 年度幕別町公共下水道特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とする

ものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第７号、平成 27 年度幕別町個別排水処理特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とす

るものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 
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 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第８号、平成 27 年度幕別町農業集落排水特別会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とす

るものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第９号、平成 27 年度幕別町水道事業会計予算に対する委員長の報告は、原案を可とするもので

あります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  日程第 13、議案第 19 号、幕別町創生総合戦略審議会条例及び日程第 14、議案第 24 号、教育長の勤

務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例の２議件を一括議題といたします。 

  総務文教常任委員長の報告を求めます。 

  総務文教常任委員長前川雅志議員。 

○13 番（前川雅志） 朗読をもって報告にかえさせていただきたいと思います。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  総務文教常任委員長前川雅志 

  総務文教常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月 11 日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 19 号幕別町創生総合戦略審議会条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、まち・ひと・しごと創生法の規定により設置する審議会の目的等について質疑

が行われ、新制定する本条例について審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  総務文教常任委員長前川雅志 

  総務文教常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 
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  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月 11 日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 24 号教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、条例施行における教育長の選任時期等について質疑が行われ、新制定する本条

例について審査を行った結果、起立採決で結論を見た。 

  ４、審査の経過 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、一括して質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  議案第 19 号、幕別町創生総合戦略審議会条例についての委員長の報告は、原案を可とするものであ

ります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 24 号、教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例についての委員長の

報告は、原案を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は原案のとおり採択されました。 

  審議の途中ではありますが、この際、15 時５分まで休憩いたします。 

 

14：48 休憩 

15：05 再開 

 

○議長（古川 稔） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  日程第 15、議案第 20 号、幕別町保育料条例から日程第 22、議案第 33 号、幕別町総合介護条例の一

部を改正する条例の８議件を一括議題といたします。 

  民生常任委員長の報告を求めます。 

  民生常任委員長谷口和弥議員。 

○10 番（谷口和弥） 朗読をもって報告をさせていただきたいと思います。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 
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  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 20 号幕別町保育料条例 

  ３、審査の結果 

  審査に当たっては、子ども・子育て支援法に基づく国の基準額を上限に町が定めた保育料及び保護

者への周知方法等について質疑が行われ、新制定する本条例について審査を行った結果、全会一致で

結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 21 号幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、介護保険法の改正に伴い、国が定めていた包括的支援事業を実施するために必

要な人員及び運営に関する基準を市町村が定めることとされたことから、新制定する本条例について

審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 22 号幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、介護保険法の改正に伴い、国が定めていた指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を市町村が定めることとされたこと

から、新制定する本条例について審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 
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  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 25 号幕別町保育条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、子ども・子育て支援制度の実施に伴い保育実施条例の全部を改正し、保育所等

の入所手続を定める本条例について審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 26 号幕別町立学童保育所条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、学童保育所の入所基準を小学校６年生まで拡大することによる影響等について

質疑が行われ、子ども・子育て支援新制度の実施に伴い全部を改正する本条例について審査を行った

結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 
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  議案第 31 号幕別町立保育所条例の一部を改正する条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、保育所を児童福祉施設に位置づけす

ることによる条例の一部改正について審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 32 号幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、子育て支援センターでの事業を追加

することによる条例の一部改正について審査を行った結果、全会一致で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  平成 27 年３月 20 日 

  幕別町議会議長古川稔様 

  民生常任委員長谷口和弥 

  民生常任委員会報告書 

  平成 27 年３月４日、本委員会に付託された事件を審査した結果、次のとおり決定したので、会議規

則第 77 条の規定により報告します。 

  記 

  １、委員会開催日 

  平成 27 年３月５日（１日間） 

  ２、審査事件 

  議案第 33 号幕別町総合介護条例の一部を改正する条例 

  ３、審査の経過 

  審査に当たっては、第６期介護保険事業計画に基づく保険料の改定等について質疑が行われ、改正

する条例の審査を行った結果、起立採決で結論を見た。 

  ４、審査の結果 

  原案を「可」とすべきものと決した。 

  以上です。 

○議長（古川 稔） 報告が終わりましたので、一括して質疑を許します。 

 （なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 質疑なしと認めます。 

  お諮りいたします。 

  議案第 20 号、幕別町保育料条例についての委員長の報告は、原案を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 
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 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 21 号、幕別町地域包括支援センターの基準を定める条例についての委員長の報告は、原案を

可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 22 号、幕別町指定介護予防支援等事業の基準を定める条例についての委員長の報告は、原案

を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 25 号、幕別町保育条例についての委員長の報告は、原案を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 26 号、幕別町立学童保育所条例についての委員長の報告は、原案を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 31 号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例についての委員長の報告は、原案を可とす

るものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 32 号、幕別町子育て支援センター条例の一部を改正する条例についての委員長の報告は、原

案を可とするものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、お諮りいたします。 

  議案第 33 号、幕別町総合介護条例の一部を改正する条例についての委員長の報告は、原案を可とす
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るものであります。 

  本件は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

 （異議ありの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議がありますので、起立採決をいたします。 

  本件は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長（古川 稔） 起立多数であります。 

  したがって、本件は原案のとおり可決されました。 

 

[人事案件] 

○議長（古川 稔） 日程第 23、諮問第１号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについてを

議題といたします。 

  説明を求めます。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 諮問第１号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書の 77 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本件は、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、市町村の議会の意見を聞いて、候補者を推薦

することとなっております。 

  現人権擁護委員であります佐藤恵子氏につきましては、平成 27 年６月 30 日をもって任期満了とな

りますことから、再度推薦いたしたく意見を求めるものであります。 

  なお、同氏の経歴につきましては、議案説明資料の 75 ページに記載いたしておりますので、ご参照

いただき、ご推薦につきご同意を賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（古川 稔） 本件は、人事案件でありますので、質疑討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  諮問第１号は、原案のとおり推薦することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり推薦することに決定いたしました。 

○議長（古川 稔） 日程第 24、諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについてを

議題といたします。 

  説明を求めます。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書の 78 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本件は、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、市町村の議会の意見を聞いて、候補者を推薦

することとなっております。 

  現人権擁護委員であります前川満博氏につきましては、平成 27 年６月 30 日をもって任期満了とな

りますことから、再度推薦いたしたく意見を求めるものであります。 

  なお、同氏の経歴につきましては、議案説明資料の 76 ページに記載いたしておりますので、ご参照

いただき、ご推薦につきご同意を賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（古川 稔） 本件は、人事案件でありますので、質疑討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  諮問第２号は、原案のとおり推薦することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 
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  したがって、本件は原案のとおり推薦することに決定いたしました。 

○議長（古川 稔） 日程第 25、諮問第３号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについてを

議題といたします。 

  説明を求めます。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 諮問第３号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。 

  議案書の 79 ページをお開きいただきたいと思います。 

  本件は、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、市町村の議会の意見を聞いて、候補者を推薦

することとなっております。 

  現人権擁護委員であります三島まゆみ氏につきましては、平成 27 年６月 30 日をもって任期満了と

なりますことから、再度推薦いたしたく意見を求めるものであります。 

  なお、同氏の経歴につきましては、議案説明資料の 77 ページに記載いたしておりますので、ご参照

いただき、ご推薦につきご同意を賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（古川 稔） 本件は、人事案件でありますので、質疑討論を省略し、直ちに採決いたします。 

  諮問第３号は、原案のとおり推薦することにご異議ありませんか。 

 （異議なしの声あり） 

○議長（古川 稔） 異議なしと認めます。 

  したがって、本件は原案のとおり推薦することに決定いたしました。 

 

[常任委員会所管事務調査報告] 

○議長（古川 稔） 日程第 26、常任委員会所管事務調査報告を議題といたします。 

  総務文教常任委員長、民生常任委員長、産業建設常任委員長より、所管事務調査報告書が議長宛て

に提出され、お手元に配付済みであります。 

  なお、本件は説明を省略いたしますので、後ほどごらんいただきたいと思います。 

 

[町長退任挨拶] 

○議長（古川 稔） ここで町長から発言の申し出がありますので、これを許します。 

  岡田町長。 

○町長（岡田和夫） 議長のお許しをいただきましたので、一言ご挨拶をさせていただきたいと思いま

す。 

  間もなく第１回の定例町議会が終了されることとなります。思えば長い間、この議場で皆さん方と

いろんな意見の交換をさせていただきました。 

  私が最初にこの議場に入ったのは、昭和 47 年９月 21 日でありました。先ほど、古い古い日誌を見

てまいりました。役場庁舎ができて、９月初めに引っ越しを行いました。それまで町議会はもともと

の古い役場の２階が議場だったのですけれども、事務室が狭くなったため、２階も事務室となりまし

た。議会はその都度、町民会館の２階講堂で開催されておりました。それが新しい庁舎ができて、こ

の議場ができた。ここで第１回議会が開かれて、大変感慨深いものがあったのだろうと思います。私

の日誌には、その後、幕別温泉で議員と理事者と議員ＯＢと課長が慰安会をやったというふうに書い

てあります。それだけ長い、実に 43 年余りの時間がたっているわけであります。なぜ、私、そのとき

の議会に出られたかというと、当時、私、監査委員の仕事と議会事務局の仕事を５階の議会事務局に

いて命令をされておりました。監査のほうは、まだ町村に監査委員事務局制度がなかったものですか

ら、監査のあるときには監査委員事務室で、ふだんは議会事務局で一緒に仕事をして、議会のたびに

中へ入っていたということで、その第１回のこの議会に出させていただいたわけであります。 

  その後、係長時代はそう多くは議会には出ていませんけれども、昭和 62 年 11 月に総務課長を拝命



 - 20 - 

してから、それからでも既に 28 年余りたつわけですけれども、ずっと議会に出させていただいたわけ

であります。 

  それだけにこうして議場を見ますと、今、座席、議席が 26 あります。26 人の議員さんがいたのだ

な、合併したときはこれで足りなくて、さらに机を継ぎ足して議会が開かれたのだな、そんな思いを

強くしているところであります。 

  また、私、幕別町議会、非常に十勝管内にあっても品位の高い議会だと思っていますし、議員さん

それぞれの資質も大変高いものがあるというふうに思っております。そして、一番私が感心している

といいますか、うれしく思っているのは、議員さん相互が大変仲がいい。これは党派があったり主義

主張が違いますから、議場でいろんな議論をする、会議でいろんなもめごとがあったりするのは当然

なのかもしれませんけれども、一つ議場を出ると、笑顔で話をされている議員さんの姿を見るときに、

本当にうちの議員さんはすばらしいなといつも感心しておりました。そう言ってしまうと、ちょっと

僭越かもしれませんけれども、私も本当に助けられた思い出であります。 

  実に長い間お世話になったことに、本当に感謝を申し上げたいと思いますし、二度と私はこうして

この議場で相まみえることはないわけでありますし、私と同様に今期をもって勇退される議員の皆さ

んもいらっしゃるわけであります。どうか引き続き議員を目指す皆さん、引き続き議員となられてご

活躍される皆さんには、そうしたよき幕別町議会の伝統を引き継いでいただきながら、さらに幕別町

議会が発展されるよう、皆さんのご活躍、ご健勝を心からご祈念を申し上げたいと思います。 

  長い間お世話になった議員の皆さん、そして多くの職員の皆さんに心から感謝とお礼を申し上げて、

ご挨拶とさせていただきます。どうもありがとうございました。（拍手） 

 

[閉議・閉会宣告] 

○議長（古川 稔） これで、本日の日程は全部終了いたしました。 

  会議を閉じます。 

  これをもって、平成 27 年第１回幕別町議会定例会を閉会いたします。 

 

15：27 閉会 
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